
二
〇
二
四
年
度
地
方
財
政
セ
ミ
ナ
ー

自
治
労
自
治
体
議
員
連
合
・
自
治
労

じちろうネット
の紹介動画は
コチラ↓





－ 1 － 

 

目    次 
 
 
Ⅰ 講演レジュメ 
 1. 記念講演「住民参加型予算がもたらすもの～杉並区の取組みを参考に～」 ...............   7 
 2. 「2024年度地方財政の姿」 ........................................................  23 
 3. 「地方財政分析講座 ― 財政資料の活用方法 ― 」 ...................................  58 
 
Ⅱ 参考資料 
 1. 当面の闘争方針（抜粋）（自治労第165回中央委員会議案） ............................  119 
 2. 政府予算に関する談話 
  ① 2023年度補正予算の成立に関する談話（自治労書記長談話） .........................  122 
  ② 2024年度政府予算案・地方財政対策に関する談話（自治労書記長談話） ...............  124 
  ③ 「2024年度政府予算案」の閣議決定に対する談話（連合事務局長談話） ...............  127 
 

－ 1－



－ 1 － 

 
日    程 

 
 
司会：氷 室 佐由里 政策局長 
 
 11：00～ 本部あいさつ      山 﨑 幸 治 副委員長 
      自治体議員連合あいさつ 稲 村 久 男 自治体議員連合会長 
 
 11：15～ 記念講演「市民参加型予算がもたらすもの～杉並区の取組みを参考に～」 
           兼 村 高 文 ＮＰＯ法人市民ガバナンスネットワーク理事長・ 
                   元明治大学教授 
 
 12：30～ 昼食休憩 
 
 13：15～ 「2024年度地方財政の姿」 
           新 田 一 郎 総務省自治財政局財政課長 
 
 14：45～ 「地方財政分析講座 ― 財政資料の活用方法 ― 」 
           飛 田 博 史 地方自治総合研究所副所長 
 
 16：40～ 今後の地財展望 
           其 田 茂 樹 地方自治総合研究所常任研究員 
 
 17：00  閉 会 
 
 



－ 1 － 

 
日    程 

 
 
司会：氷 室 佐由里 政策局長 
 
 11：00～ 本部あいさつ      山 﨑 幸 治 副委員長 
      自治体議員連合あいさつ 稲 村 久 男 自治体議員連合会長 
 
 11：15～ 記念講演「住民参加型予算がもたらすもの～杉並区の取組みを参考に～」 
           兼 村 高 文 ＮＰＯ法人市民ガバナンスネットワーク理事長・ 
                   元明治大学教授 
 
 12：30～ 昼食休憩 
 
 13：15～ 「2024年度地方財政の姿」 
           新 田 一 郎 総務省自治財政局財政課長 
 
 14：45～ 「地方財政分析講座 ― 財政資料の活用方法 ― 」 
           飛 田 博 史 地方自治総合研究所副所長 
 
 16：40～ 今後の地財展望 
           其 田 茂 樹 地方自治総合研究所常任研究員 
 
 17：00  閉 会 
 
 

－ 3－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 講演レジュメ 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 講演レジュメ 
 





住
民

参
加

型
予

算
が

も
た

ら
す

も
の

～
杉

並
区

の
取

組
み

を
参

考
に

～

報
告

：
兼

村
高

文
N
P
O
法

人
市

民
ガ

バ
ナ

ン
ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

理
事

長

元
明

治
大

学
教

授

＜
講
演
レ
ジ
ュ
メ
１
＞

－ 7－



１
，
住
民
参
加
型
予
算
と
は
？

参
加

型
予

算
編

成
(P

B
)は

革
新

的
な
政

策
決

定
プ
ロ
セ
ス
で
、
市

民
が

政
策

決
定

に
直

接
関

与
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

(P
B
研

究
者

：
W

am
pl

er
 2

00
0)
。

PB
は

市
民

が
公

的
資

源
の

分
配

に
つ
い
て
審

議
し
、
交

渉
す
る
た
め
の

意
思

決
定

プ
ロ
セ
ス

(P
B
研

究
者

：
Sh

ah
 2

00
7)
。

参
加

意
識

を
高

め
行

財
政

の
責

任
と
透

明
性

を
改

善
す
る
革

新
的

な
財

政
上

の
実

践
的

取
組

み
（
国

連
：
U

N
-H

B
IT

AT
)。

PB
は

公
共

予
算

の
意

思
決

定
プ
ロ
セ
ス
に
市

民
を
参

加
さ
せ

る
こ
と
を
目

的
と
し
た
革

新
的

な
メ
カ
ニ
ズ
ム

(世
界

銀
行

)。
PB

と
は

市
民

の
意

思
を
行

政
活

動
に
直

接
的

に
反

映
さ
せ

る
た
め
、
行

政
の

資
源

配
分

を
決

め
る
重

要
な
政

策
過

程
（
ウ
イ
キ
ペ
デ
ィ
ア
）

→
財

政
民

主
主

義
の

原
則

か
ら
は

反
論

も
あ
る
が

、
市

民
に
予

算
過

程
を
理

解
し
て
も
ら
い
代

表
民

主
制

を
補

う
た
め
の

取
組

み
と
し
て
導

入

－ 8－



２
，
住
民
参
加
型
予
算
（参

加
予
算
：P

B
）の

背
景
①

一
般

的
な
背

景

新
公

共
経

営
（
N
P
M
）
か
ら
新

公
共

ガ
バ
ナ
ン
ス
（
N
P
G
）
へ
の
シ
フ
ト

20
00

年
代

頃
よ
り
公

共
部

門
で
は

、
政

府
の

効
率

化
を
目

指
し
た
N
PM

に
加

え
て
、

新
た
な
市

民
と
の

協
働

ガ
バ

ナ
ン
ス
を
意

識
し
た
N
PG

の
考

え
方

が
広

ま
っ
て
き
た

政
府

の
ガ

バ
メ

ン
ト

か
ら

ガ
バ

ナ
ン

ス
へ

の
シ

フ
ト

政
府

は
ガ
バ

メ
ン
ト
〈
支

配
〉
か

ら
、
ガ
バ

ナ
ン
ス
〈
市

民
と
の

協
働

〉
の

構
築

へ
と

動
い
て
き
た
。
協

働
（
コ
ー
プ
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン
）
：
市

民
協

働
、
協

働
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

な
ど
の

取
組

み
が

進
め
ら
れ

た

－ 9－



２
，
住
民
参
加
型
予
算
（参

加
予
算
：P

B
）の

背
景
②

直
接

の
背

景

ブ
ラ

ジ
ル

で
1
9
8
0
年

代
央

に
軍

事
政

権
か

ら
民

主
政

権
に

変
わ

り
、

左
派

系
の

労
働

者
党

が
腐

敗
政

治
等

か
ら

の
脱

却
を

進
め

る
中

で
、

1
つ

の
取

組
み

と
し

て
始

め
た

も
の

南
米

で
は

軍
事

政
権

下
で
住

民
組

織
を
立

ち
上

げ
て
い
た
が

、
民

主
化

に
よ
り
そ

れ
ら
を
組

織
化

し
、
政

権
の

支
持

を
え
る
た
め
に
政

治
行

政
か

ら
疎

外
さ
れ

て
き
た

住
民

を
政

治
参

加
さ
せ

る
た
め
に
PB

を
政

権
公

約
に
掲

げ
た

ま
た
19
88

年
に
ブ
ラ
ジ
ル

で
新

憲
法

が
制

定
さ
れ

、
民

主
化

と
と
も
に
地

方
分

権
化

が
進

め
ら
れ

た
こ
と
で
地

方
政

府
の

財
源

も
強

化
さ
れ

た

－ 10 －



３
，
住
民
参
加
型
予
算
の
始
ま
り
①

ラ
ジ

ル
・

ポ
ル

ト
ア

レ
グ

レ
市

で
1
9
8
9
年

に
労

働
者

党
の

市
長

が
選

出
さ

れ
、

公
約

に
上

げ
て

い
た

住
民

参
加

型
予

算
（

P
B
）

を
始

め
た

政
治

的
・
経

済
的

活
動

か
ら
置

き
去

り
に
さ
れ

た
人

々
に
声

を
あ
げ
る
機

会
を
提

供
す

る
た
め
に
、
ポ
ル

ト
ア
レ
グ
レ
市

（
当

時
人

口
約
13
0万

人
）
で
は

自
治

会
を
組

織
し
て

草
の

根
民

主
主

義
の

実
現

を
目

指
し
、
市

長
が
PB

を
導

入
し
て
始

め
ら
れ

た
。

PB
の

運
営

は
市

長
室

に
よ
っ
て
主

導
さ
れ

、
行

政
は

運
営

の
サ

ポ
ー
ト
に
あ
た
っ
た

が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団

体
等

の
支

援
が

重
要

な
役

割
を
果

た
し
た
。
PB

に
は

誰
で
も
参

加
で
き
、
全

住
民

を
対

象
と
し
た
地

区
ご
と
の

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が

年
2回

開
催

さ
れ

、
最

終

的
に
は

地
区

で
選

ば
れ

た
代

表
が

予
算

案
を
ま
と
め
て
市

長
に
提

出
し
た
。
市

長
は

提
出

さ
れ

た
予

算
案

を
議

会
に
提

出
し
て
承

認
を
え
る
が

、
議

会
は
3分

の
2の

反
対

で
拒

否
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
し
か

し
実

際
に
は

市
民

の
予

算
案

の
殆

ど
が

承
認

さ
れ

、
市

予
算

の
半

分
近

い
資

本
予

算
は

参
加

予
算

に
よ
っ
て
決

め
ら
れ

た
。
そ
の

た
め
貧

困
地

域
の

道
路

、
学

校
、
病

院
な
ど
公

共
施

設
は

大
き
く
改

善
さ
れ

た
。

PB
へ

の
参

加
は

当
初

は
1千

人
に
も
満

た
な
か

っ
た
が

回
を
重

ね
る
に
つ
れ

て
成

果
が

実
感

で
き
た
こ
と
で
参

加
者

は
20
00

年
代

に
入

る
と
5万

人
（
人

口
比
4％

程
度

）
を

超
え
る
ほ

ど
に
な
り
、
国

際
的

に
も
高

く
評

価
さ
れ

、
労

働
者

党
の

市
長

は
4期

16
年

間
に
わ

た
っ
て
選

出
さ
れ

た
。

－ 11 －



３
，
住
民
参
加
型
予
算
の
始
ま
り
②

ポ
ル
ト
ア
レ
グ
レ
市
の
P
B
の
プ
ロ
セ
ス

－ 12 －



河
川

改
修

の
成

果
：
貧

困
地

域
の

イ
ン
フ
ラ
等

の
改

修
が

進
め
ら
れ

成
果

が
見

え
た

３
，
住
民
参
加
予
算
の
始
ま
り
③

ポ
ル
ト
ア
レ
グ
レ
市
の
P
B
の
実
施
状
況
と
成
果

年
2回

開
催

さ
れ

た
PB

の
住

民
集

会
：
多

く
の

参
加

者
が

集
ま
っ
た

－ 13 －



４
，
P
B
の
世
界
へ
の
広
が
り Pa

rt
ic

ip
at

or
y 

Bu
dg

et
in

g 
W

or
ld

 A
tla

s 2
02

0-
20

21

ポ
ル
ト
ア
レ
グ
レ
市
の
PB

は
世
界
で
広
が
り
、
20
19

年
10
,0
81

件
、
20
20

年
4,
03
2件

（
コ
ロ
ナ
禍
）
、
件
数
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
が
多
く
、
北
米
は
少
な
い

－ 14 －



A
予

算
案

の
編

成
・

審
議

・
議

決

執
行

過
程

で
の

参
加

予
算

事
例

英
国

、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市

、
シ
カ
ゴ
市

、
市
川
市
（
1％

予
算
）
等

参
加

市
民

に
よ
る
討

議
。
予

算
案

の
提

示
・
投

票
・
決

定
・
議

会
へ

の
提

案
事

例

ポ
ル

ト
ア
レ
グ
レ
市

、
レ
シ
フ
ェ
市

、
イ
タ
リ

ア
・
グ
ロ
タ
マ
ー
レ
、
韓

国
等

決
算

1 
Ja

n.
31

 D
ec

.

PB
①

PB
②

５
，
予
算
過
程
と
住
民
参
加
型
予
算

A
予

算
の

執
行

P
B
に
は

、
予

算
編

成
過

程
へ

の
参

加
（
P
B
①

）
と
執

行
過

程
の

参
加

（
P
B
②

）
が

あ
る

本
来
の

PB
で
財
政
民
主
主
義

に
反
し
議
会
か
ら
の
反
発
も
あ

る

予
算
で
議
決
を
受
け
た
範
囲
内
の
執

行
過
程
へ
の
参
加
。
財
政
民
主
主
義

の
問
題
は
な
い

－ 15 －



６
，
住
民
参
加
予
算
の
事
例
①

各
国
の
導
入
事
例

・
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

は
導

入
事

例
が

多
く
、
イ
タ
リ
ア
・
グ
ロ
タ
マ
ー
レ
か

ら
始

ま
り
、
ド
イ
ツ
（
ベ
ル

リ
ン
市

リ
ヒ
テ
ン
ブ
ル

グ
区

、
コ
ロ
ン
市

等
）
、

ベ
ル

ギ
ー
、
ス
ペ
イ
ン
、
ポ
ル

ト
ガ
ル

、
フ
ラ
ン
ス
な
ど
で
主

に
、

PB
①

の
ケ
ー
ス
で
実

施
さ
れ

て
き
た
が

継
続

は
少

な
い
。

大
都

市
で
は

フ
ラ
ン
ス
・
パ

リ
市

で
20
15

年
か

ら
20
20

年
ま
で
多

く
の

参
加

者
に
よ
り
実

施
さ
れ

た

・
ア
メ
リ
カ
で
は

数
は

少
な
い
が

大
都

市
、
シ
カ
ゴ
市

第
49

区
市

議
、

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市

市
議

が
PB

②
の

ケ
ー
ス
で
今

も
継

続
し
て
い
る
。

・
カ
ナ
ダ
で
は

ト
ロ
ン
ト
市

、
バ

ン
ク
ー
バ

ー
市

な
ど
で
PB

①
が

実
施

さ
れ

て
い
た

・
イ
ギ
リ
ス
で
は

労
働

党
政

権
（
20
10

）
に
お
い
て
国

が
白

書
で
地

方
自

治
体

に
導

入
を
推

奨
し
た
が

政
権

交
代

で
消

え
た

→
い
ず
れ

も
市

民
団

体
の

支
援

が
あ
っ
た

－ 16 －



日
本

で
PB

②
を
初

め
て
導

入
し
た
の

は
市

川
市

の
通

称
1％

予
算

。
N
PO

の
活

動
支

援
の

た
め
市

民
税

納
税

者
が

納
税

額
の
1％

を
支

援
団

体
を
選

ん
で

寄
付

す
る
も
の

。
当

時
の

市
長

が
20
05

年
度

に
条

例
を
制

定
し
て
始

め
た
。
総

額
は
15
00

万
円

程
度

。
同

様
の
1％

支
援

制
度

は
、
愛

知
県

一
宮

市
で
20
08

年
度

、
千

葉
県

八
千

代
市

で
20
09

年
度

か
ら
導

入
し
た
が

、
市

川
市

は
利

用
者

の
停

滞
と
市

長
の

交
代

で
20
10

年
に
廃

止
と
な
っ
た
。

６
，
住
民
参
加
予
算
の
事
例
②

市
川
市
の
市
民
活
動
支
援
制
度
（1

％
予
算
）

P
B
②

－ 17 －



20
12

年
か

ら
大

統
領

令
に

よ
り

地
方

財
政

法
で

全
て

の
地

方
自

治
体

に
住

民
参

与
予

算
の

導
入

を
義

務
付

け
、

現
在

も
施

行
さ

れ
て

い
る

。

PB
の

参
加

者
に

提
供

さ
れ

て
い

る
予

算
学

校

６
，
住
民
参
加
予
算
の
事
例
③

韓
国
の
全
自
治
体
に
義
務
付
け
た
住
民
参
与
予
算

P
B
①

・
2
0
1
8
年

か
ら

は
国

の
予

算
に

も
「
M

y 
B

u
dg

e
t」

と
い

う
国

民
参

加
予

算
が

始
め

ら
れ

て
い

る
。

世
界

で
は

ポ
ル

ト
ガ

ル
。

－ 18 －



参
加

型
予

算
の

メ
リ
ッ
ト

◆
区
政
へ
の
参
加
意
欲
の
高
揚

◆
区
民
の
自
治
体
予
算
・
財
政
状
況
へ
の
理
解
促
進

◆
区
民
・
行
政
間
に
お
け
る
対
話
の
促
進

◆
予
算
編
成

の
見

え
る
化

◆
新
た
な
発
想

の
活

用
（
杉

並
区
H
Pよ

り
）

区
長

に
よ
り
20
23

年
度
か
ら
始
め
た
「皆

さ
ん
と
つ
く
る
予
算
」は

、
森
林
環
境
譲
与
税

の
使
途
に
つ
い
て
区
民
の
提
案
で
決
め
る
。
参
加
予
算
で
決
め
る
の
は
61
00

万
円

（
区
予
算

は
21
07

億
円
）
、
参
加
人
数
は
2,
58
6人

（人
口
57

万
人
）。

・
特
別
区
の
大
都
市
で
は
初
め
て
。
今
後
の
広
が
り
に
注
目

６
，
住
民
参
加
予
算
の
事
例
④

杉
並
区
の
参
加
型
予
算

P
B
①
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PB
に
参

加
す
る
‘住

民
’は

、
一

様
で
は

な
く
公

共
へ

の
参

加
も
積

極
的

で
は

な
い
こ
と
が

多
い
。
全

員
を
対

象
と
し
自

由
な
参

加
で
あ
れ

ば
、
参

加
は

少
数

で
し

か
も
特

定
の

意
思

を
も
っ
た
参

加
者

に
限

ら
れ

る
こ
と
が

考
え
ら
れ

る
。

こ
う
し
た
参

加
の

バ
イ
ア
ス
を
避

け
る
た
め
に
は

、
無

作
為

抽
出

に
よ
る
参

加
が

必
要

と
な
る
。

無
作

為
抽

出
に
よ
る
参

加
で
参

加
の

バ
イ
ア
ス
は

避
け
ら
れ

る
が

参
加

者
が

何
の

情
報

も
知

識
の

な
い
ま
ま
予

算
と
い
う
公

金
の

使
途

を
決

め
る
こ
と
に
は

問
題

も
指

摘
さ
れ

る
。
こ
こ
で
は

討
議

の
場

の
重

要
性

が
指

摘
さ
れ

る

討
議

の
場

で
は

予
算

に
関

す
る
情

報
を
提

供
し
て
も
ら
い
参

加
者

で
討

議
す
る

場
を
確

保
す
る
こ
と
で
討

議
民

主
主

義
が

実
践

さ
れ

る

熟
議

の
場

の
提

供
=討

議
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
の

実
践

こ
こ
に
住

民
か

ら
市

民
参

加
予

算
と
な
り
、
市

民
民

主
主

義
の

実
現

７
，
住
民
参
加
型
予
算
の
課
題
と
対
応
①
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PB
①

は
財

政
民

主
主

義
に
反

す
る
。
民

主
国

家
で
は

予
算

は
議

会
の

議
決

が
義

務
付

け
ら
れ

て
い
る
。

→
代

表
に
よ
る
民

主
的

決
定

と
限

ら
れ

た
直

接
参

加
に
よ
る
決

定
の

問
題

代
表

民
主

主
義
VS

直
接

民
主

主
義

ポ
ル

ト
ア
レ
グ
レ
市

で
始

ま
っ
た
PB

①
は

、
疎

外
さ
れ

た
住

民
に
参

加
機

会
を
提

供
し
、
代

表
民

主
制

の
欠

陥
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
仕

組
み

と
し
て
導

入
さ
れ

た
。
ま
た

世
界

的
に
投

票
率

の
低

下
に
よ
り
議

会
が

民
意

を
反

映
し
て
い
な
い
と
い
う
意

見
も
あ
る
。

→
議

会
制

度
を
絶

対
と
す
る
か

実
態

を
考

慮
し
次

善
策

を
選

択
す
る
か

の
問

題

大
衆

民
主

主
義
VS

熟
議

民
主

主
義

熟
議

デ
モ
ク
ラ
シ
ー
の

実
現

７
，
住
民
参
加
型
予
算
の
課
題
と
対
応
②

－ 21 －



市
民

と
政

府
の

協
働

の
ガ
バ

ナ
ン
ス
は

、
代

表
民

主
制

と
直

接
民

主
制

の
調

和

市
民

参
加

予
算

（
PB

①
）
は

、
市

民
の

意
思

決
定

は
討

議
を
へ

る
こ
と
が

前

提
で
あ
り
、
そ
の

た
め
の

場
（
ネ
ッ
ト
で
も
可

能
）
を
設

け
て
運

営
す
る
こ
と
が

必
須

。

キ
ー
ワ
ー
ド
：
大

衆
参

加
か

ら
ミ
ニ
パ

ブ
リ
ッ
ク
ス
、
熟

議
世

論
調

査
、

細
胞

セ
ル

、
市

民
統

制
、
な
ど

市
民

参
加

型
予

算
の

核
心

は
、
参

加
す
る
市

民
が

熟
議

と
と
も
に
予

算
過

程
に
参

加
し
て
予

算
の

一
部

（
少

額
で
も
）
を
決

め
、
政

治
行

政
の

政
策

決
定

過
程

を
明

ら
か

に
し
て
透

明
性

を
高

め
る
こ
と
。

８
，
住
民
参
加
型
予
算
の
今
後
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総
務

省
自

治
財

政
局

財
政

課

令
和
６
年
度
地
方
財

政
の

姿

令
和

６
年

２
月

＜
講
演
レ
ジ
ュ
メ
２
＞
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歳
入

9
3
.6
兆

円
（
＋

1
.6
）

令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策

地
方

一
般

財
源

総
額

6
5
.7
兆

円
（
＋

0
.6
兆
円

）

地
方

一
般

財
源

総
額

（
水

準
超

経
費

除
き
）

6
2
.7
兆

円
（
＋

0
.6
兆
円

）

0
.8

（
同

額
）

注
：
（

）
内

は
令

和
５
年

度
当

初
か

ら
の

増
減

額

地
方

税
・
地

方
譲

与
税

4
5
.5

(▲
0
.0

)

国
庫

支
出

金
1
5
.8

(＋
0
.8

)

地
方

債
等

1
1
.4

（
＋

0
.2
）

地
方

交
付

税

1
8
.7
兆

円
(＋

0
.3
兆

円
)

0
.8

（
同

額
）

建 設 地 方 債 の 増 発

0
.5

(▲
0.

5)

臨 時 財 政 対 策 債

（
単
位
：
兆
円
）

歳
出

9
3
.6
兆

円
（
＋

1
.6
）

給
与

関
係

経
費

2
0
.2

（
＋

0
.3
）

一
般

行
政

経
費

4
3
.7

(＋
1
.6

)

投
資

的
経

費
1
2
.0

（
＋

0
.0
）

そ
の
他

6.
8

(＋
0.
0)

公
債

費
1
0
.9

(▲
0
.4

)

地 方 特 例 交 付 金 等 1
.1

(+
0.
9)

0
.3う ち 法 定 加 算 ・ 覚 書 加 算

う ち 特 会 剰 余 金

・ 機 構 準 備 金 の 活 用 0
.3

う ち 定 額 減 税 減 収 補 塡 特 例

交 付 金 （ 仮 称 ） 0
.9

給
与

改
定

分
+
0
.3 等

加
速

化
プ
ラ
ン
分

（
補

助
・
単

独
）
：
＋

0
.8

こ
ど
も
・
子

育
て
単

独
事

業
分
：
＋

0
.1

会
計

年
度
任
用

職
員
の

勤
勉
手

当
分
：
＋

0
.2 等

財
源

不
足
額

1
.8
兆
円

（▲
0.

2
兆
円

） 1
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主
な

歳
入

歳
出

の
概

要

（
単

位
：
兆

円
、

％
）

（
通

常
収

支
分

）

※
精

査
中

の
も
の
で
あ
り
、
今

後
、
異
動

す
る
場

合
が
あ
る
。

※
表

示
単

位
未

満
四

捨
五

入
の
関

係
で
積

み
上

げ
と
合

計
が
一

致
し
な
い
場

合
が
あ
る
。

６
年

度
５

年
度

増
減

額
増

減
率

Ａ
Ｂ

Ｃ
＝

Ａ
-Ｂ

Ｃ
/Ｂ

地
方

税
42

.7
42

.9
▲

0.
1

▲
0.

3

地
方

譲
与

税
2.

7
2.

6
0.

1
5.

0

地
方

特
例

交
付

金
等

1.
1

0.
2

0.
9

42
1.

9

地
方

交
付

税
18

.7
18

.4
0.

3
1.

7

国
庫

支
出

金
15

.8
15

.0
0.

8
5.

3

地
方

債
6.

3
6.

8
▲

0.
5

▲
7.

4

 臨
時

財
政

対
策

債
0.

5
1.

0
▲

0.
5

▲
54

.3

　
 臨

時
財

政
対

策
債

以
外

5.
9

5.
8

0.
0

0.
6

そ
の

他
6.

3
6.

2
0.

1
1.

8

計
93

.6
92

.0
1.

6
1.

7

一
般

財
源

65
.7

65
.1

0.
6

1.
0

（水
準

超
経

費
を

除
く
交

付
団

体
ベ

ー
ス

）
62

.7
62

.2
0.

6
0.

9

区
 

 分

歳 入

６
年

度
５

年
度

増
減

額
増

減
率

Ａ
Ｂ

Ｃ
＝

Ａ
-
Ｂ

Ｃ
/
Ｂ

給
与

関
係

経
費

2
0
.2

1
9
.9

0
.3

1
.6

 退
職

手
当

以
外

1
9
.2

1
8
.8

0
.4

2
.0

　
 退

職
手

当
1
.1

1
.1

▲
0
.1

▲
4
.7

一
般

行
政

経
費

4
3
.7

4
2
.1

1
.6

3
.8

　
 う

ち
　

補
助

2
5
.1

2
4
.0

1
.2

4
.9

　
 う

ち
　

単
独

1
5
.4

1
5
.0

0
.4

2
.8

  
う

ち
　

デ
ジ

タ
ル

田
園

都
市

国
家

構
想

事
業

費
1
.3

1
.3

0
.0

0
.0

 う
ち

　
地

方
創

生
推

進
費

1
.0

1
.0

0
.0

0
.0

 う
ち

　
地

域
デ

ジ
タ

ル
社

会
推

進
費

0
.3

0
.3

0
.0

0
.0

　
 う

ち
　

地
域

社
会

再
生

事
業

費
0
.4

0
.4

0
.0

0
.0

公
債

費
1
0
.9

1
1
.3

▲
0
.4

▲
3
.2

維
持

補
修

費
1
.5

1
.5

0
.0

0
.4

　
 う

ち
　

緊
急

浚
渫

推
進

事
業

費
0
.1

0
.1

0
.0

0
.0

投
資

的
経

費
1
2
.0

1
2
.0

0
.0

0
.1

 直
轄

・
補

助
5
.6

5
.7

▲
0
.0

▲
0
.5

 単
独

6
.4

6
.3

0
.1

0
.7

 う
ち

　
緊

急
防

災
・
減

災
事

業
費

0
.5

0
.5

0
.0

0
.0

 う
ち

　
公

共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

費
0
.5

0
.5

0
.0

0
.0

 う
ち

　
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
費

0
.4

0
.4

0
.0

0
.0

 う
ち

　
脱

炭
素

化
推

進
事

業
費

0
.1

0
.1

0
.0

0
.0

 う
ち

　
こ

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

費
（
仮

称
）

0
.0

5
-

0
.0

5
皆

増

公
営

企
業

繰
出

金
2
.3

2
.4

▲
0
.1

▲
3
.2

水
準

超
経

費
3
.0

2
.9

0
.1

3
.1

計
9
3
.6

9
2
.0

1
.6

1
.7

歳 出

区
 

 分

2
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R
元

2
3

4
5

6
年

度

（
兆

円
）

そ
の

他

公
債

費

投
資

的
経

費

社
会

保
障

関
係

費
等

の
一

般
行

政
経

費

給
与

関
係

経
費

地
方

財
政

計
画

の
歳

出
の
推

移

3
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20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

R
元

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

臨
時

財
政

対
策

債
地

方
交

付
税

地
方

税
・
地

方
譲

与
税

等

6
2
.0

6
1
.8

6
0
.3

6
0
.3

6
0
.2

6
0
.2

5
9
.4

5
9
.0

5
9
.0

5
8
.8

5
8
.8

5
7
.8

5
7
.4

6
0
.7

（
＋

0
.2

）
（
＋

1
.1

）
（
＋

0
.4

）
（
＋

0
.0

）
（
＋

0
.0

）
（
＋

0
.1

）
（
＋

0
.7

）
（
＋

0
.4

）
（
＋

0
.0

）
（
＋

0
.2

）
（
＋

0
.0

）
（
＋

1
.0

）
（
＋

0
.4

）
（
＋

0
.6

）

（
兆

円
）

〔
地

方
一

般
財

源
総

額
（地

財
計

画
ベ

ー
ス

）の
推

移
〕

（
▲

0
.3

）

（
▲

0
.8

）

（
＋

0
.7

）
（
＋

0
.6

）
（
＋

0
.0

）
（
＋

0
.4

）
（
＋

0
.1

）
（
＋

1
.2

）
（
＋

0
.6

）
（
＋

0
.1

）
（
＋

0
.1

）
（
＋

0
.1

）
（
＋

0
.3

）
（
＋

0
.7

）
6
2
.2

（
＋

0
.2

）

（
＋

0
.7

）一
般

財
源

総
額

一
般

財
源

総
額

（
交

付
団

体
ベ

ー
ス

）

一
般

財
源

総
額

実
質

同
水

準
ル

ー
ル

の
適

用

5
6
.3

5
6
.9

5
7
.2

5
5
.8

5
8
.0

（
▲

0
.3

）
（
＋

0
.9

）
（
＋

0
.6

）
（
▲

2
.3

）
（
▲

0
.2

）

（
▲

2
.1

）

（
＋

0
.5

）
（
＋

1
.4

）
（
＋

0
.9

）
（
▲

0
.5

）
6
2
.0

（
＋

0
.0

）

（
＋

1
.2

）

（
▲

0
.4

）

5
8
.2

（
▲

0
.3

）

※
Ｒ
３
年

度
の
地

方
税

・
地

方
譲

与
税

等
及
び
一
般
財
源
総
額
は
、
Ｒ
２
年
度
徴
収
猶
予
の
特
例
分
（
0
.2
兆
円
）
を
除
い
て
い
る
。（

年
度
）

（
＋

0
.6

）

6
2
.7

（
＋

0
.6

）

地
方

一
般

財
源

総
額

の
推

移

4
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令
和

６
年

度
地

方
交

付
税
の

姿

地
方

交
付

額

１
８
．
７

兆
円

（
＋

０
．
３
兆

円
）

臨
時

財
政

対
策
債

０
．
５
兆

円

（
▲

０
．
５
兆
円
）

＋

※
１

表
示

単
位

未
満

四
捨

五
入

の
関

係
で
積

上
げ
と
合

計
が

一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

※
２

（
）
内
は
令
和

5
年
度
地
方
財
政
計
画

か
ら
の
増
減

額

※
３

国
の

予
算

資
料

に
お

け
る
「
地

方
交

付
税

交
付

金
等

」
は

、
交

付
税

特
会

へ
の

「
入

口
」
ベ

ー
ス
の

地
方

交
付

税
1
6
.7
兆

円
に

、
地

方
特

例
交

付
金

等
1
.1
兆

円
を
加

え
た

1
7
.8
兆
円
（
＋

1
.4
兆
円
）
と
な
る
。

国

+
２
．
０

兆
円

（
▲

０
．
２
兆
円
）

交
付

税
特

別
会

計
国

の
一

般
会

計

１
６
．
７

兆
円

（
＋

０
．
５
兆

円
）

交
付
税
特
会
へ
の

「
入

口
」
ベ
ー
ス

・
交

付
税

法
定

率
分

（
国

税
４
税
）

1
6
.8
兆

円
（
▲

0
.1
兆

円
）

・
国

税
減

額
補

正
精

算
分

等

・
交
付
税
法
定
率
分
（
地
方
法
人
税

）

2
.0
兆
円

（
＋

0
.1
兆
円
）

・
特
会
借
入
金
の
元
金
償
還
金

▲
0
.5
兆
円

（
＋

0
.8
兆
円
）

・
特
会
借
入
金
の
利
払
金

▲
0
.2
兆
円

（
▲

0
.1
兆
円
）

・
特
会
剰
余
金
の
活
用

0
.0

5
兆
円

（
▲

0
.0

7
兆
円

）

・
機
構
準
備
金
の
活
用

0
.2
兆
円

（
＋

0
.1
兆
円
）

・
前
年
度
か
ら
の
繰
越

0
.5
兆
円

（
▲

0
.9
兆
円

）

※
所

得
税

の
定

額
減

税
（
▲

0
.8
兆
円
）
を
含
む

▲
0
.5
兆

円
（
＋

0
.3
兆

円
）

0
.3
兆

円
（
＋

0
.3
兆

円
）

交
付
税
特
会
か
ら
の

「
出

口
」
ベ
ー
ス

・
法

定
加

算
・
覚

書
加

算

5
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1
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1
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1
8
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1
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1
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1
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1
8

1
9

2
0

（
兆

円
）

010

H
1
4

H
1
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H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
元

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

〔
地

方
交

付
税

総
額

（地
財

計
画

ベ
ー

ス
）
の

推
移

〕

（
年
度
）

地
方

交
付

税
総

額
の

推
移
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交
付

税
特

別
会

計
借

入
金

の
償
還

計
画

（
単
位
：
億
円
）

年
度

償
還

実
績

額

Ｈ
２
３

１
，
０
０
０

２
４

１
，
０
０
０

２
５

１
，
０
０
０

２
６

２
，
０
０
０

２
７

３
，
０
０
０

２
８

４
，
０
０
０

２
９

４
，
０
０
０

３
０

４
，
０
０
０

Ｒ
元

４
，
０
５
０

２
２
，
５
０
０

３
８
，
５
０
０

４
５
，
０
０
０

５
１
０
，
０
０
０

６
５
，
０
０
０

令
和

６
年

度
末

残
高

（
見

込
み
）

２
８
１
，
１
２
３

年
度

償
還

予
定

額

Ｒ
７

６
，
０
０
０

８
７
，
０
０
０

９
８
，
０
０
０

１
０

９
，
０
０
０

１
１
～
３
５

１
０
，
０
０
０

３
６

１
，
１
２
３

7
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（
兆

円
）

地
方

の
財

源
不

足
額

の
推

移

〔
地

方
の

財
源

不
足

額
（
地

財
計

画
ベ

ー
ス

）
の

推
移

〕
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.6

7
.8

5
.6

7
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1
0
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2
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1
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元

R
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R
6

(年
度
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財
源
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足

額

折
半

対
象

財
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不
足

額
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未
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入
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4
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（
兆

円
）

（
年
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臨
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財
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債
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折
半

対
象
外
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折
半

対
象
分
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※
１

地
方

の
借

入
金

残
高

は
、

令
和
４

年
度
ま

で
は
決

算
ベ
ー

ス
、
令

和
５
年

度
及
び

令
和
６

年
度
は

地
方
財

政
計
画

等
に
基

づ
く
見

込
み
。

※
２

表
示

未
満

は
四

捨
五

入
を

し
て
い

る
。

地
方

財
政

の
借

入
金

残
高
の

状
況

5
2
 

4
9
 

4
6
 

9
0
 

9
1
 

9
0
 

1
5
 

1
5
 

1
5
 

3
0
 

2
9
 

2
8
 

66
67

70

79

91

10
6

12
5

13
9

15
0

16
3

17
4

18
1

18
8

19
3

19
8

20
1

20
1

20
0

19
9

19
7

19
9

20
0 

20
0 

20
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20
1 

20
1 

19
9 

19
7 

19
6

19
4 

19
2 

19
2 

19
1 

18
7

18
3 

17
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0

5
0

1
00

1
50

2
00

H
元

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

R
元

2
3

4
5

6

交
付
税
特
会
借
入
金
残
高
（
地

方
負
担
分
）

公
営
企
業
債
残
高
（
普
通
会
計

負
担
分
）

臨
財
債
除
く
地
方
債
残
高

臨
財
債

兆
円

年
度

臨
時

財
政

対
策

債

交
付

税
特

会
借

入
金

残
高

公
営

企
業

債
残

高

臨
時

財
政

対
策

債
を

除
く
地

方
債

残
高

（
参

考
）
公

営
企

業
債
残

高
（

企
業
会

計
負
担

分
）

の
状
況

年
度

H
元

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0
H
1
1
H
1
2
H
1
3
H
1
4
H
1
5
H
1
6
H
1
7
H
1
8
H
1
9
H
2
0
H
2
1
H
2
2
H
2
3
H
2
4
H
2
5
H
2
6
H
2
7
H
2
8
H
2
9
H
3
0
R
元

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

公
営
企
業

債
残
高

1
9

2
0

2
1

2
2

2
4

2
5

2
6

2
8

2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
3

3
3

3
3

3
2

3
2

3
1

3
0

3
0

2
9

2
8

2
7

2
6

2
6

2
4

2
4

2
4

2
3

2
2

2
2

2
1

2
1

2
1

2
1

（
単
位
：
兆
円
） 1
0
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

２
東

日
本

大
震

災
分

１
通

常
収

支
分

【
Ⅰ

 令
和

６
年

度
の

地
方

財
政

の
姿

】

（
１

）
地

方
財

政
計

画
の

規
模

9
3
兆

6
,4

00
億

円
程

度
（
⑤

9
2
兆

3
5
0
億

円
、

＋
1
兆

6
,1

0
0億

円
程

度
、

＋
1
.7

%
程

度
）

（
２

）
地

方
一

般
歳

出
7
8
兆

4
,6

00
億

円
程

度
（
⑤

7
6
兆

4
,8

39
億

円
、

＋
1
兆

9
,8

0
0億

円
程

度
、

＋
2
.6

%
程

度
）

（
３

）
一

般
財

源
総

額
（
水

準
超

経
費

を
除

く
交

付
団

体
ベ

ー
ス

）
6
2
兆

7
,1

80
億

円
（
⑤

6
2
兆

1
,6

35
億

円
、

＋
5,

54
5億

円
、

＋
0
.9

%
）

（
４

）
地

方
交

付
税

の
総

額
1
8
兆

6
,6

71
億

円
（
⑤

1
8
兆

3
,6

11
億

円
、

＋
3
,0

6
0億

円
、

＋
1
.7

%
）

（
５

）
地

方
税

及
び

地
方

譲
与

税
4
5
兆

4
,6

22
億

円
（
⑤

4
5
兆

4
,7

52
億

円
、

▲
1
3
0
億

円
、

▲
0
.0

%
）

（
６

）
地

方
特

例
交

付
金

等
1
兆

1
,3

2
0億

円
（
⑤

2
,1

6
9
億

円
、

＋
9
,1

5
1
億

円
、

＋
4
2
1
.9

%）

（
７

）
臨

時
財

政
対

策
債

4
,5

4
4億

円
（
⑤

9
,9

4
6
億

円
、

▲
5
,4

0
2
億

円
、

▲
5
4
.3

%
）

（
８

）
財

源
不

足
額

1
兆

8
,1

3
2億

円
（
⑤

1
兆

9
,9

0
0億

円
、

▲
1
,7

6
8
億

円
、

▲
8
.9

%
）

※
水

準
超

経
費

を
含

め
た

一
般

財
源

総
額

6
5
兆

6
,9

8
0
億

円
（
⑤

6
5
兆

5
3
5
億

円
、

＋
6
,4

4
5
億

円
、

＋
1
.0

%
）

（
１

）
復

旧
・
復

興
事

業

①
震

災
復

興
特

別
交

付
税

9
0
4
億

円
（
⑤

9
3
5
億

円
、

▲
3
1
億

円
、

▲
3
.3

%
）

②
規

模
2
,6

0
0
億

円
程

度
（
⑤

2
,6

4
7億

円
、

▲
50

億
円

程
度

、
▲

1
.8

%
程

度
）

（
２

）
全

国
防

災
事

業

規
模

2
5
0
億

円
（
⑤

5
8
7
億

円
、

▲
3
3
7
億

円
、

▲
5
7
.4

%
）

1
1
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
①

社
会

保
障

関
係

費
や

人
件

費
の

増
加

が
見

込
ま
れ

る
中

、
地

方
団

体
が

、
住

民
の

ニ
ー
ズ
に
的

確
に
応

え
つ
つ
、
こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
の

強
化

な
ど
様

々
な
行

政
課

題
に
対
応

し
、
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提

供
で
き
る
よ
う
、
地
方

交
付
税
等

の
一
般
財

源
総
額
に
つ
い
て
、
令

和

5
年

度
を
上

回
る
額

を
確

保

○
一

般
財

源
（
交

付
団

体
ベ
ー
ス
）の

総
額

6
2
兆

7
,1

80
億
円
（前

年
度
比

＋
5
,5

4
5
億
円
、
＋

0
.9

%
）

※
水

準
超

経
費

を
含

め
た
一
般
財
源
総
額

6
5
兆

6
,9

8
0
億
円

（
同

＋
6
,4

4
5
億
円
、

＋
1
.0

%
）

〔
一

般
財

源
比

率
（
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
一
般
財
源
総
額
が
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
）

6
9
.7
％
程
度
（
⑤

6
9
.6

%
）
〕

○
地

方
債

6
兆

3
,1

0
3億

円
（
前
年
度
比

▲
5
,0

6
0
億

円
、
▲

7.
4
%）

【
Ⅱ

通
常
収
支
分
】

１
地
方
財
源
の
確
保

・
地

方
税

4
2
兆

7
,3

30
億
円

（
前
年
度
比

▲
1
,4

2
1
億
円
、
▲

0
.3

%
）

・
地

方
譲

与
税

2
兆

7
,2

9
2億

円
（

同
＋

1
,2

9
1
億
円
、
＋

5
.0

%
）

・
地

方
交

付
税

1
8
兆

6
,6

71
億
円

（
同

＋
3
,0

6
0
億
円
、
＋

1
.7

%
）

・
地

方
特

例
交

付
金
等

1
兆

1
,3

2
0億

円
（

同
＋

9
,1

5
1億

円
、
＋

4
2
1
.9

%）

・
臨

時
財

政
対

策
債

4
,5

4
4
億
円

（
同

▲
5
,4

0
2
億
円
、

▲
5
4
.3

%
）

・
臨

時
財

政
対

策
債

4
,5

4
4
億
円

（
前
年
度
比

▲
5
,4

0
2
億
円
、
▲

5
4
.3

%
）

・
臨

時
財

政
対

策
債
以
外

5
兆

8
,5

5
9億

円
（

同
＋

3
4
2
億
円
、
＋

0
.6

%
）

通
常

債
5
兆

9
5
9
億
円

（
同

＋
3
4
2
億
円
、
＋

0
.7

%
）

財
源

対
策

債
7
,6

0
0
億
円

（
同

0
億
円
、

0
.0

%
）

1
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
②

２
地
方
交
付
税
の
確

保

○
地

方
交

付
税

（
出

口
ベ
ー
ス
）

1
8
兆

6
,6

7
1億

円
（
前
年
度
比

＋
3
,0

6
0
億
円
、
＋

1.
7%
）

（
１
）
地

方
交

付
税
の
法
定
率
分
等

1
6
兆

3
,0

55
億
円

・
所

得
税

・
法
人
税
・
酒
税
・消

費
税
の
法
定
率
分

1
6
兆

8
,1

88
億
円

（
う
ち
定
額
減
税
に
よ
る
地
方

交
付
税
の
減
収

▲
7
,6

2
0
億
円
）

・
国

税
減

額
補

正
精
算
分
（⑳

、
㉑
、
①
）
等

▲
2
,9

1
0
億
円

・
国

税
減

額
補

正
精
算
の
前
倒
し
分
（②

）
▲

2
,2

2
3
億
円

（
２
）
一

般
会

計
に
お
け
る
加
算
措
置
（既

往
法
定
分
等
）

3
,4

8
8
億
円

＜
一

般
会

計
＞

1
6
兆

6
,5

43
億
円
（ａ

）

＜
地

方
交

付
税

＞
（
ａ
）＋

（ｂ
）

1
8
兆

6
,6

71
億
円

（
１
）
地

方
法

人
税
の
法
定
率
分

1
兆

9
,7

5
0
億
円

（
２
）
交

付
税

特
別
会
計
借
入
金
償
還
額

▲
5
,0

0
0
億
円

（
３
）
交

付
税

特
別
会
計
借
入
金
支
払
利
子

▲
1
,9

6
5
億
円

（
４
）
交

付
税

特
別
会
計
剰
余
金
の
活
用

5
0
0
億
円

（
５
）
地

方
公

共
団
体
金
融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動
準
備
金
の
活
用

2
,0

0
0
億
円

（
６
）
令

和
5
年

度
か
ら
の
繰
越
金

4
,8

4
3
億
円

＜
特

別
会

計
＞

2
兆

1
2
7
億
円
（ｂ

）

（
参

考
）
地

方
交
付
税
の
推
移
（
兆
円
）

㉗
㉘

㉙
㉚

①
②

③
④

⑤
⑥

地
方

交
付
税

16
.8

16
.7

16
.3

16
.0

16
.2

16
.6

17
.4

18
.1

18
.4

18
.7

1
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
③

３
臨

時
財

政
対

策
債

の
抑

制
等

地
方

財
政

の
健

全
化

・
財

源
不

足
の

縮
小

⑤
1
兆

9
,9

0
0億

円
→

 
⑥

1
兆

8
,1

3
2億

円
（
▲

1
,7

6
8
億

円
）

・
臨

時
財

政
対

策
債

の
抑

制
⑤

9
,9

4
6
億

円
→

 
⑥

4
,5

4
4億

円
（
▲

5
,4

0
2
億

円
）

年
度

末
残

高
見

込
み

⑤
4
9
兆

1
1
9
億

円
→

 
⑥

4
5
兆

7
,7

50
億

円
（
▲

3
兆

2
,3

69
億

円
）

・
国

税
減

額
補

正
精

算
の

前
倒

し
2
,9

1
0
億

円
→

 
5,

13
3億

円
（
＋

2
,2

2
3
億

円
）

（
参

考
）
臨

時
財

政
対

策
債

の
推

移
（
兆

円
）

㉗
㉘

㉙
㉚

①
②

③
④

⑤
⑥

臨
時

財
政

対
策

債
4.

5
3.

8
4.

0
4.

0
3.

3
3.

1
5.

5
1.

8
1.

0
0.

5

４
財

源
不

足
の

補
塡

○
令

和
6
年

度
に

お
け

る
財

源
不

足
額

1
兆

8
,1

3
2億

円
（
前

年
度

比
▲

1,
7
68

億
円

、
▲

8
.9

%）

※
 折

半
対

象
財

源
不

足
は

、
令

和
5
年

度
に

引
き

続
き

生
じ

て
い

な
い

○
令

和
6
年

度
に

お
い

て
は

、
以

下
の

と
お

り
財

源
不

足
額

を
補

塡

①
財

源
対

策
債

の
発

行
7
,6

0
0
億

円

②
地

方
交

付
税

の
増

額
に

よ
る

補
塡

5
,9

8
8
億

円

・
一

般
会

計
に

お
け

る
加

算
措

置
(既

往
法

定
分

等
) 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

3
,4

8
8
億

円

・
交

付
税

特
別

会
計

剰
余

金
の

活
用

5
0
0
億

円

・
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
の

公
庫

債
権

金
利

変
動

準
備

金
の

活
用

2
,0

0
0
億

円

③
臨

時
財

政
対

策
債

の
発

行
4
,5

4
4
億

円

1
4
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
④

６
こ
ど
も
・
子
育
て
政
策

の
強

化
に
係

る
地

方
財

源
の

確
保

○
「
こ
ど
も
未

来
戦

略
」
に
掲

げ
る
「
こ
ど
も
・
子

育
て
支
援

加
速
化
プ
ラ
ン
」
に
お
け
る
令
和

6
年
度

の
地

方
負
担
分

（
2
,2

50
億
円

程
度
）

に
つ
い
て
、
全

額
地

方
財
政
計
画
の
歳
出
に
計
上
し
、
必
要
な
財
源
を
確
保

○
地

方
団

体
が

、
地

域
の
実
情
に
応
じ
て
き
め
細
か
に
独
自
の
こ
ど
も
・
子
育

て
政
策
（
ソ
フ
ト
）
を
実
施
で
き
る
よ
う
、
地
方
財
政
計
画
の

一
般

行
政

経
費

（
単
独
）を

1,
0
00
億
円
増
額

○
地

方
団

体
が

、
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援

機
能

強
化

に
係

る
施

設
整

備
や

子
育

て
関
連
施

設
の

環
境

改
善
（
ハ
ー
ド
）
を
速
や
か

に
実
施

で
き
る
よ
う
、
新
た
に
「こ

ど
も
・子

育
て
支
援
事
業
費
（仮

称
）」
（5

00
億
円
）を

計
上
し
、
「こ

ど
も
・子

育
て
支
援
事
業
債
（仮

称
）」
を
創
設

○
普

通
交

付
税

の
算
定
に
当
た
り
、
地
方
団
体
が
実
施
す
る
こ
ど
も
・
子
育
て
政
策
の
全
体
像
を
示
し
、
こ
ど
も
・
子
育
て
政
策
に
係
る
基

準
財

政
需

要
額

の
算

定
を
よ
り
的
確
な
も
の
と
す
る
た
め
、
新
た
な
算
定

費
目
「
こ
ど
も
子
育
て
費
（仮

称
）
」を

創
設

７
給
与
改
定
・
会
計
年

度
任

用
職

員
へ

の
勤

勉
手

当
支

給
に
要

す
る
地
方

財
源

の
確

保

○
令

和
5
年

人
事

委
員

会
勧

告
に
伴

う
給

与
改

定
に
要

す
る
経

費
や

、
会

計
年

度
任

用
職

員
へ

の
勤

勉
手

当
の

支
給

に
要

す
る
経

費

に
つ
い
て
、
所
要

額
を
計
上

・
給

与
改

定
に
要

す
る
経
費

3
,3

0
0
億
円
程
度

う
ち
会

計
年

度
任

用
職
員
分

6
0
0
億
円

・
会

計
年

度
任

用
職
員
へ
の
勤
勉
手
当
支
給
に
要
す
る
経
費

1
,8

1
0
億
円

５
定
額
減
税
に
よ
る
減
収

へ
の

対
応

○
個

人
住

民
税

の
減
収
（9

,2
34
億
円
）は

、
地
方
特
例
交
付
金
に
よ
り
全
額
国
費
に
よ
り
補
塡

○
地

方
交

付
税

の
減
収
（
7
,6

20
億
円
）
は
、
繰
越
金
・
自
然
増
収
に
よ
る
法
定

率
分
の
増
（
1兆

1
,9

82
億
円
）に

よ
り
対
応
。
減
税
の
影
響

を
含

め
て
も
、
適

切
に
地
方

財
源

を
確
保
。
更
に
、
後
年
度
、

2
,0

76
億
円
の

加
算
を
実
施
（
交
付
税

特
別
会
計
借

入
金
償

還
の
円
滑

化

に
活

用
）

1
5
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新
た
な
経
済
に
向
け
た
給
付
金
・
定
額
減
税
一
体
措
置

●
様
々
な
層
の
国
民
に
丁
寧
に
対
応
し
な
が
ら
、
物
価
高
に
対
応
し
、
可
処
分
所
得
を
増
や
す

●
「
簡
素

（
わ

か
り

や
す

く
事

務
負
担

が
少
な
い

）
」
「
迅
速

（
特

に
低

所
得
の
方

々
）
」
「
適
切

（
で

き
る

だ
け

公
平

に
）
」

の
バ

ラ
ン

ス

低
所
得
者
の
子
育
て
世
帯

【2
】

年
内
・
年
明
け
以
降
速
や
か
に
開
始

令
和
６
年
の
で
き
る
限
り
早
期
に
開
始

【
１
】
年
内
に
も
開
始

低
所
得
者
の
子
育
て
世
帯
に
、

世
帯
内
で
扶
養
さ
れ
て
い
る
１
８
歳
以
下
の
子
に
５
万
円
／
人
を
加
算

住
民
税
均
等
割
の
み
課
税
世
帯
に
、

住
民
税
非
課
税
世
帯
と
同
水
準
の
１
０
万
円
／
世
帯
を
給
付

【
２
】
令
和
６
年
２
～
３
月
を
目
途
に
早
期
開
始
を
目
指
す

【
３
】
令
和
６
年
度
住
民
税
情
報

等
を
も
と
に
給
付

住
民
税
所
得
割
／
所
得
税
納
税
者

定
額
減
税

１
人
４
万
円
※
×
（
本
人
＋
扶
養
親
族
）

※
６
年
分
所
得
税
３
万
円
、６

年
度
分
個
人
住
民
税
１
万
円

【
４
】
令
和
６
年
に
入
手
可
能
な

課
税
情
報
を
も
と
に
給
付

定
額
減
税
し
き
れ
な
い

と見
込
ま
れ
る
方

【４
】

住
民
税
均
等
割

非
課
税
世
帯

【１
】

住
民
税
均
等
割

の
み
課
税
世
帯

【２
】

住
民
税
非
課
税
世
帯
に
、

１
世
帯
７
万
円
追
加
給
付

自
治
体
へ
情
報
提
供

迅
速
支
給
を
サ
ポ
ー
ト

多
く
の
自
治
体
で
こ
の
夏
以
降

３
万
円
を
目
安
に
支
援

新
た
に
非
課
税
等
とな
る
世
帯

【３
】

新
た
に

住
民
税
非
課
税

住
民
税
均
等
割
の
み
課
税

と
な
る
世
帯
に
、

現
在
の
こ
れ
ら
世
帯
と

同
水
準
の

１
０
万
円
／
世
帯
を
給
付

定
額
減
税
し
き
れ
な
い
と

見
込
ま
れ
る
方
に
、

・
減
税
額
確
定
（
令
和
７
年
３
月
確
定
申
告
）

を
待
た
ず
、
令
和
６
年
に
入
手
可
能
な

課
税
情
報
を
も
と
に
、
前
倒
し
で
給
付

・
自
治
体
の
事
務
負
担
な
ど
を
踏
ま
え
、

１
万
円
単
位
で
差
額
を
給
付

※
実
績
が
判
明
し
、
「
減
税
＋
給
付
」
が

不
足
す
る
場
合
、
追
加
支
給

※
実
施
時
期
に
つ
い
て
は
、
事
務
負
担
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
速
や
か
な
支
給
開
始
に
向
け
て
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
早
期
の
執
行
着
手
等
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
柔
軟
な
対
応
を
可
能
と
す
る
。

（
年
収
）

20
23
年

12
月

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
経
済
財
政
政
策
） 1
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こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
に
係

る
地

方
単

独
事
業

（
ソ
フ
ト
）
の
推

進
等

○
地

方
団

体
が

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て
き
め

細
か

に
独

自
の

こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
（
ソ
フ
ト
）
を
実

施
で
き
る
よ
う
、
地

方
財

政
計

画
の

一
般

行
政

経
費

（
単

独
）
を

1
,0

0
0
億

円
増

額

○
普

通
交

付
税

の
算

定
に

当
た
り
、
地

方
団

体
が

実
施

す
る
こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
の

全
体

像
を
示

し
、
こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

の
算

定
を
よ
り
的

確
な
も
の

と
す

る
た
め

、
新

た
な
算

定
費

目
「
こ
ど
も
子

育
て
費

（
仮

称
）
」
を
創

設

※
主

に
、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て
実

施
す

る
現

物
給

付
事

業
を
想

定

幼
稚

園
・
保

育
所

等
の
独
自
の
処
遇
改
善
・
配
置
改
善
等

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
対
す
る
独
自
の
支
援

ひ
と
り
親
家
庭
等
へ
の
支
援

子
育

て
し
や

す
い
環
境
の
整
備
（職

場
環
境
整
備
等
）

産
前

・
産

後
ケ
ア
や
伴
走
型
支
援
の
充
実

こ
ど
も
の

居
場
所
づ
く
り
へ
の
支
援

結
婚
支
援

就
労
要
件
等
を
問
わ
ず
こ
ど
も
を
預
け
ら
れ
る
取
組

・
地

方
独

自
の

こ
ど
も
・
子

育
て
施

策
（
例

）

２
．
普

通
交

付
税

の
新

た
な
算

定
費

目
「
こ
ど
も
子

育
て
費

（
仮

称
）
」
の

創
設

１
．
こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
に

係
る
地

方
単

独
事

業
（
ソ
フ
ト
）
の

確
保

（
保

健
）
衛
生

費
（
測
定
単
位
：
人
口
）

社
会

福
祉
費

（
測
定
単
位
：
人
口
）

そ
の

他
の

教
育
費

（
測
定
単

位
：
人
口
等
）

（
仮
称
）

こ
ど
も
子

育
て
費

（
測
定
単
位
：

18
歳
以
下
人
口
）

「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」
等
に
基
づ
く

地
方
団
体
の
財
政
需
要

「
こ
ど
も
未

来
戦

略
」
等

に
基

づ
く
地

方
団

体
の

取
組

に
係

る
財

政
需

要
と
、
既

存
の

算
定

費
目

の
う
ち
、
こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
に

係
る
部

分
を
統

合
し
、
普

通
交

付
税

の
基

準
財

政
需

要
額

に
、
測

定
単

位
を
「
1
8
歳

以
下

人
口

」
と
す

る
新

た
な

算
定

費
目

「
こ
ど
も
子

育
て
費

（
仮

称
）
」
を
創

設

※
こ
の
ほ
か
、
包
括
算
定
経
費
か
ら
も
一
部
移
管

既
存

費
目

の
う
ち
、

こ
ど
も
・
子

育
て
政

策
に
係

る
部

分
を
統

合

※
道

府
県

分
・
市

町
村
分

そ
れ
ぞ
れ
に
創

設

1
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こ
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業
債

（
仮

称
）

の
創

設

３
．
事

業
期

間
令

和
1
0
年

度
ま
で
の

５
年

間
（
「
こ
ど
も
・
子

育
て
支

援
加

速
化

プ
ラ
ン
」
の

実
施

期
間

）

４
．
事

業
費

5
0
0
億

円

２
．
地

方
財

政
措

置
充
当
率
：
９
０
％

交
付
税
措
置
率
：５

０
％
（
機
能
強

化
を
伴
う
改
修
）
又
は
３
０
％
（
新
築
・増

築
）

○
地

方
団

体
が

、
「
こ
ど
も
未

来
戦

略
」
に
基

づ
く
取

組
に
合

わ
せ

て
、
こ
ど
も
・
子

育
て
支

援
機

能
強

化
に
係

る
施
設

整
備

や
子
育

て
関
連

施
設

の
環

境
改

善
（
ハ
ー
ド
）
を
速
や
か
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
新
た
に
「
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
費
（
仮
称
）
」
を
計
上
し
、
「
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
債

（
仮

称
）
」
を
創
設

（
例

）
・

子
育

て
相

談
室

・
あ
そ
び
の

広
場

・
科

学
、
自

然
、
音
楽
、
調
理
な
ど
の
体
験
コ
ー
ナ
ー

・
子

育
て
親

子
の
交
流
の
場

１
．
対

象
事

業

（
２
）
子
育
て
関
連
施
設
の
環
境
改
善

（
１
）
こ
ど
も
・
子

育
て
支

援
機
能
強
化
に
係
る
施
設
整
備

（
例
）

・
空
調
、
遊
具
、
防
犯
対
策
設
備
の
設
置

・
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修

・
園
庭
の
整
備
（
芝
生
化
）

・
ト
イ
レ
の
洋
式
化

地
方

単
独

事
業

（
こ
ど
も
基
本
法
に
基
づ
く
都
道
府
県
・市

町
村
こ
ど
も
計
画
に
位
置
付
け
）と

し
て
実
施
す
る
以
下
の
事
業

・
国
庫
補
助
事
業
に
併
せ
て
実
施
す
る
単
独
事
業
を
含
む

・
社
会
福
祉
法
人
等
に
対
す
る
助
成
を
含
む

（
ト
イ
レ
環
境
改
善
）

（
園
庭
の
整
備
、
改
修
）

（
あ
そ
び
の

広
場

）
（
相

談
室

）

【
対
象
施
設
】

児
童
館
、
保
育
所
な
ど
の
児
童
福
祉
施
設
、

障
害
児
施
設
、
幼
稚
園

等
【
対

象
施

設
】

公
共

施
設
、
公
用
施
設

1
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
⑤

８
物
価
高
へ
の
対
応

○
学

校
、
福

祉
施

設
、
図

書
館

、
文

化
施

設
な
ど
自

治
体

施
設

の
光

熱
費

の
高

騰
や

、
ご
み

収
集

、
学

校
給

食
な
ど
自

治
体

の
サ

ー
ビ

ス
・
施

設
管

理
等

の
委
託
料
の
増
加
を
踏
ま
え
、
一
般
行
政
経
費
（単

独
）
に

70
0億

円
を
計
上
（前

年
度
同
額
）

○
資

材
価

格
等

の
高
騰

に
よ
る
建
設

事
業

費
の

上
昇

を
踏

ま
え
、
津
波

浸
水

想
定

区
域

か
ら
の

庁
舎

移
転

事
業
（
緊

急
防

災
・
減
災

事

業
債

）
と
公

立
病

院
の
新
設
・建

替
等
事
業
（病

院
事
業
債
）
に
お
け
る
建
築
単

価
の
上
限
を
引
上
げ

1
0

消
防
・
防
災
力
の
一
層

の
強

化

○
災

害
の

激
甚

化
・
頻

発
化

を
踏

ま
え
、
消

防
の

広
域

化
、
連

携
・
協

力
等

を
通

じ
、
消

防
・
防

災
力

を
一

層
強

化
す
る
た
め
、
「
緊

急
防

災
・
減

災
事

業
費

」
の
対
象
事
業
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
特
別
交
付
税
措
置
を
拡
充

９
地
域
脱
炭
素
の
一
層

の
推

進

○
脱

炭
素

化
推

進
事

業
債
に
つ
い
て
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
地

産
地

消
を
一

層
推
進

す
る
た
め
、
地

域
内
消

費
を
主
た
る
目
的

と
す
る
場

合
を
対

象
に
追
加

○
過

疎
地

域
に
お
け
る
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
過
疎
対
策
事
業
債
に
お
い
て
「脱

炭
素
化
推
進
特
別
分
」
を
創
設

○
地

域
の

経
済

循
環
を
促
進
す
る
た
め
、
ロ
ー
カ
ル

1
0,

00
0プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
地

方
単
独
事
業
に
対
す
る
特
別
交
付
税
措
置
を
創
設

○
地

方
へ

の
人

の
流

れ
の

創
出

・
拡

大
を
加

速
す
る
た
め
、
「
地

域
活

性
化

起
業

人
」
制

度
に
社

員
の

副
業

型
を
追

加
す
る
と
と
も
に
、

地
域

お
こ
し
協

力
隊

に
係
る
特
別
交
付
税
措
置
を
拡
充

1
1

地
域
の
経
済
循
環
の

促
進

、
地

方
へ

の
人

の
流

れ
の

創
出

・
拡

大

1
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物
価

高
へ

の
対

応

○
学

校
、

福
祉

施
設

、
図

書
館

、
文

化
施

設
な

ど
自

治
体

施
設

の
光

熱
費

の
高

騰
や

、
ご

み
収

集
、

学
校

給
食

な
ど

自
治

体
の

サ
ー

ビ
ス

・
施

設
管

理
等

の
委

託
料

の
増

加
を

踏
ま

え
、

一
般

行
政

経
費

（
単

独
）に

70
0億

円
を

計
上

（前
年

度
同

額
）

○
資

材
価

格
等

の
高

騰
に

よ
る

建
設

事
業

費
の

上
昇

を
踏

ま
え

、
津

波
浸

水
想

定
区

域
か

ら
の

庁
舎

移
転

事
業

（
緊

急
防

災
・
減

災
事

業
債

）

と
公

立
病

院
の

新
設

・
建

替
等

事
業

（病
院

事
業

債
）に

お
け

る
建

築
単

価
の

上
限

を
引

上
げ

①
学

校
、

福
祉

施
設

、
図

書
館

、
文

化
施

設
な

ど
自

治
体

施
設

の
光

熱
費

の
高

騰
に

対
応

す
る

た
め

、
一

般
行

政
経

費
（
単

独
）
に

4
0
0
億

円
を

計
上

②
ご

み
収

集
、

学
校

給
食

な
ど

自
治

体
の

サ
ー

ビ
ス

・
施

設
管

理
等

の
委

託
料

の
増

加
を

踏
ま

え
、

一
般

行
政

経
費

（
単

独
）に

30
0億

円

を
計

上
※

普
通

交
付

税
の

単
位

費
用

措
置

を
３

％
程

度
引

上
げ

○
資

材
価

格
等

の
高

騰
に

よ
る

建
設

事
業

費
の

上
昇

を
踏

ま
え

、
以

下
の

と
お

り
対

応
す

る

①
緊

急
防

災
・
減

災
事

業
債

：津
波

浸
水

想
定

区
域

か
ら

の
庁

舎
移

転
事

業
に

お
け

る
１

㎡
当

た
り

の
建

築
単

価
の

上
限

を
引

上
げ

（
４

２
．

２
万

円
⇒

 ４
６

．
８

万
円

）
（
１

１
％

増
）

②
病

院
事

業
債

：
公

立
病

院
の

新
設

・建
替

等
事

業
に

お
け

る
１

㎡
当

た
り

の
建

築
単

価
の

上
限

を
引

上
げ

（
４

７
．

０
万

円
⇒

 ５
２

．
０

万
円

）
（
１

１
％

増
）

※
い

ず
れ

も
令

和
５

年
度

事
業

債
か

ら
新

単
価

を
適

用

２
．

庁
舎

・
公

立
病

院
の

建
築

単
価

の
引

上
げ

１
．

自
治

体
施

設
の

光
熱

費
・
施

設
管

理
等

の
委

託
料

の
増

加
へ

の
対

応

2
0
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地
域

脱
炭

素
の

一
層

の
推

進

○
脱

炭
素

化
推

進
事

業
債

に
つ

い
て

、
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
地

産
地

消
を
一

層
推

進
す

る
た

め
、
地

域
内

消
費

を
主

た
る

目
的

と
す

る
場

合
を
対

象
に

追
加

○
過

疎
地

域
に

お
け

る
取

組
を
推

進
す

る
た
め

、
過

疎
対

策
事

業
債

に
お

い
て
「
脱

炭
素

化
推

進
特

別
分

」
を
創

設

【
拡

充
内

容
】
「
再

生
可

能
エ
ネ
ル

ギ
ー

設
備

」
の

整
備

に
つ

い
て
、

「
地

域
内

消
費

」
を
主

目
的

と
す

る
も
の

（
第

三
セ
ク

タ
ー

等
に

対
す

る
補

助
金

）
を
対

象
に

追
加

※
現

行
は

自
家

消
費

を
主

目
的

と
す

る
場

合
が

対
象

【
地

方
財

政
措

置
】
事

業
費

の
1
/
2
を
上

限
と
し
て
、
脱

炭
素

化
推

進
事

業
債

（
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

措
置

率
5
0
％

）
を
充

当
。

１
．
脱

炭
素

化
推

進
事

業
債

の
拡

充

２
．
過

疎
対

策
事

業
債

に
お

け
る
「
脱

炭
素

化
推

進
特

別
分

」
の

創
設

○
過

疎
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
の

対
象

施
設

に
お

い
て
実

施
す

る
上

記
①

及
び

②
を

「
脱

炭
素

化
推

進
特

別
分

」
と
位

置
付

け
、
他

の
事

業
に

優
先

し
て
同

意
等

を
行

う
。

※
「
地

域
内

消
費

」
を
主

目
的

と
す

る
再

生
可

能
エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
の

整
備

の
う
ち
、
国

庫
補

助
事

業
に

つ
い

て
は

、
国

庫
補

助
を
受

け
る
こ
と
に

よ
り

独
立

採
算

が
可

能
と
見

込
ま
れ

る
こ
と
か

ら
、
原

則
と
し
て
過

疎
対

策
事

業
債

の
対

象
外

。

交
付

税
措

置
率

5
0
％

（
電
気
料
金
等
で
回
収
）

対
象

事
業
費
（
1
/
2
）

脱
炭

素
化

推
進

事
業
債
（
充
当
率

9
0
％
）

売
電

発
電
事
業
者
（
三
セ
ク
等

)
家
庭
・
企
業

【
地

域
内

消
費

の
メ
リ
ッ
ト
】

・
地

域
内

経
済

循
環

・
エ
ネ
ル

ギ
ー

の
効

率
的

利
用

・
災

害
時

の
停

電
等

の
リ
ス
ク
の

低
減

【
現

行
の

脱
炭

素
化

推
進

事
業

債
の

対
象

事
業

】
地

方
単

独
事

業
と
し
て
行

う
以

下
の

事
業

①
再

生
可

能
エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
②

公
共

施
設

等
の

Ｚ
Ｅ
Ｂ
化

③
公

共
施

設
等

の
省

エ
ネ
改

修
④

Ｌ
Ｅ
Ｄ
照

明
の

導
入

⑤
公

用
車

に
お

け
る
電

動
車

の
導

入

同
一

自
治

体
内

2
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（
参

考
）
緊

急
防

災
・
減

災
事
業

債
＜

令
和

３
年

度
～

令
和

７
年
度

＞

消
防

・
防

災
力

の
一

層
の

強
化

○
災

害
の

激
甚

化
・
頻

発
化

を
踏

ま
え
、
消

防
の

広
域

化
、
連

携
・
協

力
等

を
通

じ
、
消

防
・
防

災
力

を
一

層
強

化
す

る
た
め

、
「
緊

急
防

災
・
減

災
事

業
費

」
の

対
象

事
業

を
拡

充
す

る
と
と
も
に

、
特

別
交

付
税

措
置

を
拡

充

○
消

防
指

令
シ
ス
テ
ム

の
標

準
化

に
併

せ
た
指

令
セ
ン
タ
ー

の
整

備

○
連

携
・
協

力
に

よ
る
訓

練
施

設
の

整
備

○
緊

急
消

防
援

助
隊

受
援

計
画

に
位

置
付

け
た
消

防
庁

舎
に

お
け

る
女

性
専

用
施

設
の

整
備

○
防

災
部

局
が

物
資

輸
送

等
に

活
用

す
る
ド
ロ
ー

ン
の

整
備

○
災

害
応

急
対

策
を
継

続
す

る
た
め

の
設

備
・
車

両
資

機
材

（
ト
イ
レ
カ
ー

）
の

整
備

１
．

緊
急

防
災

・
減

災
事

業
費

の
対

象
事

業
の

拡
充

２
．

特
別

交
付

税
措

置
の

拡
充

一
般
財

源
元
利
償
還

金
の

7
0％

を
地
方
交
付
税
措
置

地
方

債
充

当
率

1
0
0
％

「
指
令
セ
ン
タ
ー
」

（
１
）
消

防
の

広
域

化
、
連

携
・
協

力
の

更
な
る
推

進
（
現

行
の

特
別

交
付

税
措

置
率

0
.5
）

・
広

域
化

の
準

備
経

費
：
「
中

心
消

防
本

部
」
の

措
置

率
を

0
.7
に

引
き
上

げ
る

※
都

道
府

県
が

定
め

る
広

域
化

推
進

計
画

に
お

い
て

、
広

域
化

の
検

討
を

主
導

す
る

「
中

心
消

防
本

部
」

を
指

定

・
連

携
・
協

力
の

準
備

経
費

：
共

同
部

隊
が

使
用

す
る
装

備
品

等
を
対

象
と
す

る

（
２
）
消

防
団

員
の

報
酬

に
対

す
る
措
置

・
「
班

長
」
階

級
以

上
の

報
酬

に
要

す
る
経

費
（
基

準
財

政
需

要
額

を
上

回
る
額

）
を
対

象
と
す

る
（
措

置
率

0
.5
）

「
山
岳
救
助
訓
練
施
設
」

・
広

域
化

：
二

以
上

の
市

町
村

が
消

防
事

務
を

共
同

し
て

処
理

す
る

こ
と

又
は

市
町

村
が

他
の

市
町

村
に

消
防

事
務

を
委

託
す

る
こ

と
。

・
連

携
・
協

力
：
消

防
事
務
の

性
質

に
応

じ
て
そ

の
一
部
に

つ
い

て
柔

軟
に
連

携
・
協
力
す
る
こ
と
。

※
広

域
化

、
連

携
・
協

力
に
取
り
組
む

消
防
本

部
を
対
象

2
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令
和
４
年
度

令
和
８
年
度

目
標

6
,4

4
7
人

1
0
,0

0
0
人

（
１
）
ロ
ー
カ
ル

1
0
,0

0
0
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
国

庫
補

助
事

業
）
に
準

ず
る
地

方
単

独
事

業
に
対
す
る
特

別
交

付
税

措
置

を
創

設
（
措

置
率

0
.5
）

［
対
象
］
①
地
域
資
源
の
活
用

、
②
公
共
的
な
課
題
の
解
決
、
③
融
資
等
、
④
新
規
事
業
の
要
件
を
満
た
す
事

業
の

創
業

等
に
要
す
る
経

費
（
施

設
改

修
費

等
へ

の
補

助
）

（２
）
ふ
る
さ
と
融
資
に
つ
い
て
、
融
資
比
率
を

35
％
か
ら

50
％
へ
（過

疎
地
域
等
は

45
％
か
ら

60
％
へ
）引

き
上
げ

※
ふ
る
さ
と
融
資
と
は
、
地
域
振
興
に
資
す
る
民
間
投
資
を
支
援
す
る
た
め
に
地
方
団
体
が
長
期
の
無
利
子

資
金

を
融
資

す
る
制

度
（
融

資
財

源
は

地
方

債
で
調

達
）

（
１
）
ロ
ー
カ
ル

1
0
,0

0
0
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
国

庫
補

助
事

業
）
に
準

ず
る
地

方
単

独
事

業
に
対

す
る
特

別
交

付
税

措
置

を
創

設
（
措

置
率

１
．
「
ロ
ー

カ
ル

ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
支

援
制

度
」
の

拡
充

２
．
「
地

域
活

性
化

起
業

人
」
の

拡
充

○
企

業
人

材
の

副
業

ニ
ー
ズ
の

増
加

を
踏

ま
え
、
大

都
市

圏
の

企
業

の
社

員
を
即

戦
力
と
し
て
活

用
す
る

地
域

活
性

化
起

業
人

に
つ
い
て
、
企

業
か

ら
社

員
を
派

遣
す
る
方

式
（
企

業
派

遣
型

）
に
加

え
、

地
方

団
体

と
企

業
に
所

属
す
る
個

人
間

の
協

定
に
基

づ
く
副

業
の

方
式

（
副

業
型

）
に
対

す
る

特
別

交
付

税
措

置
を
創

設
（
上

限
2
0
0
万

円
/
人

）

３
．
「
地

域
お

こ
し
協

力
隊

」
の

拡
充

（
１
）

地
域

お
こ
し
協

力
隊

員
の

活
動

に
関

す
る
特

別
交

付
税

措
置

の
拡

充

・
報

償
費

等
の

上
限

を
、
会

計
年

度
任

用
職

員
に
対

す
る
勤

勉
手

当
の

支
給

へ
の

対
応

の
た
め
引

上
げ

（
隊

員
１
人

当
た
り

2
8
0
万

円
⇒

3
2
0
万

円
）

・
よ
り
専

門
性

の
高

い
ス
キ
ル

を
持

つ
人

材
や

豊
富

な
社

会
経

験
を
積

ん
だ
人

材
の

報
償

費
等

の
弾

力
運
用

の
上

限
を
引

上
げ
（
弾

力
運

用
幅

の
上

限
5
0
万

円
⇒

1
0
0
万

円
）

※
活
動
に
要
す
る
そ
の
他
の
経
費
（
隊
員
１
人
当
た
り

2
0
0万

円
）
の
一
部
を
報
償
費
等
と
し
て
弾
力
的

に
支
給

可
能

（
２
）

J
E
T
青

年
等

外
国

人
の

地
域

お
こ
し
協

力
隊

員
の

増
加

に
資

す
る
取

組
支

援
の

た
め
の

特
別

交
付

税
措

置
の

創
設

（
道

府
県

の
み

）

外
国

人
の

地
域

お
こ
し
協
力

隊
へ

の
マ
ッ
チ
ン
グ
支

援
等

（
上

限
2
0
0
万

円
／

団
体

）
及

び
外

国
人

の
隊

員
の

サ
ポ
ー
ト
（
上

限
1
0
0
万

円
／

団
体

）

地
域

の
経

済
循

環
の

促
進

、
地

方
へ

の
人

の
流

れ
の

創
出

・
拡

大

＜
地
域
お
こ
し
協
力
隊
隊
員
数

＞

約
3
,5

0
0
人
増

＜
地
域
活
性
化
起
業
人
の
推
移
＞

○
地

域
の

経
済

循
環

を
促

進
す

る
た
め

、
ロ
ー

カ
ル

1
0
,0

0
0
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

地
方

単
独

事
業

に
対

す
る
特

別
交

付
税

措
置

を
創

設

○
地

方
へ

の
人

の
流

れ
の

創
出

・
拡

大
を
加

速
す

る
た
め

、
「
地

域
活

性
化

起
業

人
」
制

度
に

社
員

の
副

業
型

を
追

加
す

る
と
と
も
に

、
地

域
お

こ
し
協

力
隊

に
係

る
特

別
交

付
税

措
置

を
拡

充

※
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
⑥

1
2

地
方
公
務
員
の
人
材

育
成

・
確

保
の

推
進

○
地

方
団

体
に
お
い
て
、
少

子
高

齢
化

、
デ
ジ
タ
ル

社
会

の
進

展
等

に
よ
り
複

雑
化

・
多

様
化

す
る
行

政
課

題
に
対

応
で
き
る
人

材
を

育
成

す
る
と
と
も
に
、
小

規
模

市
町

村
を
中

心
と
し
て
、
配

置
が

困
難

な
専

門
人

材
を
都

道
府

県
等

が
確

保
す
る
た
め
、
地

方
交

付
税

措
置

を
創

設
・
拡

充

1
4

新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接

種
に
係

る
地

方
財

政
措

置

○
新

型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接

種
を
令

和
6
年

度
か

ら
定

期
接

種
（
Ｂ
類

疾
病

）
と
し
て
実

施
す
る
た
め
に
必

要
な
経

費
と
し
て
、
一

般
行

政

経
費

（
単

独
）
を
増

額

・
新

型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接
種
に
要
す
る
経
費

4
5
0
億
円

1
3

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市

国
家

構
想

事
業

費
・
地

域
社

会
再

生
事

業
費

○
地

方
団

体
が

、
自

主
性

・
主

体
性

を
最

大
限

発
揮

し
て
地

方
創

生
に
取

り
組

み
、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た
き
め
細

か
な
施

策
を
可

能
に
す
る
観

点
か

ら
、
「
地
方
創
生
推
進
費
」に

つ
い
て
、
令
和

6年
度
に
お
い
て
も
、
引
き
続
き

1兆
円
を
計
上

○
地

方
団

体
が

、
地

域
が

抱
え
る
課

題
の

デ
ジ
タ
ル

実
装

を
通

じ
た
解

決
等

に
取

り
組

む
た
め
、
「
地

域
デ
ジ
タ
ル

社
会

推
進

費
」
に
つ

い
て
、
令

和
6年

度
に
お
い
て
も
、
引

き
続
き

2
,5

00
億
円
を
計
上

○
地

方
団

体
が

、
地

域
社

会
の

維
持

・
再

生
に
向

け
た
幅

広
い
施

策
に
自

主
的

・
主

体
的

に
取

り
組

む
た
め
、
「
地

域
社

会
再

生
事

業
費

」
に
つ
い
て
、
令
和

6年
度
に
お
い
て
も
、
引
き
続

き
4,

2
00
億
円
を
計
上

2
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地
方

公
務

員
の

人
材

育
成

・
確
保

の
推

進

○
地

方
団

体
に

お
い

て
、
少

子
高

齢
化

、
デ

ジ
タ
ル

社
会

の
進

展
等

に
よ
り
複

雑
化

・
多

様
化

す
る
行

政
課

題
に

対
応

で
き
る
人

材
を
育

成
す

る
と
と
も
に

、
小

規
模

市
町

村
を
中

心
と
し
て
、
配

置
が

困
難

な
専

門
人

材
を
都

道
府

県
等

が
確

保
す

る
た

め
、
地

方
交

付
税

措
置

を
創

設
・
拡

充

１
．
地

方
公

務
員

の
人

材
育

成
に

係
る
地

方
交

付
税

措
置

の
拡

充
・
創

設

○
都

道
府

県
・
市

町
村

が
、
「
人

材
育

成
・
確

保
基

本
方

針
」
に

お
い

て
、
特

に
重

点
的

に
取

り
組

む
と
し
て
明

示
し
た
新

た
な
政

策
課

題
に

関
し
実

施
す

る
研

修
を
対

象
と
し
て
、
地

方
交

付
税

措
置

を
創

設
。

（
１
）
自

団
体

職
員

を
対

象
と
す

る
場

合

【
地

方
財

政
措

置
】
都

道
府

県
：
普

通
交

付
税

措
置

市
町

村
：
特

別
交

付
税

措
置

（
措

置
率

0
.5
）

（
２
）
都

道
府

県
等

が
市

町
村

職
員

を
対

象
と
す

る
場

合

【
地

方
財

政
措

置
】

特
別

交
付

税
措

置
（
措

置
率

0
.5
）

•
「
新

た
な
政

策
課

題
」
と
は

、
団

体
ご
と
に

特
に

解
決

が
必

要
と
考

え
る
課

題
（
例

：
G

X
、
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
支

援
、
イ
ン
バ

ウ
ン
ド
戦

略
、

多
文

化
共

生
等

）
。

•
「
人

材
育

成
・
確

保
基

本
方

針
」
等

に
お

い
て
、
特

に
必

要
と
な
る

人
材

に
つ

い
て
定

量
的

な
目

標
を
設

定
す

る
場

合
が

対
象

。

※
複

雑
・
多

様
化

す
る
行

政
課

題
に

対
応

す
る
た

め
、
研

修
の

充
実

が
必

要
で
あ

る
こ
と
か

ら
、
従

前
か

ら
地

方
交

付
税

措
置

し
て
い

る
研

修
経

費
に

つ
い

て
も
拡

充
。

２
．
地

方
公

務
員

の
人

材
確

保
に

係
る
特

別
交

付
税

措
置

の
創

設

○
都

道
府

県
等

が
、
市

町
村

と
連

携
協

約
を
締

結
の

上
、

当
該

市
町

村
が

地
域

の
実

情
に

応
じ
て
必

要
と
す

る
専

門
人

材
（
連

携
協

約
に

お
い

て
規

定
。
保

健
師

・
保

育
士

・
税

務
職

員
等

）
を

確
保

し
、
派

遣
す

る
取

組
を
対

象
と
し
て
、
特

別
交

付
税

措
置

を
創

設
。

【
地

方
財

政
措

置
】
特

別
交

付
税

措
置

（
措

置
率

0
.5
）

•
派

遣
を
受

け
る
市

町
村

に
つ

い
て
は

、
政

令
指

定
都

市
・
中

核
市

・
県

庁
所

在
地

を
除

く
市

町
村

が
対

象
。

•
派

遣
を
受

け
る
市

町
村

に
負

担
金

が
生

じ
る
場

合
は

、
派

遣
初

年
度

の
み

が
対

象
。

※
技

術
職

員
・
デ

ジ
タ
ル

人
材

の
確

保
に

つ
い

て
は

、
別

途
、
地

方
交

付
税

措
置

を
講

じ
て
い

る
。

都
道
府
県

等
市
町
村

①
連
携
協
約

②
職
員
派
遣

2
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
通

常
収

支
分

）
⑦

1
7

経
営
・
財
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強

化
事

業
の

拡
充

○
「
経

営
・
財

務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強

化
事

業
」
（
総

務
省

と
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
の

共
同

事
業

）
に
お
い
て
、
新

た
に
、
地

方
団

体
の

Ｇ
Ｘ
の

取
組

を
支

援
す
る
た
め
の
専
門
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
す
る
な
ど
事
業
を
拡
充

1
6

公
営
企
業
の
経
営
安

定
化

支
援

○
計

画
を
策

定
し
経

営
改
善
を
図
る
交
通
事
業
の
資
金
繰
り
と
経
営
改
善
の
た
め
、
「交

通
事
業
債
（経

営
改
善
推
進
事
業
）
」を

創
設

○
公

債
費

負
担

を
適

正
な
水
準
の
料
金
収
入
等
で
賄
え
る
程
度
に
平
準
化
で
き
る
よ
う
、
資
本
費
平
準
化
債
を
拡
充

○
機

能
分

化
・
連

携
強

化
に
伴

い
必

要
と
な
る
基

幹
病

院
以

外
の

医
療

施
設

の
建

替
え
（
病

床
機

能
転

換
に
必
要

な
部

分
に
限

る
。
）
を

病
院

事
業

債
（
特

別
分

）の
対
象
に
追
加
す
る
と
と
も
に
、
不
採
算
地
区
病
院
等
へ
の
地
方
交
付
税
措
置
の
基
準
額
引
上
げ
を
継
続

1
5

社
会
保
障
の
充
実
及

び
人

づ
く
り
革

命
等

○
社

会
保

障
・
税

一
体

改
革
に
よ
る
社
会
保
障
の
充
実
分
及
び
人
づ
く
り
革
命
等
に
係
る
経
費
に
つ
い
て
所
要
額
を
計
上

※
下
記
金
額
は
、
国
・
地
方
所
要
額
の
合
計

・
社

会
保

障
の

充
実

分
の
事
業
費

2
兆

7
,9

8
7億

円
（⑤

2兆
7,

97
2億

円
）

・
社

会
保

障
4
経

費
に
係
る
公
経
済
負
担
増
分
の
事
業
費

6
,2

9
7億

円
（⑤

6
,2

9
7
億
円
）

・
人

づ
く
り
革

命
に
係
る
事
業
費

1
兆

6
,4

9
1
億
円
（⑤

1兆
6,

3
47
億
円
）

2
6
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１
．
交

通
事

業
債

（
経

営
改

善
推

進
事

業
）
の

創
設

【
発

行
期

間
】

令
和

８
年

度
ま
で

○
コ
ロ
ナ
禍

前
比

で
1
割

以
上

の
減

収
が

継
続

す
る
な
ど
構

造
的

な
課

題
を
抱

え
る
交

通
事
業

に
つ
い
て
、
計

画
を
策

定
し
て
経

営
改

善
に
取

り

組
む
団

体
の

資
金

繰
り
を
円
滑
に
し
、
経
営
改
善
を
促
進
す
る
た
め
、
「交

通
事
業
債
（
経
営
改
善
推
進
事
業
）」

を
創
設

○
法

適
化

（
公

営
企

業
会

計
導

入
）
の

進
捗

を
踏

ま
え
、
公

債
費

負
担

を
適

正
な
水

準
の

料
金

収
入

等
で
賄

え
る
程

度
に
平

準
化

で
き
る
よ
う
、

資
本

費
平

準
化

債
を
拡

充
し
、
過
去
に
発
行
し
た
資
本
費
平
準
化
債
の
元
金
償
還

金
を
対
象
に
追
加

【
発

行
対

象
】

経
営

改
善

実
行

計
画

、
収

支
計

画
を
策

定
し
て
経

営
改

善
に
取

り
組

む
こ
と
を
要

件
と
し
、

そ
の

経
営

改
善

効
果

額
を
限

度
に
、
①

及
び
②

に
つ
い
て
発

行
可

能

①
資

金
不

足
額

（
流

動
負

債
－

流
動

資
産

）
②

経
営

改
善

の
実

施
に
必

要
な
経

費

公
営

企
業

の
経

営
安

定
化

支
援

【
対

象
事

業
】

資
金

不
足

が
生
じ
て
い
る
交

通
事

業
の

う
ち
、
経

営
戦

略
を
改

定
済

又
は

改
定
に
着

手
済

の
事

業

【
経

営
改

善
効

果
額

の
算

定
方

法
】

経
営

改
善

の
取

組
毎

の
「
収

支
改

善
見

込
額

×
５
年

分
」
の

合
計

額

【
資

本
費

平
準

化
債

発
行

可
能
額

の
拡

充
】

資
本

費
平

準
化

債
発

行
可

能
額

＝
元

金
償

還
金

総
額

－
資

本
費

平
準

化
債

の
元

金
償
還

金
－

減
価

償
却

費
相

当
額

等

【
発

行
額

増
加

額
】

1
,1

0
0
億

円
程

度

【
対

象
事

業
】

下
水

道
事

業
、
交

通
事

業
等

【
資

本
費

平
準

化
債

発
行

可
能
額

の
拡

充
】

２
．
資

本
費

平
準

化
債

の
対

象
拡

充

＜
見

直
し
部

分
＞

⇒
下

線
部

分
を
削

除
し
、
発

行
対

象
を
拡
充

【
経
営
改
善
の
取
組
例
】

○
運
賃
料
金
制
度
見
直
し

○
民
間
バ
ス
と
の
共
同
経
営

○
駅
ナ
カ
ビ
ジ
ネ
ス
の
拡
充

※
資

本
費

平
準

化
債

の
償

還
年
限
に
つ
い
て
は

「
対

象
償

却
資

産
の

平
均

残
存

耐
用

年
数
」
を
限

度

※
資

本
費

平
準

化
債

の
元

利
償
還
金

相
当

額
を
含

む
汚

水
処

理
原
価

を
確

実
に
回

収
す
る
こ
と
等

に
留

意
し
た
収
支

計
画
の

策
定
が

要
件

＜
資
本
費
平
準
化
債
の
活
用
効
果
（
イ
メ
ー
ジ
図
）
＞

使
用
料

対
象
経
費

年

資
本
費
平
準
化
債
を
活
用
し
な
い
場
合

（
=
本
債
元
金
償
還
金

+
利
子
）

拡
充

後
（
=
減

価
償
却

費
+
利

子
）

※
拡
充
後
を
基
準
と
し
た
場
合
の
比
較

現
行

（
=
減
価
償
却
費

+
資
本
費
平
準
化
債
元
金
償
還
金

+
利
子
）

減
価
償
却
期
間
：
最
長

5
0
年

本
債
償
還
期
間
：
最
長

4
0
年

2
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

（
東

日
本

大
震

災
分

）

○
震

災
復

興
特

別
交

付
税

の
確

保

【
Ⅲ

 東
日

本
大

震
災

分
】

○
復

旧
・
復

興
事

業
等

に
つ

い
て

、
通

常
収

支
と

は
別

枠
で

整
理

し
、

所
要

の
事

業
費

及
び

財
源

を
確

実
に

確
保

・
震

災
復

興
特

別
交

付
税

9
0
4
億

円
（
前

年
度

比
▲

31
億

円
、

▲
3
.3

%
）

・
震

災
復

興
特

別
交

付
税

に
よ

り
措

置
す

る
財

政
需

要

①
補

助
事

業
の

地
方

負
担

分
5
3
4
億

円
（
前

年
度

比
＋

4
億

円
、

＋
0
.8

%
）

②
地

方
単

独
事

業
分

（
中

長
期

職
員

派
遣

・職
員

採
用

、
単

独
災

害
復

旧
事

業
等

）
1
2
2
億

円
（
前

年
度

比
▲

2
億

円
、

▲
1
.6

%
）

③
地

方
税

等
の

減
収

分
2
4
8
億

円
（前

年
度

比
▲

3
3億

円
、

▲
1
1
.7

%
）

※
令

和
6
年

度
の
所

要
額
は
、

9
0
4
億
円
で
あ
る
が
、
予
算
額
は
年
度
調
整
分

2
9
3
億
円
を
除
い
た

6
1
1
億
円
（
令
和

5
年
度
予
算
額
：
6
5
4
億
円
）
と
な
る
。

※
震

災
復

興
特

別
交
付
税
の
平
成

2
3
～
令
和

6
年
度
分
の
予
算
額
の
累
計
額
（
不
用
額

を
除
く
）
は

5
兆

7
,6

1
1
億
円

2
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主
な

地
方

財
政

指
標

積
算

基
礎

（
通

常
収

支
分

）

（
単
位
：
億
円
）

（
参

考
）

○
地

方
の

借
入
金
残
高
（
東
日
本
大
震
災
分
を
含
む
）

1
7
9
兆
円
程
度
（
令
和

6
年
度
末
見
込
）

※
  
1
8
3
兆

円
程

度
（
令

和
5
年

度
末

見
込

）

○
交

付
税

特
別
会
計
借
入
金
残
高

2
8
.1
兆
円

（
令
和

6
年
度
末
見
込
）

※
2
8
.6

兆
円

（
令

和
5
年

度
末

見
込

）

令
和
６
年
度

（
見
込
）

令
和
５
年
度

①
9
3
6
,
4
0
0
程
度

9
2
0
,
3
5
0

②
4
2
7
,
3
3
0

4
2
8
,
7
5
1

③
2
7
,
2
9
2

2
6
,
0
0
1

④
1
1
,
3
2
0

2
,
1
6
9

⑤
1
8
6
,
6
7
1

1
8
3
,
6
1
1

⑥
6
3
,
1
0
3

6
8
,
1
6
3

う
ち
臨
時
財
政
対
策
債

⑦
4
,
5
4
4

9
,
9
4
6

⑧
▲

8
▲

3

⑨
▲

1
6
9

6
0

6
5
6
,
9
8
0

6
5
0
,
5
3
5

6
9
.
7
%
程
度

6
9
.
6
%

6
.
7
%
程
度

7
.
4
%

主 な 地 方 財 政

関 係 指 標

一
般
財
源
総
額
　
②
＋
③
＋
④
＋
⑤
＋
⑦
＋
⑧
＋
⑨

一
般
財
源
比
率

地
方
債
依
存
度
　

区
　
　
分

歳
入
合
計

地
方
税

地
方
譲
与
税

地
方
特
例
交
付
金
等

地
方
交
付
税

地
方
債

全
国
防
災
事
業

一
般
財
源
充
当
分

復
旧
・
復
興
事
業

一
般
財
源
充
当
分

②
＋
③
＋
④
＋
⑤
＋
⑧
＋
⑨

①

⑥ ①

2
9
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令
和

６
年

度
地

方
財

政
収

支
見

通
し

の
概

要
（

通
常

収
支

分
）

※
本

表
は
、
地

方
団

体
の
予

算
編

成
の
た
め
の
目

安
と
し
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
計

数
は
精

査
の
結
果

、
異
動

す
る
場
合
が
あ
る
。

4
2
7
,3

3
0

億
円

4
2
8
,7

5
1

億
円

▲
0
.3

 
％

2
7
,2

9
2

億
円

2
6
,0

0
1

億
円

5
.0

 
％

1
1
,3

2
0

億
円

2
,1

6
9

億
円

4
2
1
.9

 
％

1
8
6
,6

7
1

億
円

1
8
3
,6

1
1

億
円

1
.7

 
％

6
3
,1

0
3

億
円

6
8
,1

6
3

億
円

▲
7
.4

 
％

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
4
,5

4
4

億
円

9
,9

4
6

億
円

▲
5
4
.3

 
％

▲
8

億
円

▲
3

億
円

1
6
6
.7

 
％

▲
1
6
9

億
円

6
0

億
円

▲
3
8
1
.7

 
％

約
9
3
6
,4

0
0

億
円

9
2
0
,3

5
0

億
円

約
1
.7

 
％

6
5
6
,9

8
0

億
円

6
5
0
,5

3
5

億
円

1
.0

 
％

6
2
7
,1

8
0

億
円

6
2
1
,6

3
5

億
円

0
.9

 
％

項
目

令
和

６
年

度
（
見

込
）

令
和

５
年

度
増

減
率

（
見

込
）

歳 入

地
方

税

地
方

交
付

税

地
方

債

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金
等

歳
入

合
計

「
一

般
財

源
」

復
旧

・
復

興
事

業
一

般
財

源
充

当
分

全
国

防
災

事
業

一
般

財
源

充
当

分

（
水

準
超

経
費

を
除

く
交

付
団

体
ベ

ー
ス

）

約
2
0
2
,3

0
0

億
円

1
9
9
,0

5
3

億
円

約
1
.6

 
％

退
職

手
当

以
外

約
1
9
1
,5

0
0

億
円

1
8
7
,7

2
4

億
円

約
2
.0

 
％

退
職

手
当

約
1
0
,8

0
0

億
円

1
1
,3

2
9

億
円

約
▲

4
.7

 
％

約
4
3
6
,9

0
0

億
円

4
2
0
,8

4
1

億
円

約
3
.8

 
％

う
ち

補
助

分
約

2
5
1
,4

0
0

億
円

2
3
9
,7

3
1

億
円

約
4
.9

 
％

う
ち

単
独

分
約

1
5
3
,9

0
0

億
円

1
4
9
,6

8
4

億
円

約
2
.8

 
％

う
ち

デ
ジ

タ
ル

田
園

都
市

国
家

構
想

事
業

費
1
2
,5

0
0

億
円

1
2
,5

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

地
方

創
生

推
進

費
1
0
,0

0
0

億
円

1
0
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

地
域

デ
ジ

タ
ル

社
会

推
進

費
2
,5

0
0

億
円

2
,5

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

地
域

社
会

再
生

事
業

費
4
,2

0
0

億
円

4
,2

0
0

億
円

0
.0

 
％

約
1
0
9
,0

0
0

億
円

1
1
2
,6

1
4

億
円

約
▲

3
.2

 
％

約
1
5
,3

0
0

億
円

1
5
,2

3
7

億
円

約
0
.4

 
％

う
ち

緊
急

浚
渫

推
進

事
業

費
1
,1

0
0

億
円

1
,1

0
0

億
円

0
.0

 
％

約
1
1
9
,9

0
0

億
円

1
1
9
,7

3
1

億
円

約
0
.1

 
％

う
ち

直
轄

・
補

助
分

約
5
6
,3

0
0

億
円

5
6
,5

9
4

億
円

約
▲

0
.5

 
％

う
ち

単
独

分
約

6
3
,6

0
0

億
円

6
3
,1

3
7

億
円

約
0
.7

 
％

う
ち

緊
急

防
災

・
減

災
事

業
費

5
,0

0
0

億
円

5
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

公
共

施
設

等
適

正
管

理
推

進
事

業
費

4
,8

0
0

億
円

4
,8

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

緊
急

自
然

災
害

防
止

対
策

事
業

費
4
,0

0
0

億
円

4
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

脱
炭

素
化

推
進

事
業

費
1
,0

0
0

億
円

1
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

こ
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業
費

（
仮

称
）

5
0
0

億
円

-
億

円
皆

増

約
2
3
,2

0
0

億
円

2
3
,9

7
4

億
円

約
▲

3
.2

 
％

う
ち

企
業

債
償

還
費

普
通

会
計

負
担

分
約

1
3
,1

0
0

億
円

1
3
,9

9
7

億
円

約
▲

6
.4

 
％

2
9
,8

0
0

億
円

2
8
,9

0
0

億
円

3
.1

 
％

約
9
3
6
,4

0
0

億
円

9
2
0
,3

5
0

億
円

約
1
.7

 
％

約
9
0
6
,6

0
0

億
円

8
9
1
,4

5
0

億
円

約
1
.7

 
％

約
7
8
4
,6

0
0

億
円

7
6
4
,8

3
9

億
円

約
2
.6

 
％

項
目

令
和

６
年

度
（
見

込
）

令
和

５
年

度
増

減
率

（
見

込
）

歳 出

給
与

関
係

経
費

維
持

補
修

費

投
資

的
経

費

一
般

行
政

経
費

公
債

費

歳
出

合
計

（
水

準
超

経
費

を
除

く
交

付
団

体
ベ

ー
ス

）

公
営

企
業

繰
出

金

水
準

超
経

費

地
方

一
般

歳
出

3
0
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9
0
4

億
円

9
3
5

億
円

▲
3
.3

％

約
1
,7

0
0

億
円

1
,6

3
2

億
円

約
4
.2

％

2
億

円
9

億
円

▲
7
7
.8

％

8
億

円
3

億
円

1
6
6
.7

％

約
2
,6

0
0

億
円

2
,6

4
7

億
円

約
▲

1
.8

％

約
2
,2

0
0

億
円

2
,1

7
3

億
円

約
1
.2

％

3
7
0

億
円

4
0
5

億
円

▲
8
.6

％

2
4
8

億
円

2
8
1

億
円

▲
1
1
.7

％

約
2
,6

0
0

億
円

2
,6

4
7

億
円

約
▲

1
.8

％

歳 出

直
轄

・
補

助
事

業
費

地
方

単
独

事
業

費

う
ち

地
方

税
等

の
減

収
分

見
合

い
歳

出

計

項
目

令
和

６
年

度
（
見

込
）

令
和

５
年

度
増

減
率

(見
込

)

歳 入

震
災

復
興

特
別

交
付

税

国
庫

支
出

金

地
方

債

一
般

財
源

充
当

分

計

8
0

億
円

6
4
6

億
円

▲
8
7
.6

％

1
6
9

億
円

▲
6
0
 

億
円

▲
3
8
1
.7

％

1
億

円
1

億
円

0
.0

％

2
5
0

億
円

5
8
7

億
円

▲
5
7
.4

％

2
5
0

億
円

5
8
7

億
円

▲
5
7
.4

％

2
5
0

億
円

5
8
7

億
円

▲
5
7
.4

％

歳 出

公
債

費

計

令
和

６
年

度
（
見

込
）

令
和

５
年

度
増

減
率

(見
込

)

歳 入

地
方

税

一
般

財
源

充
当

分

雑
収

入

計

項
目

令
和

６
年

度
地

方
財

政
収

支
見

通
し

の
概

要
（

東
日

本
大

震
災

分
）

（
１

）
復

旧
・
復

興
事

業

（
２

）
全

国
防

災
事

業

※
本

表
は
、
地
方
団
体
の
予
算
編
成
の
た
め
の
目

安
と
し
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
計

数
は
精

査
の
結
果

、
異
動

す
る
場
合
が
あ
る
。

※
本
表
は
、
地
方
団
体
の
予
算
編
成
の
た
め
の
目

安
と
し
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
計

数
は
精

査
の
結
果

、
異
動

す
る
場
合
が
あ
る
。

3
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（
参
考
）
地
方

財
政

収
支

見
通

し
の

概
要

（
通

常
収

支
分

と
東

日
本

大
震

災
分

の
合

計
）

※
本

表
は
、
地

方
団

体
の
予

算
編

成
の
た
め
の
目

安
と
し
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
計

数
は
精

査
の
結
果

、
異
動

す
る
場
合
が
あ
る
。

4
2
7
,4

1
0

億
円

4
2
9
,3

9
7

億
円

▲
0
.5

 
％

2
7
,2

9
2

億
円

2
6
,0

0
1

億
円

5
.0

 
％

1
1
,3

2
0

億
円

2
,1

6
9

億
円

4
2
1
.9

 
％

1
8
7
,5

7
5

億
円

1
8
4
,5

4
6

億
円

1
.6

 
％

1
8
6
,6

7
1

億
円

1
8
3
,6

1
1

億
円

1
.7

 
％

9
0
4

億
円

9
3
5

億
円

▲
3
.3

 
％

6
3
,1

0
5

億
円

6
8
,1

7
2

億
円

▲
7
.4

 
％

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
4
,5

4
4

億
円

9
,9

4
6

億
円

▲
5
4
.3

 
％

約
9
3
9
,3

0
0

億
円

9
2
3
,5

8
4

億
円

約
1
.7

 
％

6
5
8
,1

4
1

億
円

6
5
2
,0

5
9

億
円

0
.9

 
％

項
目

令
和

６
年

度
（
見

込
）

令
和

５
年

度
増

減
率

（
見

込
）

歳 入

地
方

税

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金
等

地
方

交
付

税

震
災

復
興

特
別

交
付

税
以

外

震
災

復
興

特
別

交
付

税

地
方

債

歳
入

合
計

「
一

般
財

源
」

約
2
0
2
,3

0
0

億
円

1
9
9
,0

5
3

億
円

約
1
.6

 
％

退
職

手
当

以
外

約
1
9
1
,5

0
0

億
円

1
8
7
,7

2
4

億
円

約
2
.0

 
％

退
職

手
当

約
1
0
,8

0
0

億
円

1
1
,3

2
9

億
円

約
▲

4
.7

 
％

約
4
3
6
,9

0
0

億
円

4
2
0
,8

4
1

億
円

約
3
.8

 
％

う
ち

補
助

分
約

2
5
1
,4

0
0

億
円

2
3
9
,7

3
1

億
円

約
4
.9

 
％

う
ち

単
独

分
約

1
5
3
,9

0
0

億
円

1
4
9
,6

8
4

億
円

約
2
.8

 
％

う
ち

デ
ジ

タ
ル

田
園

都
市

国
家

構
想

事
業

費
1
2
,5

0
0

億
円

1
2
,5

0
0

億
円

0
.0

 
％

 う
ち

地
方

創
生

推
進

費
1
0
,0

0
0

億
円

1
0
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

地
域

デ
ジ

タ
ル

社
会

推
進

費
2
,5

0
0

億
円

2
,5

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

地
域

社
会

再
生

事
業

費
4
,2

0
0

億
円

4
,2

0
0

億
円

0
.0

 
％

約
1
0
9
,0

0
0

億
円

1
1
2
,6

1
4

億
円

約
▲

3
.2

 
％

約
1
5
,3

0
0

億
円

1
5
,2

3
7

億
円

約
0
.4

 
％

う
ち

緊
急

浚
渫

推
進

事
業

費
1
,1

0
0

億
円

1
,1

0
0

億
円

0
.0

 
％

約
1
1
9
,9

0
0

億
円

1
1
9
,7

3
1

億
円

約
0
.1

 
％

う
ち

直
轄

・
補

助
分

約
5
6
,3

0
0

億
円

5
6
,5

9
4

億
円

約
▲

0
.5

 
％

う
ち

単
独

分
約

6
3
,6

0
0

億
円

6
3
,1

3
7

億
円

約
0
.7

 
％

う
ち

緊
急

防
災

・
減

災
事

業
費

5
,0

0
0

億
円

5
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

公
共

施
設

等
適

正
管

理
推

進
事

業
費

4
,8

0
0

億
円

4
,8

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

緊
急

自
然

災
害

防
止

対
策

事
業

費
4
,0

0
0

億
円

4
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

脱
炭

素
化

推
進

事
業

費
1
,0

0
0

億
円

1
,0

0
0

億
円

0
.0

 
％

う
ち

こ
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業
費

（
仮

称
）

5
0
0

億
円

-
億

円
皆

増

約
2
3
,2

0
0

億
円

2
3
,9

7
4

億
円

約
▲

3
.2

 
％

う
ち

企
業

債
償

還
費

普
通

会
計

負
担

分
約

1
3
,1

0
0

億
円

1
3
,9

9
7

億
円

約
▲

6
.4

 
％

2
9
,8

0
0

億
円

2
8
,9

0
0

億
円

3
.1

 
％

約
2
,6

0
0

億
円

2
,6

4
7

億
円

約
▲

1
.8

 
％

2
5
0

億
円

5
8
7

億
円

▲
5
7
.4

 
％

約
9
3
9
,3

0
0

億
円

9
2
3
,5

8
4

億
円

約
1
.7

 
％

約
7
8
7
,1

0
0

億
円

7
6
7
,4

1
8

億
円

約
2
.6

 
％

項
目

令
和

６
年

度
（
見

込
）

令
和

５
年

度
増

減
率

（
見

込
）

歳 出

通 常 収 支 分

給
与

関
係

経
費

一
般

行
政

経
費

公
債

費

維
持

補
修

費

歳
出

合
計

地
方

一
般

歳
出

投
資

的
経

費

公
営

企
業

繰
出

金

水
準

超
経

費

東 日 本

大 震 災 分

復
旧

・
復

興
事

業
費

全
国

防
災

事
業

費

3
2
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年

 
 
 
 
度

 

対
前

年
度

伸
び

率

地
方

財
政

計
画

 
地

方
一

般
歳

出
 

地
 

 
方
 

税
 

地
方

交
付

税
 

2
0
 

2
1
 

2
2
 

2
3
 

2
4
 

2
5
 

2
6
 

2
7
 

2
8
 

2
9
 

3
0
 

令
和

元
年
度

 

2
 

3
 

4
 

5
 

6
 

 
0
.
3 

▲
1
.
0

▲
0
.
5

0
.
5

▲
0
.
8

0
.
1

1
.
8

2
.
3

0
.
6

1
.
0

0
.
3

3
.
1

1
.
3

▲
1
.
0

0
.
9

1
.
6

 
 
 
1
.
7
程
度
 

 
0
.
0 

 
0
.
7 

 
0
.
2 

 
0
.
8 

▲
0
.
6

▲
0
.
1

2
.
0

2
.
3

0
.
9

1
.
0

0
.
9

4
.
0

2
.
3

▲
0
.
6

0
.
6

0
.
8

 
 
 
2
.
6
程
度
 

 
0
.
2 

▲
1
0
.
6

▲
1
0
.
2

2
.
8

 
0
.
8 

 
1
.
1 

 
2
.
9 

 
7
.
1 

 
3
.
2 

 
0
.
9 

 
0
.
9 

 
1
.
9 

 
1
.
9 

▲
7
.
0

8
.
3

4
.
0

▲
0
.
3

 
1
.
3 

 
2
.
7 

 
6
.
8 

 
2
.
8 

 
0
.
5 

▲
2
.
2

▲
1
.
0

▲
0
.
8

▲
0
.
3

▲
2
.
2

▲
2
.
0

1
.
1

2
.
5

5
.
1

3
.
5

1
.
7

1
.
7

（
参

考
１

）
地

方
財

政
計

画
の

伸
び

率
等

の
推

移

(
単

位
：

％
)

（
注

１
）
（

）
内

は
、
税

源
移

譲
分

を
除

い
た
伸

び
率

(平
成

1
8
年

度
の
地

方
税

に
所

得
譲
与

税
を
含
め
て
伸

び
率
を
算
出

)で
あ
る
。

（
注

２
）
平

成
2
4
年

度
以

降
は
通

常
収

支
分
の
伸

び
率

で
あ
る
。

（
注

３
）
令

和
3
年

度
の
地

方
税
に
つ
い
て
は
令
和

2
年

度
徴

収
猶
予

の
特

例
分
を
除
い
て
い
る
。

 
年
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地
方
財
政
分
析
講
座

－
財
政
資
料
の
活
用
方
法
－

20
24

/2
/2

 
（
公
財
）
地
方
自
治
総
合
研
究
所

飛
田
博
史

1

＜
講
演
レ
ジ
ュ
メ
３
＞

－ 58 －



地
方
財
政
分
析
講
座

－
財
政
資
料
の
活
用
方
法
－

20
24

/2
/2

 
（
公
財
）
地
方
自
治
総
合
研
究
所

飛
田
博
史

1

最
近
の
財
政

危
機
宣
言
と

人
件
費
削
減

の
事
例

•
20
17
年
10
月

神
奈
川
県
逗
子
市

財
政
対
策
プ
ロ
グ
ラ
ム

一
般
職
・
特
別
職
の
給
与
減
額

職
員
数
削
減
等

•
20
18
年
2月

山
口
県
周
南
市

緊
急
財
政
対
策

会
計
年
度
任
用
職
員
の
積
極
的
活
用

•
20
19
年
9月

栃
木
県
大
田
原
市

財
政
難
を
理
由
と
す
る
給
与
カ
ッ

ト
を
組
合
に
要
請

一
般
職
の
基
本
給
、
地
域
手
当
、
管
理
職
手
当
の
削
減

•
20
20
年
2月

大
分
県
杵
築
市

緊
急
財
政
対
策

一
般
職
・
特
別
職
の
給
与
減
額

•
20
20
年
12
月

京
都
市

財
政
難
克
服
宣
言

民
営
化
・
非
正
規
化
に
よ
る
職
員
数
削
減

•
20
21
年
2月

大
阪
府
堺
市

財
政
危
機
宣
言

時
間
外
勤
務
手
当
等
の
抑
制

•
20
23
年
11
月

山
梨
県
市
川
三
郷
町

財
政
危
機
宣
言

職
員
の
適
正
配
置
（
正
規
職
員
・
会
計
年
度
任
用
職
員
削
減
）

そ
れ
は
、
あ
る
日
突
然
宣
言
さ
れ
る
場
合
が
多
い
・
・
・

2

－ 59 －



後
手
に
回
り
が
ち
な
当
局
と
の
交
渉

•
当
局
か
ら
「
〇
〇
で
財
政
が
厳
し
い
、
こ
の
ま
ま
だ
と
何
年
後
か
に
破
た
ん
す
る
可
能
性
が
あ

る
の
で
、
財
政
再
建
の
た
め
に
給
与
カ
ッ
ト
を
せ
ざ
る
を
え
な
い
」
と
要
請
さ
れ
る
が
・
・

•
用
語
や
内
容
に
つ
い
て
十
分
な
理
解
が
で
き
な
い
場
合
が
あ
る

•
当
局
の
見
解
に
つ
い
て
事
実
確
認
し
た
い
が
、
組
合
側
に
財
政
分
析
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
な

い

•
そ
も
そ
も
基
本
的
な
分
析
の
視
点
や
方
法
が
わ
か
ら
な
い

そ
の
た
め
、
と
り
あ
え
ず
「
不
当
な
合
理
化
反
対
」
と
主
張
し
て
交
渉
に
臨
む
が
、
数
字
で
詰
め

ら
れ
て
、
場
合
に
よ
っ
て
は
し
な
く
も
よ
い
譲
歩
を
し
て
し
ま
う

せ
っ
か
く
国
の
処
遇
改
善
の
方
針
が
示
さ
れ
た
の
に
「
財
政
が
厳
し
い
」
と
い
う
一
言
で
チ
ャ
ン

ス
を
逸
し
て
し
ま
う

財
政
を
知
ら
な
い
と
足
元
を
見
ら
れ
損
を
す
る

決
算
資
料
が
少
し
わ
か
れ
ば
、
形
勢
は
大
き
く
変
わ
る

3
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決
算
資
料
に
つ
い
て 4
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当
局
交
渉
や
議
会
で
使
え
る
基
本
的
資
料

I.
決
算
カ
ー
ド
：
自
治
体
の
各

年
度
の
収
支
状
況
、
財
政

指
標
な
ど
が

A4
版

1枚
に
集

約
さ
れ
た
も
の

II.
財
政
状
況
資
料
集
：
財
政
指

標
な
ど
を
他
の
類
似
し
た
団

体
と
比
較
し
た
資
料
。
人
件

費
な
ど
の
水
準
を
見
極
め
る

の
に
参
考
に
な
る

い
ず
れ
も
総
務
省
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
そ
の
他
さ
ま

ざ
ま
な
財
政
デ
ー
タ
集
が
掲
載

さ
れ
て
い
る

5
（
資
料
）
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
抜
粋
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決 算 カ− ド の 構 成 6
（
資
料
）
総
務
省
「
決
算
カ
ー
ド
」
に
加
筆

金 額 の 単 位 は 一 部 を 除 き 千 円

－ 63 －



地
方
財
政
の
構
造 7

－ 64 －



8

自 治 体 が 自 由 に 使 途 を 決 め ら れ る 財 源 の 総 額

社 会 保 障 関 連 が 中 心

教 育 や 公 共 事 業 が 中 心

借 入 金

（
資
料
）
『
令
和
3年

度
地
方
財
政
白
書
ビ
ジ
ュ
ア
ル
版
』

－ 65 －



9

〇
主
な
費
目

・
人
件
費
：
職
員
や

会
計
年
度
任
用
職
員

等
の
給
与
等

・
扶
助
費
：
生
活
保

護
費
や
児
童
手
当
等

の
給
付

・
公
債
費
：
借
入
の

返
済

・
物
件
費
：
委
託
費

や
備
品
購
入
等
の
役

所
の
経
費

・
補
助
費
等
：
個
人
、

法
人
向
け
の
補
助
、

一
部
事
務
組
合
等
へ

の
負
担
金
、
他
会
計

へ
の
支
出
等

・
繰
出
金
：
国
民
健

康
保
険
な
ど
の
他
会

計
へ
の
支
出

主 な 福 祉 行 政 を 所 管 す る た

め 最 も 大 き い

委 託 費 な ど 含 む

一 般 職 員 の ほ か 義 務 教

育 教 職 員 、 警 察 官 な ど

の 経 費 を 含 む

（
資
料
）
同
上

－ 66 －



自
治
体
財
政
を
診
断
す
る
Ⅰ

決
算
カ
ー
ド
の
見
方

山
梨
県
市
川
三
郷
町
の

20
21
年
度
決
算
を

例
に

10
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決
算
デ
ー
タ
を

絞
っ
て
み
る
3つ

の
ポ
イ
ン
ト

①
収
支
状
況

②
一
般
財
源
と
積
立
金

に
注
目

③
財
政
指
標
で
健
全

化
診
断

11
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①
収
支
状
況

＊
丸
囲
み
番
号
は
決
算
カ
ー
ド
例
の
場
所
を
表
す

－ 69 －



収
支
状
況

•
実
質
収
支
：
黒
字
、
赤
字
の
判
断
指
標
。

プ
ラ
ス
で
あ
れ
ば
黒
字
決
算
（
前
年
度

か
ら
の
繰
越
財
源
を
含
む
）

•
単
年
度
収
支
：
当
該
年
度
だ
け
で
み
た

場
合
の
収
支
。
赤
字
（
マ
イ
ナ
ス
）
が

続
く
と
繰
越
財
源
が
減
っ
て
収
支
が
厳

し
く
な
る

•
実
質
単
年
度
収
支
：
積
立
金
（
基
金
）

の
取
り
崩
し
を
考
慮
し
た
単
年
度
収
支
。

赤
字
の
場
合
、
積
立
金
を
取
り
崩
し
て

収
支
バ
ラ
ン
ス
を
と
っ
た
と
み
る
。
赤

字
が
続
く
と
積
立
金
が
減
っ
て
、
や
が

て
赤
字
決
算
が
懸
念
さ
れ
る

13
（
資
料
）
山
梨
県
市
川
三
郷
町
20
21
年
度
決
算
カ
ー
ド
よ
り
抜
粋

①
20
21
年
度
は

黒
字
決
算
2億

10
00
万

③
た
だ
し
、
単
年
度
赤

字
の
要
因
は
約
1億

25
00
万
円
の
積
立
に
よ

る
も
の

④
単
年
度
の
赤
字
に
積
立
金
を

足
し
て
み
る
と
約
77
00
万
円
の

実
質
単
年
度
黒
字

し
た
が
っ
て
健
全
財
政

②
単
年
度
で
み
る
と
20
20
年
度
か

ら
の
繰
越
金
の
う
ち
約
47
00
万
円

を
使
っ
て
お
り
単
年
度
赤
字

－ 70 －



家
計
簿
的
に
直
感
で
家
計
簿
と
ら
え
る
と
・
・

○
翌
月
の
給
料
を
当
て
に
せ
ず
に
支
出
を
ま
か
な
っ
た
⇒
実
質
収
支
黒
字

○
翌
月
の
給
料
を
前
借
り
し
て
支
出
を
ま
か
な
っ
た
⇒
実
質
収
支
赤
字

○
当
月
の
給
料
だ
け
で
支
出
が
ま
か
な
え
た
⇒
単
年
度
収
支
黒
字

〇
当
月
の
給
料
で
は
足
り
ず
、
前
月
か
ら
の
繰
越
金
を
当
て
て
支
出
を
ま
か
な
っ
た
⇒
単
年
度
収
支
赤
字

〇
さ
ら
に
貯
金
を
崩
し
て
支
出
を
ま
か
な
っ
た
⇒
実
質
単
年
度
赤
字
（
た
だ
し
単
年
度
収
支
赤
字
を
上

回
っ
た
場
合
）

以
上
を
月
⇒
年
度

給
料
⇒
歳
入
に
読
み
替
え
る

14
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②
・
④
一
般
財
源
と
積
立
金
に
注
目

一
般
財
源
と
財
政
調
整
基
金

－ 72 －



歳
入
の
一
般
財
源

に
注
目

•
一
般
財
源
：
使
い
道
を
自
己
決
定

で
き
る
財
源

•
地
方
税
、
地
方
交
付
税
、
そ
の
他

一
般
財
源
（
地
方
消
費
税
交
付
金

等
）
か
ら
構
成
さ
れ
る

•
地
方
債
の
う
ち
地
方
交
付
税
の
代

わ
り
に
自
治
体
が
借
金
で
立
て
替

え
る
「
臨
時
財
政
策
債
」
も
一
般

財
源
に
含
め
る

地
方
税
の
増
減
だ
け
を
み
て
も
、

自
治
体
の
自
由
に
使
え
る
財
源
の

多
寡
は
わ
か
ら
な
い

16
（
資
料
）
同
上
よ
り
抜
粋

金 額 の 単 位 は 一 部 を 除 き 千 円

市
川
三
郷
町
の
20
21
年
度
の

町
税
は
16
.3
億
円
、
一
般
財
源
総
額

は
64
.5
億
円
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積
立
金
の
状
況
－
将
来
の
支
払
い
余
力

•自
治
体
の
積
立
金
は
、
大
き
く
は
次
の
よ
う
な
３
つ
の
種
類
か

ら
な
る
。
と
く
に
財
政
調
整
基
金
に
注
目

財
政
調
整
基
金
：
財
源
不
足
に
あ
て
る
基
金
。
も
っ
と
も
使
途

の
自
由
な
財
源

減
債
基
金
：
将
来
の
公
債
費
負
担
に
備
え
る
基
金

特
定
目
的
基
金
：
公
共
事
業
や
地
域
振
興
な
ど
の
特
定
の
事
業

に
あ
て
る
基
金
。
目
的
以
外
で
取
り
崩
し
不
可

17

－ 74 －



③
－
1・

2・
３

財
政
指
標
か
ら
健
全
性
を
見
る

一
般
的
な
財
政
指
標
の
見
方

－ 75 －



財
政
指
標
に
は
一
般
的
な
財
政
指
標
と
法
定
指
標
の

2種
類
が
あ
る

一
般
的
な
指
標
：
あ
く
ま
で
分
析

の
手
法
と
し
て
の
指
標
。
決
算

カ
ー
ド
で
は
財
政
力
指
数
、
実
質

収
支
比
率
、
経
常
収
支
比
率
な
ど

が
こ
れ
に
当
た
る

19

法
定
指
標
：
「
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律
」
に
も
と
づ

き
、
財
政
破
た
ん
を
評
価

す
る
指
標

－ 76 －



一
般
的
な
財
政
指
標
で
財
政
状
況
を
知
る

○
財
政
力
指
数
：
財
政
の
自
立
度
を
表
す
。
数
値
が
高
い
ほ
ど
税
で
経
費
を
ま
か
な
う
程
度
が
高
い
。
1を

超
え
る
と

地
方
交
付
税
に
依
存
し
な
い
「
不
交
付
団
体
」
と
呼
ば
れ
る

○
実
質
収
支
比
率
：
繰
越
財
源
の
規
模
感
を
表
し
、
3～

5％
が
経
験
的
に
望
ま
し
い
。
複
数
年
こ
れ
を
超
え
て
い
る
場

合
、
政
策
に
お
金
を
使
っ
て
い
な
い
（
ケ
チ
っ
て
い
る
）
と
み
な
さ
れ
る

○
経
常
収
支
比
率
：
自
治
体
に
と
っ
て
の
エ
ン
ゲ
ル
係
数
。
自
治
体
が
毎
年
度
決
ま
っ
て
支
出
す
る
経
費
が
経
常
的
な

一
般
財
源
（
地
方
税
+
地
方
交
付
税
等
）
の
何
％
を
占
め
る
か
を
表
す
。
数
字
が
上
が
る
と
財
政
の
硬
直
度
が
進
ん
だ

と
み
な
す
（
決
算
カ
ー
ド
で
は
該
当
部
分
の
左
側
の
数
値
を
み
る
）

望
ま
し
い
の
は
90
％
未
満
で
あ
る
が
、
現
実
的
に
は
全
国
平
均
や
県
内
平
均
、
類
似
団
体
平
均
（
後
述
）
な
ど
が
目
安

○
経
常
収
支
比
率
内
訳
：
性
質
別
経
費
ご
と
の
比
率
を
み
る
と
財
政
硬
直
化
の
要
因
を
知
る
こ
と
が
で
き
る

20
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経
常
収
支
比
率
の
見
方

21

－ 78 －



経
常
収
支
比
率
か
ら
何
が
い
え
る
か

•
経
常
収
支
比
率
が
前
年
度
に
比
べ
て
上
昇
し
て
い
る
場
合
・
・
・

•
個
別
経
費
の
う
ち
特
に
ど
れ
が
上
昇
し
て
い
る
か
。
そ
の
な
か
で
人
件
費
は
ど
う
か

人
件
費
が
上
昇
し
て
い
な
け
れ
ば
、
財
政
硬
直
化
の
要
因
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、

合
理
化
を
求
め
ら
れ
る
根
拠
は
な
い

•
個
別
経
費
が
全
般
的
に
上
昇
し
て
い
る
と
す
れ
ば
、
「
経
常
一
般
財
源
等
」
が
前
年
度

に
比
べ
て
減
少
し
て
い
る
か
ど
う
か

減
少
が
続
い
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、
財
政
硬
直
化
を
改
善
す
る
経
費
見
直
し
が
必
要
に

な
っ
て
く
る
（
安
易
な
人
件
費
カ
ッ
ト
に
は
要
注
意
。
自
治
体
政
策
を
踏
ま
え
た
優
先

順
位
の
検
討
が
必
要
）

22
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③
－
４
財
政
指
標
か
ら
健
全
性
を
見

る 財
政
破
た
ん
に
関
す
る
指
標

－ 80 －



自
治
体
財
政
健
全
化
判
断
指
標
－
財
政
破
た
ん
の
法
定

指
標

•
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
－
自
治
財
政
健
全
化
法
（
２
０
０
７
年
度

決
算
～
）

•
健
全
化
判
断
比
率
４
指
標
：
早
期
健
全
化
団
体
ま
た
は
財
政
再
生
団
体
を
判
断

•
い
ず
れ
か
の
団
体
に
指
定
さ
れ
る
と
、
厳
し
い
財
政
再
建
計
画
（
早
期
健
全
化
団
体
→
財
政

健
全
化
計
画

財
政
再
生
団
体
→
財
政
再
生
計
画
）
の
策
定
、
議
会
で
の
承
認
、
公
表
、
外

部
監
査
の
実
施
等
が
義
務
付
け
ら
れ
る
。

•
財
政
再
生
団
体
の
場
合
は
地
方
債
の
発
行
（
起
債
）
が
制
限
さ
れ
、
こ
れ
を
一
部
解
除
す
る

に
は
再
建
計
画
に
対
す
る
国
（
総
務
大
臣
）
の
同
意
が
必
要
→
事
実
上
、
国
の
管
理
下
に
入

る
•
現
在
、
財
政
再
生
団
体
は
夕
張
市
の
み

•
こ
の
法
律
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
は
稀
。
た
だ
し
、
法
律
適
用
の
判
断
指
標
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
単
な
る
目
安
に
と
ど
ま
る
一
般
指
標
と
は
性
格
が
異
な
る

24
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各
自
治
体
財
政
健
全
化
判
断
指
標
の
意
味

25

○
実
質
赤
字
比
率
：
普
通
会
計
の
一
般
財
源
（
標
準
財
政
規
模
）
と
比
較
し
た
赤
字
の
割
合

○
連
結
実
質
赤
字
比
率
：
普
通
会
計
以
外
の
各
会
計
の
赤
字
を
合
算
し
た
場
合
の
割
合

○
実
質
公
債
費
比
率
：
毎
年
度
の
借
金
返
済
（
一
部
事
務
組
合
等
含
む
）
の
う
ち
国
が
肩
代
わ
り
す
る
分
を
除

く
実
質
的
な
負
担
割
合

○
将
来
負
担
比
率
：
将
来
支
払
い
が
予
定
さ
れ
て
い
る
全
債
務
（
借
金
や
職
員
の
退
職
手
当
等
他
の
会
計
含

む
）
の
負
担
割
合

－ 82 －



26
（
資
料
）
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

＊
実
質
公
債
費
比
率
18
%

以
上
→
地
方
債
発
行
に
国

の
許
可
を
要
す
る

－ 83 －



財
政
健
全
化
指
標
の
ポ
イ
ン
ト

•通
常
「
実
質
公
債
費
比
率
」
だ
け
見
て
お
け
ば
良
い
。
そ
の
場
合
、
財
政
運
営

に
制
限
が
か
か
る
18
％
以
上
（
18
％
以
上
：
地
方
債
の
発
行
に
国
の
許
可
が
必

要
、
25
％
以
上
：
早
期
健
全
化
団
体
、
35
％
以
上
：
財
政
再
生
団
体
）
に
ど
の

程
度
近
い
の
か
チ
ェ
ッ
ク
す
る

•「
将
来
負
担
比
率
」
は
3桁

に
な
っ
た
ら
経
過
観
察

27
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④
債
務
残
高
の
状
況

28

○
地
方
債
現
在
高
の
状
況
－
将
来
の
長
期
債
務
は
ど
の
程
度
あ
る
か

地
方
債
を
発
行
し
て
借
り
入
れ
た
債
務
の
残
高
。
主
に
施
設
建
設
な
ど
に
と

も
な
う
建
設
地
方
債
と
も
っ
ぱ
ら
財
源
確
保
の
た
め
の
特
例
的
な
地
方
債

（
臨
時
財
政
対
策
債
等
）
な
ど
か
ら
構
成
さ
れ
る
。

自
治
体
の
将
来
の
財
政
運
営
の
行
く
末
を
占
う
上
で
重
要
な
債
務
残
高

－ 85 －



自
治
体
財
政
を
診
断
す
る
Ⅱ

類
似
団
体
比
較
表
の
見
方

29
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類
似
団
体
比
較
で
「
並
み
」
か
ど
う
か

•「
財
政
状
況
資
料
集
」
：
主
に
類
似
団
体
比
較
に
関
す
る
資
料
で
あ
る

•類
似
団
体
：
都
道
府
県
は
財
政
力
指
数
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
平
均
値
、
市
町
村
で

は
、
政
令
市
、
中
核
市
、
施
行
時
特
例
市
に
つ
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
の
平
均
値
、

そ
の
他
の
市
町
村
は
人
口
と
産
業
構
造
に
も
と
づ
く
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
平
均
値
で

比
較

•つ
ま
り
、
類
似
の
自
治
体
平
均
と
比
べ
た
特
徴
が
わ
か
る

30
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31
（
資
料
）
総
務
省
「
財
政
状
況
資
料
集

令
和
3年

度
」
よ
り
抜
粋

類
似
団
体
の
類
型

Ⅱ
ー
2

過
去
5年

間
の
推
移

赤
の
折
れ
線
が
当
該
団
体
、
青
は
類
似
団
体
平
均

右
側
に
は
類
似
団
体
順
位
や
全
国
・
県
平
均
も
記
載

自
治
体
担
当
者
の
解
説
も
注
目

－ 88 －



32
（
資
料
）
同
上
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自
治
体
の
財
政
状
況
（
強
み
、

弱
み
）
を
見
て
み
よ
う

類
似
団
体
比
較
を
活
用
す
る

33
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山
梨
県
市
川
三
郷
町
で
は
こ
の
よ
う
な
財
政
危
機

宣
言
が
出
さ
れ
ま
し
た
（
20
23
年
9月
）

34

町
は
経
常
収
支
比
率
の
水
準
を
財
政
危
機
の
根
拠
と
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
場
合
、
組
合
側
が
指
標
に
つ
い
て
知
ら
な
い
と
か
な
り
不
利

（
資
料
）
市
川
三
郷
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

－ 91 －



町
に
お
け
る
人
件
費
の
状
況
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る

•
市
川
三
郷
町
で
は
財
政
再
建
を
理
由
に
、
２
年
間
に
わ
た
り
２
０
２
３
年
度
の
人
勧
適

用
を
凍
結
し
ま
し
た
。
給
与
カ
ッ
ト
は
回
避
し
た
と
は
い
え
、
市
川
三
郷
町
財
政
に
お

け
る
人
件
費
の
負
担
は
ど
の
程
度
か
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
類
似
団

体
比
較
表
を
用
い
て
人
件
費
を
中
心
に
チ
ェ
ッ
ク
し
て
み
ま
し
ょ
う

•
分
析
対
象
は

20
21
年
度
（
令
和

3年
度
）
決
算
、
練
習
表
で
町
と
類
似
団
体
平
均
の

数
字
を
記
入

•
作
業

1
市
町
村
財
政
比
較
分
析
表
で
赤
枠
線
の
４
つ
の
指
標

•
作
業

2
市
町
村
経
常
経
費
分
析
表
で
６
つ
の
項
目
を
比
較

•
人
件
費
関
連
の
指
標
・
項
目
が
類
似
団
体
を
上
回
っ
て
い
る
か
ど
う
か
確
認

•
経
常
経
費
に
つ
い
て
は
ど
の
項
目
が
類
似
団
体
を
上
回
っ
て
い
る
も
の
を
確
認
。
財

政
負
担
の
要
因
の
可
能
性
が
あ
る
。
な
ぜ
上
回
っ
て
い
る
か

35
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お
わ
り
に
・
・

•
組
合
側
が
財
政
を
知
っ
て
い
る
か
ど
う
か
で

当
局
の
対
応
が
違
っ
て
き
ま
す
。
客
観
的

デ
ー
タ
に
も
と
づ
き
、
組
合
と
し
て
財
政
の

現
状
を
分
析
し
て
臨
み
ま
し
ょ
う

•
議
員
が
財
政
に
詳
し
い
と
、
当
局
か
ら
提
供

さ
れ
る
情
報
・
資
料
が
よ
り
有
力
な
も
の
に

な
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
会
派
を
超
え

て
頼
ら
れ
る
存
在
に
も
な
る
可
能
性
が
あ
り

ま
す

•
コ
ロ
ナ
禍
を
経
て
財
政
が
大
き
く
変
動
し
て

お
り
、
無
駄
な
事
業
が
行
わ
れ
て
い
る
可
能

性
が
あ
り
ま
す
。
少
な
く
と
も
こ
こ
数
年
は

財
政
分
析
が
必
須
で
す

36
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参
考
資
料
Ⅰ

主
な
歳
入
、
歳
出
項
目
の
解
説

37
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地
方
税

地
方
税
法
に
根
拠
を
も
つ
。
同
法
で
税
目
や
課
税
標
準
（
何
を
基
準
に
税
率
を
か
け
る
か
）
、
標
準
税
率
（
通
常
課
す
べ
き
税
率
）

な
ど
が
規
定
さ
れ
、
こ
れ
を
も
と
に
自
治
体
の
条
例
に
基
づ
い
て
課
税
す
る
。
都
道
府
県
と
市
町
村
で
は
税
収
の
構
造
は
大
き
く
異

な
る

地
方
特
例
交
付
金

国
の
減
税
政
策
な
ど
に
よ
り
地
方
税
収
の
減
収
な
ど
が
生
じ
た
場
合
の
財
源
補
て
ん

地
方
譲
与
税
等

地
方
譲
与
税

国
税
と
し
て
課
税
し
、
そ
の
一
部
ま
た
は
全
額
を
客
観
的
な
基
準
で
都
道
府
県
ま
た
は
市
町
村
に
配
分
さ
れ
る
。
自
動
車
等
お
よ
び

燃
料
課
税
関
連
（
地
方
揮
発
油
譲
与
税
・
石
油
ガ
ス
譲
与
税
・
自
動
車
重
量
譲
与
税
・
航
空
機
燃
料
譲
与
税
）
、
法
人
課
税
関
連

（
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
）
、
そ
の
他
（
森
林
環
境
譲
与
税
、
特
別
と
ん
譲
与
税
）
が
あ
る
。
い
ず
れ
も
各
譲
与
税
法
に
根
拠
を
も

つ ＊
20
18
年
度
決
算
段
階
で
は
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
で
は
な
く
「
地
方
法
人
特
別
譲
与
税
」
、
森
林
環
境
譲
与
税
は
含
ま
れ
な
い

都
道
府
県
税
交
付
金

都
道
府
県
税
と
し
て
課
税
し
、
そ
の
一
部
を
客
観
的
な
基
準
で
配
分
す
る
。
地
方
消
費
税
交
付
金
、
自
動
車
取
得
税
交
付
金
、
株
式

等
譲
渡
所
得
割
交
付
金
な
ど
が
あ
る
。
こ
の
う
ち
地
方
消
費
税
交
付
金
の
市
町
村
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
高
い

38
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地
方
交
付
税

一
定
水
準
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
上
で
、
そ
の
自
治
体
の
税
収
で
は
足
り
な
い
分
を
、
国
が
定
め
た
客
観
的
な
算
定
式
に
基
づ
き
交

付
す
る
。
地
方
交
付
税
法
に
根
拠
を
も
つ

国
庫
支
出
金
（
国
庫
補
助
負
担
金
）

国
の
法
令
や
予
算
に
も
と
づ
き
、
個
別
事
業
費
の
一
定
割
合
あ
る
い
は
定
額
を
国
が
負
担
す
る
財
源
。
「
・
・
負
担
金
」
「
・
・
補
助
金
」

「
・
・
交
付
金
」
な
ど
の
名
称
が
つ
く

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
の
特
別
定
額
給
付
金
（
10
万
円
）
は
全
額
国
庫
補
助
金

都
道
府
県
支
出
金

都
道
府
県
か
ら
市
町
村
へ
移
転
さ
れ
る
特
定
財
源
。
国
の
法
令
に
も
と
づ
き
義
務
的
に
負
担
す
る
も
の
（
例
：
児
童
手
当
や
保
育
所
運
営
費

等
）
や
都
道
府
県
独
自
の
も
の
が
あ
る

地
方
債

自
治
体
が
1年

を
超
え
て
行
う
借
入
。
地
方
財
政
法
に
も
と
づ
き
施
設
建
設
、
貸
付
金
な
ど
の
事
業
の
財
源
と
し
て
限
定
的
に
地
方
債
の
発

行
が
認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
現
在
は
財
源
補
て
ん
を
目
的
と
す
る
「
臨
時
財
政
対
策
債
」
と
い
う
特
例
地
方
債
が
発
行
さ
れ
て
い
る
。
借
入

資
金
に
は
政
府
資
金
や
民
間
金
融
機
関
資
金
な
ど
が
あ
る
。
な
お
、
毎
年
度
、
国
が
策
定
す
る
地
方
債
計
画
に
よ
り
発
行
総
額
が
決
め
ら
れ
、

そ
の
上
で
各
自
治
体
の
地
方
債
の
発
行
に
際
し
国
と
の
協
議
を
要
す
る

そ
の
他

使
用
料
・
手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
付
金
、
基
金
の
取
り
崩
し
な
ど
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総
務
費

人
事
、
企
画
、
財
政
、
戸
籍
、
統
計
や
交
通
安
全
な
ど
の
経
費

民
生
費

高
齢
者
・
子
ど
も
・
障
が
い
者
・
生
活
保
護
等
の
社
会
保
障
関
連
経
費

都
道
府
県
は
後
期
高
齢
者
医
療
や
介
護
保
険
（
老
人
福
祉
費
）
会
計
、
障
が
い
者
福
祉
や
国
民
健
康
保
険
（
社
会

福
祉
費
）
会
計
へ
の
支
出
。
市
町
村
は
生
活
保
護
（
市
）
、
児
童
手
当
、
児
童
扶
養
手
当
、
保
育
所
運
営
費
等
、

障
が
い
者
福
祉
、
国
民
健
康
保
険
（
社
会
福
祉
費
）
会
計
へ
の
支
出
な
ど
の
割
合
が
高
い

衛
生
費

母
子
保
健
、
廃
棄
物
処
理
、
公
害
対
策
な
ど
の
事
業
。
水
道
事
業
会
計
、
病
院
事
業
会
計
な
ど
保
健
衛
生
関
連
の

公
営
事
業
会
計
へ
の
支
出
な
ど
の
経
費

農
林
水
産
業
費

農
業
・
林
業
・
水
産
業
振
興
の
事
業
に
要
す
る
経
費

商
工
費

商
工
業
振
興
、
観
光
振
興
な
ど
の
事
業
に
要
す
る
経
費
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土
木
費

道
路
、
公
園
や
区
画
整
理
な
ど
の
事
業
に
要
す
る
経
費
や
下
水
道
会
計
へ
の
支
出

な
ど

都
道
府
県
で
は
道
路
橋
り
ょ
う
費
、
市
町
村
で
は
都
市
計
画
費
の
割
合
が
高
い

教
育
費

学
校
教
育
、
生
涯
学
習
、
ス
ポ
ー
ツ
振
興
な
ど
の
事
業
に
要
す
る
経
費

都
道
府
県
は
義
務
教
育
関
連
（
小
・
中
学
校
、
教
育
総
務
費
）
や
高
等
学
校
関
連

の
支
出
。
市
町
村
は
義
務
教
育
関
連
の
施
設
整
備
、
運
営
費
（
小
・
中
学
校
）
、

給
食
関
連
人
件
費
や
体
育
施
設
整
備
費
（
保
健
体
育
費
）
。
公
民
館
、
博
物
館
、

図
書
館
等
の
建
設
や
運
営
費
（
社
会
教
育
費
）
の
支
出
な
ど
の
割
合
が
高
い

公
債
費

地
方
債
な
ど
の
借
入
金
の
元
利
償
還
費

そ
の
他

議
会
費
、
警
察
費
（
都
道
府
県
）
、
消
防
費
（
市
町
村
）
な
ど
が
含
ま
れ
る
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人
件
費

職
員
給
与
・
退
職
手
当
、
議
員
報
酬
な
ど
が
含
ま
れ
る
。
都
道
府
県
は
警
察
官
、

義
務
教
育
教
職
員
な
ど
の
人
件
費
を
含
む
た
め
相
対
的
に
高
い
割
合
と
な
っ
て
い

る 扶
助
費

民
生
費
の
う
ち
生
活
保
護
、
児
童
福
祉
、
障
が
い
者
福
祉
、
高
齢
者
福
祉
な
ど
の

サ
ー
ビ
ス
支
出
や
現
金
給
付
な
ど
が
含
ま
れ
る
（
介
護
保
険
事
業
会
計
な
ど
の
別

会
計
へ
の
支
出
は
別
項
目
）
。
福
祉
行
政
の
役
割
を
担
う
市
町
村
の
支
出
が
都
道

府
県
を
大
き
く
上
回
る

公
債
費

目
的
別
歳
出
と
同
じ

普
通
建
設
事
業
費

道
路
の
新
設
や
保
育
所
・
小
中
学
校
の
改
築
な
ど
の
建
設
事
業
に
要
す
る
費
用
。

災
害
復
旧
事
業
を
含
め
て
「
投
資
的
経
費
」
と
呼
ん
で
い
る
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そ
の
他
の
経
費

•補
助
費
等

個
人
や
団
体
へ
の
支
出
、
下
水
道
や
公
立
病
院
な
ど
の
地
方
公
営
企
業
会

計
の
一
部
へ
の
支
出
。
都
道
府
県
か
ら
市
町
村
向
け
の
税
交
付
金
（
地
方

消
費
税
交
付
金
な
ど
）
の
財
源
移
転
が
含
ま
れ
る
。
税
交
付
金
支
出
を
含

む
都
道
府
県
の
金
額
が
大
き
い

•繰
出
金

市
町
村
が
担
う
介
護
保
険
、
国
民
健
康
保
険
な
ど
の
特
別
会
計
へ
の
支
出

金
額
は
都
道
府
県
を
大
き
く
上
回
る

•物
件
費

自
治
体
行
政
を
行
う
た
め
の
内
部
管
理
費
。
民
間
委
託
料
や
臨
時
職
員
の

賃
金
、
旅
費
な
ど
が
含
ま
れ
る
。
市
町
村
の
支
出
が
大
き
く
上
回
る

•維
持
補
修
費

公
共
施
設
や
道
路
等
維
持
補
修
に
要
す
る
経
費
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参
考
資
料
Ⅱ

市
川
三
郷
町
の
財
政
状
況
説
明
の
検
証
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45
（
資
料
）
市
川
三
郷
町
「
財
政
非
常
事
態
宣
言
」
資
料
よ
り
抜
粋
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市
川
三
郷
町
は
町
税
の
減
収
だ
け
で
危
機
を
説
明
し

て
い
る
が
・
・
一
般
財
源
だ
と
見
え
方
が
違
う

46

5,
60

0,
00

0

5,
80

0,
00

0

6,
00

0,
00

0

6,
20

0,
00

0

6,
40

0,
00

0

6,
60

0,
00

0

6,
80

0,
00

0

7,
00

0,
00

0

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

市
川
三
郷
町
の
一
般
財
源
の
推
移
（
臨
財
債
含
む
）

町
が
比
較
す
る
20
08
年
度
と
20
21
年
度
の
一

般
財
源
を
み
る
と
逆
に
増
え
て
い
る
。
底
と
な

る
20
19
年
度
で
も
ほ
ぼ
同
水
準

最
大
と
最
小
で
も
マ
イ
ナ
ス
10
％
弱

（
資
料
）
前
掲

市
川
三
郷
町
デ
ー
タ
と
市
の
資
料
よ
り
抜
粋

（
資
料
）
同
上
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億 円

基
準
財
政
需
要
額
（
臨
時
財
政
対
策
債
含
む
実
質
額
）

合
併
算
定
替
終
了
で
交
付
税
が
減
っ
た
と
説
明
し
て

い
る
が
・
・

47
（
資
料
）
前
掲

市
川
三
郷
町
決
算
カ
ー
ド
よ
り
作
成

（
資
料
）
同
上

20
06
年
度
」
合
併
前
年
度
の
旧
３
町
の
需
要
額
の
合
算

20
19
年
度
：
合
併
算
定
替
の
な
い
場
合
の
需
要
額

20
21
年
度
：
合
併
算
定
替
終
了
後
の
需
要
額
（
交
付
税
の
追
加

交
付
の
特
殊
事
情
を
含
む
）

合
併
の
特
例
算
定
が
終
了
が
交
付
税
の
減
少
の
理
由
と
は
な
ら
な
い

「 理 論 上 」 と い う の が 落 と し 穴
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％
(

％
)

　
　

　
４

．
人

口
に

つ
い

て
は

、
調

査
対

象
年

度
の

1
月

1
日

現
在

の
住

民
基

本
台

帳
に

登
載

さ
れ

て
い

る
人

口
に

基
づ

い
て

い
る

。

 
 
 
 
 
 
５

.
 
面

積
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つ
い
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、
調

査
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象
年

度
の

1
0
月

1
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現
在

の
市

区
町

村
、

都
道

府
県

、
全

国
の

状
況

を
と

り
ま

と
め

た
「

全
国

都
道

府
県

市
区

町
村

別
面

積
調

」
（

国
土

地
理

院
）

に
よ

る
。

 
 
 
 
 
 
６

.
 
個

人
情

報
保

護
の

観
点

か
ら

、
対

象
と

な
る

職
員

数
が

1
人

又
は

2
人

の
場

合
、

「
給

料
月

額
(
百

円
)
」

及
び

「
一

人
当

た
り

平
均

給
料

月
額

(
百

円
)
」

を
「

ア
ス

タ
リ

ス
ク

(
＊

)
」

と
し

て
い

る
。

（
そ

の
他

、
数

値
の

な
い

欄
に

つ
い

て
は

、
す

べ
て

ハ
イ

フ
ン

(
-
)
と

し
て

い
る

。
）

9
8
.
9

9
5
.
0

純
固

定
資

産
税

（
注

）
１

．
普

通
建

設
事

業
費

の
補

助
事

業
費

に
は

受
託

事
業

費
の

う
ち

の
補

助
事

業
費

を
含

み
、

単
独

事
業

費
に

は
同

級
他

団
体

施
行

事
業

負
担

金
及

び
受

託
事

業
費

の
う

ち
の

単
独

事
業

費
を

含
む

。

 
 
 
 
 
 
２

．
東

京
都

特
別

区
に

お
け

る
基

準
財

政
収

入
額

及
び

基
準

財
政

需
要

額
は

、
特

別
区

財
政

調
整

交
付

金
の

算
出

に
要

し
た

値
で

あ
り

、
財

政
力

指
数

は
、

前
記

の
基

準
財

政
需

要
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び

基
準

財
政

収
入

額
に

よ
り

算
出

。
1
5

6
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３
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産
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は
分

母
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人
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総
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分

類
不

能
の

産
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い
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算
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.
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人

口
に

基
づ

い
て

い
る

。

 
 
 
 
 
 
５

.
 
面

積
に

つ
い

て
は

、
調

査
対

象
年

度
の

1
0
月

1
日

現
在

の
市

区
町

村
、

都
道

府
県

、
全

国
の

状
況

を
と

り
ま

と
め

た
「

全
国

都
道

府
県

市
区

町
村

別
面

積
調

」
（

国
土

地
理

院
）

に
よ

る
。

 
 
 
 
 
 
６

.
 
個

人
情

報
保

護
の

観
点

か
ら

、
対

象
と

な
る

職
員

数
が

1
人

又
は

2
人

の
場

合
、

「
給

料
月

額
(
百

円
)
」

及
び

「
一

人
当

た
り

平
均

給
料

月
額

(
百

円
)
」

を
「

ア
ス

タ
リ

ス
ク

(
＊

)
」

と
し

て
い

る
。

（
そ

の
他

、
数

値
の

な
い

欄
に

つ
い

て
は

、
す

べ
て

ハ
イ

フ
ン

(
-
)
と

し
て

い
る

。
）

9
9
.
8

9
9
.
1

純
固

定
資

産
税

（
注

）
１

．
普

通
建

設
事

業
費

の
補

助
事

業
費

に
は

受
託

事
業

費
の

う
ち

の
補

助
事

業
費

を
含

み
、

単
独

事
業

費
に

は
同

級
他

団
体

施
行

事
業

負
担

金
及

び
受

託
事

業
費

の
う

ち
の

単
独

事
業

費
を

含
む

。

 
 
 
 
 
 
２

．
東

京
都

特
別

区
に

お
け

る
基

準
財

政
収

入
額

及
び

基
準

財
政

需
要

額
は

、
特

別
区

財
政

調
整

交
付

金
の

算
出

に
要

し
た

値
で

あ
り

、
財

政
力

指
数

は
、

前
記

の
基

準
財

政
需

要
額

及
び

基
準

財
政

収
入

額
に

よ
り

算
出

。
2

6
,
4
6
4
,
4
2
7

保
険

給
付

費
3
8
6

(
％
)

]

　
　

　
３

．
産

業
構

造
の

比
率

は
分

母
を

就
業

人
口

総
数

と
し

、
分

類
不

能
の

産
業

を
除

い
て

算
出

。

市
町

村
民

税
9
9
.
6

9
9
.
3

9
9
.
6

9
9
.
3

歳
出

合
計

9
8
,
7
2
9
,
4
1
1

1
0
0
.
0

6
0
,
7
7
6
,
6
7
9

6
2
,
9
6
8
,
7
6
3

千
円

そ
の

他
9
9
.
7

9
8
.
9

合
計

9
9
.
7

9
9
.
2

9
9
.
7

9
9
.
2

災
害

復
旧

事
業

費
1
,
3
7
7
,
3
5
9

1
.
4

2
3
8
,
8
8
3

及
び

臨
時

財
政

対
策

債
除

く
)

保
険

税
(
料

)
収

入
額

1
1
8

現 年
・

計
失

業
対

策
事

業
費

-
-

-
歳

入
一

般
財

源
等

国
民

健
康

保
険

2
,
3
0
8
,
1
1
3

国
庫

支
出

金
-

病
院

3
4
0
,
4
4
8

被
保

険
者

数
(

人
)

4
6
,
5
9
4

徴 収 率

[

交
通

1
8
8
,
7
2
4

被
保
険
者

１
人
当
り
{

2
,
1
8
4
,
7
4
7

経
常

収
支

比
率

下
水

道
2
,
8
3
3
,
6
1
0

収
益

事
業

収
入

-
-

内 　 訳

う
ち

補
助

4
,
5
2
9
,
7
3
9

4
.
6

3
5
7
,
3
4
5

9
5
.
9

1
0
1
.
5

加
入

世
帯

数
(

世
帯

)
2
8
,
6
8
3

土
地

開
発

基
金

現
在

高
3
,
0
9
3
,
6
3
2

3
,
0
9
0
,
7
7
1

う
ち

単
独

5
,
0
7
2
,
2
2
4

5
.
1

1
,
7
5
1
,
7
5
5

(
減

収
補

 
債

(
特

例
分

)

6
,
3
8
2
,
0
0
1

う
ち

人
件

費
1
4
3
,
5
6
9

0
.
1

1
4
3
,
5
6
9

5
1
,
4
4
3
,
6
6
0

千
円

公 営 事 業 等 へ の

繰 出

合
計

1
2
,
5
1
2
,
5
8
9

会 計 の 状 況

国 民 健 康 保 険 事 業

実
質

収
支

1
6
8
,
4
1
2

再
差

引
収

支
-
1
8
6
,
4
1
4

上
水

道
3
7
7
,
2
6
7

実
質

的
な

も
の

2
,
1
7
4
,
1
8
5

1
,
4
2
4
,
6
3
3

普
通

建
設

事
業

費
9
,
9
3
6
,
2
9
6

1
0
.
1

投
資

的
経

費
1
1
,
3
1
3
,
6
5
5

1
1
.
5

2
,
4
2
3
,
6
3
0

経
常

経
費

充
当

一
般

財
源

等
計

そ
の

他

4
8
8
,
8
1
1

前
年

度
繰

上
充

用
金

-
-

-
歳

出
合

計
9
8
,
7
2
9
,
4
1
1

1
0
0
.
0

9
,
9
3
6
,
2
9
6

1
,
7
0
1
,
0
5
7

1
,
7
0
1
,
0
5
7

-
-

債
務

負
担

行
為

額
（

支
出

予
定

額
）

物
件

等
購

入

6
0
,
7
7
6
,
6
7
9

保
証

・
補

償

4
8
8
,
8
1
1

9
,
2
4
2
,
5
1
7

投
資

・
出

資
金

・
貸

付
金

9
8
0
,
4
6
2

1
.
0

4
4
,
0
4
9

2
5
7

0
.
0

前
年

度
繰

上
充

用
金

-
-

9
,
2
7
3
,
4
6
6

積
立

金
1
,
2
8
0
,
7
6
3

1
.
3

6
2
7
,
5
6
4

-
-
諸

支
出

金
1
8
8
,
7
2
4

0
.
2

-
1
8
8
,
7
2
4

地
方

債
現

在
高

9
3
,
7
8
9
,
7
0
5

9
5
,
5
5
4
,
4
4
0

繰
出

金
8
,
7
6
2
,
7
7
2

8
.
9

7
,
1
7
4
,
6
4
3

6
,
7
6
6
,
8
5
7

1
2
.
6

公
債

費
9
,
3
0
1
,
6
0
5

9
.
4

1
0
,
2
6
7
,
3
1
4

う
ち

一
部

事
務

組
合

負
担

金
3
,
4
9
2
,
3
6
0

3
.
5

3
,
4
8
9
,
9
7
5

3
,
3
3
8
,
6
6
8

6
.
2

災
害

復
旧

費
1
,
3
7
7
,
3
5
9

1
.
4

6
,
6
4
6
,
2
5
8

2
,
6
2
7
,
4
2
9

7
,
0
6
7
,
9
6
1

積
立

金
現

在
高

財
調

6
,
8
1
1
,
8
1
9

-
2
3
8
,
8
8
3

減
債

6
,
5
3
9
,
9
4
5

-
9
,
0
3
7
,
7
5
1

特
定

目
的

9
,
2
3
4
,
5
1
0

補
助

費
等

1
1
,
2
1
3
,
6
0
9

1
1
.
4

9
,
6
6
6
,
0
9
5

5
,
8
7
2
,
6
6
4

1
0
.
9

教
育

費
1
0
,
5
0
0
,
1
5
6

1
0
.
6

2
,
9
9
7
,
2
9
0

5
,
6
5
2
,
0
2
1

実
質

公
債

費
比

率
(
％

)
2
.
3

2
.
6

維
持

補
修

費
1
,
8
1
5
,
5
7
3

1
.
8

1
,
5
3
7
,
8
4
0

1
,
5
3
7
,
8
4
0

2
.
9

消
防

費
3
,
9
4
1
,
8
3
0

4
.
0

2
3
9
,
2
6
8

3
,
6
1
1
,
9
5
8

将
来

負
担

比
率

(
％

)
-

-

物
件

費
1
1
,
0
1
7
,
2
7
5

1
1
.
2

8
,
4
0
8
,
2
2
0

6
,
9
8
9
,
7
2
3

1
3
.
0

土
木

費
8
,
4
4
8
,
9
0
6

8
.
6

-

(
義

務
的

経
費

計
)

5
2
,
3
4
5
,
3
0
2

5
3
.
0

3
0
,
8
9
4
,
6
3
8

3
0
,
2
7
6
,
3
1
9

5
6
.
4

商
工

費
連

結
実

質
赤

字
比

率
(
％

)
-

-

3
,
4
1
5

公
債

費
負

担
比

率
(
％

)
1
4
.
4

1
4
.
4

一
時

借
入

金
利

子
7
4
7

0
.
0

7
4
7

7
4
7

0
.
0

農
林

水
産

業
費

4
,
6
1
2
,
0
1
7

4
.
7

1
,
7
8
0
,
2
4
9

2
,
3
5
7
,
6
8
8

健 全 化

判 断 比 率

実
質

赤
字

比
率

2
,
5
2
0
,
8
7
3

2
.
6

9
3
,
9
1
1

1
,
4
5
5
,
1
7
1

(
％

)
-

5
8
0
,
5
2
3

0
.
6

5
6
4
,
0
9
6

5
6
4
,
0
9
6

1
.
1

労
働

費
5
9
,
9
1
5

0
.
1

-

4
7
1
,
8
9
4

1
7
,
1
8
7
,
5
7
0

財
政

力
指

数
0
.
6
5

0
.
6
5

内 訳

元
利

償
還

金
{

元
金

8
,
7
2
0
,
3
3
5

8
.
8

8
,
4
7
2
,
9
0
8

8
,
4
7
2
,
9
0
8

1
5
.
8

衛
生

費
8
,
0
2
2
,
7
6
0

8
.
1

5
7
5
,
4
0
9

6
,
2
1
9
,
8
9
9

実
質

収
支

比
率

(
％

)
2
.
4

2
.
2

利
子

公
債

費
9
,
3
0
1
,
6
0
5

9
.
4

9
,
0
3
7
,
7
5
1

9
,
0
3
7
,
7
5
1

1
6
.
8

民
生

費
3
8
,
9
3
9
,
4
9
2

3
9
.
4

-
5
6
2
,
5
6
5

標
準

税
収

入
額

等
3
4
,
5
2
2
,
9
1
7

3
4
,
3
2
7
,
3
4
5

扶
助

費
2
8
,
5
0
4
,
9
3
8

2
8
.
9

8
,
5
7
9
,
0
7
1

8
,
3
1
2
,
4
2
8

1
5
.
5

総
務

費
1
0
,
2
5
2
,
4
2
9

1
0
.
4

1
,
1
5
0
,
8
4
6

7
,
1
9
3
,
0
7
3

標
準

財
政

規
模

5
2
,
2
4
7
,
5
1
9

5
3
,
2
3
5
,
9
3
2

う
ち

職
員

給
9
,
1
8
5
,
8
3
7

9
.
3

8
,
3
0
0
,
7
0
6

-
-
議

会
費

5
6
3
,
3
4
5

0
.
6

2
6
,
7
8
5
,
2
5
6

人
件

費
1
4
,
5
3
8
,
7
5
9

1
4
.
7

1
3
,
2
7
7
,
8
1
6

1
2
,
9
2
6
,
1
4
0

充
当

一
般

財
源

等
基

準
財

政
需

要
額

4
1
,
7
8
3
,
8
1
7

4
0
,
7
4
8
,
0
5
0

性
質

別
歳

出
の

状
況

(
単

位
：

千
円

･
％

)
目

的
別

歳
出

の
状

況
(
単

位
：

千
円

･
％

)
区

分
令

和
元

年
度

(
千

円
)
平

成
３

０
年

度
(
千

円
)

区
分

決
算

額
構

成
比

充
当

一
般

財
源

等
経

常
経

費
充

当
一

般
財

源
等

経
常

収
支

比
率

区
分

決
算

額
(

Ａ
)

構
成

比
(
Ａ

)
の

う
ち

2
4
.
1

普
通

建
設

事
業

費

(
Ａ
)
の

基
準

財
政

収
入

額
2
6
,
9
0
6
,
0
6
8

う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
2
,
9
5
0
,
0
0
0

2
.
9

-
-

歳
入

合
計

1
0
0
,
9
2
1
,
4
9
5

1
0
0
.
0

5
0
,
7
0
1
,
3
3
6

1
0
0
.
0

地
方

債
6
,
9
5
5
,
6
0
0

6
.
9

-
-

う
ち

減
収

補
 

債
(
特

例
分

)
-

-
-

-

繰
越

金
2
,
4
3
1
,
6
3
8

2
.
4

-
-

諸
収

入
2
,
2
4
1
,
1
1
7

2
.
2

2
8
0
,
1
8
3

0
.
6

寄
附

金
1
,
1
0
2
,
0
8
6

1
.
1

-
-

繰
入

金
4
,
9
4
3
,
8
7
8

4
.
9

-
-

(
特

別
区

財
調

交
付

金
)

都
道

府
県

支
出

金
9
,
7
3
5
,
1
4
8

9
.
6

-
-

財
産

収
入

2
5
1
,
1
9
4

0
.
2

1
2
7
,
8
1
0

0
.
3

老
人

福
祉

×
中

学
校

×
議

会
議

員
3
4

2
4
.
0
4
.
0
1
 

5
,
5
3
0

国
有

提
供

交
付

金
-

-
-

-
合

計
3
0
,
9
4
4
,
9
5
3

1
0
0
.
0

5
7
6
,
4
9
9

伝
染

病
×

そ
の

他
○

国
庫

支
出

金
1
7
,
0
2
6
,
9
9
6

1
6
.
9

-
-
旧

法
に

よ
る

税
-

-
-

6
,
9
2
0

手
数

料
7
9
5
,
4
6
4

0
.
8

-
-

法
定

外
目

的
税

-
-

-
税

務
事

務
×

小
学

校
×

議
会

副
議

長
1

2
4
.
0
4
.
0
1
 

6
,
0
7
0

退
職

手
当

×
火

葬
場

○
教

育
長

1
3
0
.
0
1
.
0
1
 

6
,
1
1
1

使
用

料
9
3
0
,
3
5
0

0
.
9

1
0
1
,
9
4
0

0
.
2

水
利

地
益

税
等

-
-

-
事

務
機

共
同

×
常

備
消

防
×

議
会

議
長

1
2
4
.
0
4
.
0
1
 

分
担

金
・

負
担

金
1
,
1
1
2
,
3
9
8

1
.
1

-
-

都
市

計
画

税
1
,
3
5
2
,
6
7
5

4
.
4

-

市
区

町
村

長
1

3
0
.
0
1
.
0
1
 

9
,
3
5
1

0
.
1

事
業

所
税

-
-

-
非

常
勤

公
務

災
害

×
ご

み
処

理
○

副
市

区
町

村
長

2
3
0
.
0
1
.
0
1
 

7
,
3
8
0

一
人

当
た

り
平

均
給

料
（

報
酬

）
月

額
（

百
円

）
震

災
復

興
特

別
交

付
税

7
5

0
.
0

-
-

(
一

般
財

源
計

)
5
3
,
3
3
6
,
9
0
1

5
2
.
8

5
0
,
1
3
2
,
6
7
8

9
8
.
9

内 訳

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
5
8
,
7
2
5

0
.
1

5
8
,
7
2
5

入
湯

税
1
6
,
2
4
1

0
.
1

-
議

員
公

務
災

害
×

し
尿

処
理

○

-
ラ

ス
パ

イ
レ

ス
指

数
9
9
.
8

特
別

交
付

税
1
,
8
5
1
,
4
7
3

1
.
8

-
-
目

的
税

1
,
3
6
8
,
9
1
6

4
.
4

-
一

部
事

務
組

合
加

入
の

状
況

法
定

目
的

税
1
,
3
6
8
,
9
1
6

4
.
4

-
特

別
職

等
定

数
適

用
開

始
年

月
日

内 訳

普
通

交
付

税
1
4
,
7
7
2
,
3
5
6

1
4
.
6

1
4
,
7
7
2
,
3
5
6

2
9
.
1

法
定

外
普

通
税

-
-

臨
時

職
員

-
-

-

地
方

交
付

税
1
6
,
6
2
3
,
9
0
4

1
6
.
5

1
4
,
7
7
2
,
3
5
6

2
9
.
1

特
別

土
地

保
有

税
-

-
-

合
計

1
,
4
2
6

4
,
7
1
7
,
9
6
7

3
,
3
0
9

0
.
2

2
4
8
,
3
3
5

0
.
5

鉱
産

税
-

-
-

1
3
2

4
7
2
,
5
6
0

3
,
5
8
0

軽
自

動
車

税
減

収
補

 
特

例
交

付
金

4
,
5
4
9

0
.
0

4
,
5
4
9

0
.
0

市
町

村
た

ば
こ

税
1
,
5
5
1
,
2
7
4

5
.
0

-
教

育
公

務
員

一 般 職 員 等

一
般

職
員

4
0
.
5

-

1
6

5
5
,
0
9
7

3
,
4
4
4

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
臨

時
交

付
金

2
4
8
,
3
3
5

1
0
,
1
4
9

0
.
0

軽
自

動
車

税
7
0
4
,
8
7
5

2
.
3

-
財

源
超

過
×

う
ち

技
能

労
務

員

1
,
4
1
0

4
,
6
6
2
,
8
7
0

3
,
3
0
7

内 訳

個
人

住
民

税
減

収
補

 
特

例
交

付
金

1
9
4
,
2
9
5

0
.
2

1
9
4
,
2
9
5

固
定

資
産

税
1
2
,
5
3
5
,
1
2
3

0
.
4

う
ち

純
固

定
資

産
税

1
2
,
4
2
0
,
6
0
2

4
0
.
1

-
指

数
表

選
定

○
う

ち
消

防
職

員
-

-
-

自
動

車
税

減
収

補
 

特
例

交
付

金
1
0
,
1
4
9

0
.
0

8
6
3
,
5
6
8

2
.
8

1
4
3
,
7
5
7

近
畿

財
政

健
全

化
等

×

2
,
1
8
5
,
5
2
4

7
.
1

4
3
2
,
7
4
2

中
部

×
自

動
車

税
環

境
性

能
割

交
付

金
2
0
,
9
0
1

0
.
0

2
0
,
9
0
1

0
.
0

法
人

税
割

法
人

均
等

割

地
方

特
例

交
付

金
等

4
5
7
,
3
2
8

0
.
5

4
5
7
,
3
2
8

0
.
9

××
実

質
単

年
度

収
支

-
3
,
3
6
5
,
4
9
0

-
1
,
9
0
2
,
6
4
4

職
員

数
(
人

)
給

料
月

額
(

百
円

)
一

人
当

た
り

平
均

給
料

月
額

(
百

円
)

区
分

1
1
,
3
3
4
,
2
1
8

3
6
.
6

-
首

都

山
振

積
立

金
取

崩
し

額
3
,
7
7
0
,
0
0
0

1
,
7
8
0
,
0
0
0

自
動

車
取

得
税

交
付

金
8
7
,
3
9
5

0
.
1

8
7
,
3
9
5

0
.
2

所
得

割

内 訳

軽
油

引
取

税
交

付
金

-
-

-
-

○
個

人
均

等
割

4
0
1
,
4
5
5

1
.
3

○
繰

上
償

還
金

-
-

特
別

地
方

消
費

税
交

付
金

-
-

-
-

過
疎

-

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

3
5
,
3
9
3

0
.
0

3
5
,
3
9
3

0
.
1

市
町

村
民

税
1
4
,
7
8
4
,
7
6
5

4
7
.
8

5
7
6
,
4
9
9

-
8
8
4
,
3
3
9

地
方

消
費

税
交

付
金

4
,
2
7
8
,
1
6
4

4
.
2

4
,
2
7
8
,
1
6
4

8
.
4

法
定

普
通

税
2
9
,
5
7
6
,
0
3
7

9
5
.
6

5
7
6
,
4
9
9

旧
産

炭
×

積
立

金
3
1
4
,
5
0
5

7
6
1
,
6
9
5

-
普

通
税

2
9
,
5
7
6
,
0
3
7

9
5
.
6

5
7
6
,
4
9
9

低
開

発
○

単
年

度
収

支
9
0
,
0
0
5

翌
年

度
に

繰
越

す
べ

き
財

源
9
1
9
,
8
6
3

1
,
2
4
9
,
4
2
2

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
4
6
,
4
3
9

0
.
0

4
6
,
4
3
9

0
.
1

旧
工

特
×

実
質

収
支

1
,
2
7
2
,
2
2
1

1
,
1
8
2
,
2
1
6

歳
出

総
額

9
8
,
7
2
9
,
4
1
1

9
7
,
9
4
2
,
5
7
5

利
子

割
交

付
金

2
7
,
7
7
9

0
.
0

2
7
,
7
7
9

0
.
1

歳
入

歳
出

差
引

2
,
1
9
2
,
0
8
4

2
,
4
3
1
,
6
3
8

地
方

譲
与

税
7
2
6
,
8
2
0

0
.
7

7
2
6
,
8
2
0

1
.
4

市
町

村
税

の
状

況
(
単

位
：

千
円

・
％

)
指

定
団

体
等

の
指

定
状

況
収 支 状 況

配
当

割
交

付
金

8
7
,
8
2
5

0
.
1

8
7
,
8
2
5

0
.
2

区
分

収
入

済
額

構
成

比
超

過
課

税
分

旧
新

産
×

分
離

課
税

所
得

割
交

付
金

-
-

-

区
分

決
算

額
構

成
比

経
常

一
般

財
源

等
構

成
比

1
9
.
3

区
分

令
和

元
年

度
(
千

円
)
平

成
３

０
年

度
(
千

円
)

第
３

次
8
1
,
5
2
0

7
9
,
8
2
5

7
3
.
8

歳
入

総
額

1
0
0
,
9
2
1
,
4
9
5

地
方

税
3
0
,
9
4
4
,
9
5
3

3
0
.
7

2
9
,
5
9
2
,
2
7
8

5
8
.
4

7
4
.
6

1
0
0
,
3
7
4
,
2
1
3

6
.
1

7
.
0

佐
賀
県

佐
賀
市

第
２

次
2
1
,
1
5
6

2
0
,
7
2
9

1
9
.
2

歳
入

の
状

況

決
算

状
況

面
積

4
3
1
.
8
4

k
㎡

平
3
1
.

1
.

1
2
3
3
,
4
1
8

人
2
3
1
,
6
1
3

人

人
口

密
度

5
4
7

人
増

減
率

-
0
.
4
 

％
-
0
.
5
 

％

団
体

名
市

町
村

類
型

施
行
時
特
例
市

-
0
.
5
 

％
令

2
.

1
.

1
2
3
2
,
4
7
6

人
2
3
0
,
5
1
7

人
区

分
平
成
２
７
年
国
調

平
成
２
２
年
国
調

4
1

2
0
1
5

地
方

交
付

税
種

地
6
,
6
6
8

7
,
5
4
2

1
 
-
 
5

第
１

次

(
単

位
：

千
円

・
％

)

住
民

基
本

台
帳

人
口

う
ち

日
本

人
産

業
構

造
都

道
府

県
名

令
和

元
年

度
人 口

平
成

２
７

年
国

調
2
3
6
,
3
7
2

人
区

分
平

成
２

２
年

国
調

2
3
7
,
5
0
6

人

増
減

率

p
a
g
e
1

②
歳
入

税
収
内

訳

①
収
支
状
況

歳
出
（
目
的
別
）

歳
出
（
性
質
別
）

③ － ３ 経 常 収 支 比 率 内 訳

（ 財 政 指 標 ）

③
－

1
・

４
財

政
指

標
等

一
般

職
員
の

状
況

公
営

事
業

等
へ

の
繰

出
（

下
水

道
や

病
院

会
計

な
ど

へ
の

支
出

）
③

－
2
経

常
収

支
比

率
（

財
政

指
標

）

④
積

立
金

・
地

方
債

残
高

－ 107 －



（
4
）
-
1
 市
町
村
経
常
経
費
分
析
表

(普
通
会
計
決
算

)
山

梨
県

市
川

三
郷

町
令

和
3
年

度

経
常
収

支
比
率
の
分

析

人
口

う
ち

日
本

人

面
積

歳
入

総
額

歳
出

総
額

実
質

収
支

標
準

財
政

規
模

地
方

債
現

在
高

15
,1

96

14
,9

47

75
.1

8

9,
84

3,
8
85

9,
54

1,
2
02

20
9
,5

80

6,
07

1,
9
94

13
,
93

7,
2
56

人
(
R4
.
1.
1
現
在

)

人
(
R4
.
1.
1
現
在

)

ｋ
㎡

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

実
質

赤
字

比
率

連
結

実
質

赤
字

比
率

実
質

公
債

費
比

率

将
来

負
担

比
率

- -

11
.1

1
24
.
2

％ ％ ％ ％

市
町

村
類

型

(
年

度
毎

)

H2
9
  

Ⅳ
－

２
H3
0
  
Ⅳ

－
２

R0
1
  
Ⅳ

－
２

R0
2
  

Ⅲ
－

２
R0
3
  
Ⅲ

－
２

当
該

団
体

値

類
似
団
体
内
平
均
値

類
似
団
体
内
の

最
大
値
及
び
最
小
値

※
市
町
村
類
型
と
は
、
人
口
お
よ
び
産
業
構
造
等
に
よ
り
全
国
の
市
町
村
を
3
5の
グ
ル
ー
プ
に
分
類
し
た
も
の
で
あ
る
。
当
該
団
体
と
同
じ
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
団
体
を
類
似
団
体
と
言
う
。

※
人
口
に
つ
い
て
は
、
各
調
査
対
象
年
度
の
1
月
1
日
現
在
の
住
民
基
本
台
帳
に
登
載
さ
れ
て
い
る
人
口
に
基
づ
い
て
い
る
。

※
類
似
団
体
内
順
位
、
全
国
平
均
、
各
都
道
府
県
平
均
は
、
令
和
3年
度
決
算
の
状
況
で
あ
る
。
ま
た
類
似
団
体
が
存
在
し
な
い
場
合
、
類
似
団
体
内
順
位
を
表
示
し
な
い
。

人
件
費

類
似
団
体
内
順
位

31
/
6
8

全
国
平
均

2
5.

2
山
梨
県
平
均

2
2.

7

人
件
費
の
分
析
欄

類
似
団
体
、
全
国
平
均
及
び
県
平
均
を
下
回
っ
て
お
り
、
職
員
数
の
減

少
に
よ
り
前
年
度
か
ら
改
善
し
て
い
る
。

職
員
数
は
平
成
2
9
年
度
か
ら
の
5
年
間
で
1
名
減
少
し
て
い
る
が
、
会
計

年
度
任
用
職
員
を
含
め
た
職
員
数
の
適
正
管
理
に
つ
と
め
、
人
件
費
の

削
減
に
努
め
る
。

(%
)

60
.0

50
.0

40
.0

30
.0

20
.0

10
.0

4
3.
5

1
7.

4

2
3.
9

25
.9

2
3
.9

2
4
.0

2
4
.1

R
03

R
02

R
01

H
30

H
29

2
3.

1
24

.1

1
9
.0

1
8
.8

1
8
.5

物
件
費

類
似
団
体
内
順
位

5
7
/
68

全
国
平
均

1
3
.8

山
梨
県
平
均

1
3
.1

物
件
費
の
分
析
欄

類
似
団
体
平
均
、
全
国
市
町
村
平
均
、
県
内
平
均
を
い
ず
れ
も
上
回
る

結
果
と
な
っ
て
お
り
増
加
傾
向
に
あ
る
。

増
加
の
要
因
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
事
業
広
告
料
、
つ
む
ぎ
の
湯
清
掃
委

託
料
の
増
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

今
後
は
、
保
有
施
設
の
統
廃
合
を
進
め
、
物
件
費
の
削
減
を
進
め
て
い

く
。

(%
)

24
.0

21
.0

18
.0

15
.0

12
.0

9
.0

6
.0

3
.0

20
.9

7.
2

12
.9

1
3
.3

15
.2

1
5
.0

1
4
.8

R
03

R
0
2

R
01

H
3
0

H
29

15
.5

1
4
.1

11
.9

9.
8

8.
7

扶
助
費

類
似
団
体
内
順
位

32
/
6
8

全
国
平
均

1
2.

0
山
梨
県
平
均 8.
4

扶
助
費
の
分
析
欄

類
似
団
体
、
全
国
平
均
及
び
県
平
均
は
下
回
っ
て
い
る
。

引
き
続
き
、
適
正
な
審
査
及
び
給
付
等
の
実
施
、
町
単
独
施
策
に
つ
い

て
は
、
財
政
力
と
比
較
し
、
過
重
と
な
っ
て
い
な
い
か
等
の
検
討
を
し
て
い

く
。

(%
)

15
.0

12
.09.
0

6.
0

3.
0

0.
0

1
2.
3

1
.6

5
.8

6
.1

6
.9

6.
9

6.
7

R
03

R
02

R
01

H
30

H
29

5
.2

4
.8

5
.2

5.
4

6.
0

そ
の
他

類
似
団
体
内
順
位

6
1
/
68

全
国
平
均

1
2
.0

山
梨
県
平
均 9
.8

そ
の
他
の
分
析
欄

類
似
団
体
の
平
均
と
比
較
す
る
と
、
上
回
っ
て
い
る
状
況
で
あ
る
が
、
こ

れ
は
繰
出
金
が
類
似
団
体
と
比
較
し
て
多
い
た
め
で
あ
る
。

下
水
道
使
用
料
の
改
定
等
、
公
営
企
業
会
計
等
の
健
全
化
・
適
正
化

に
よ
り
、
普
通
会
計
の
負
担
額
を
減
ら
し
て
い
く
よ
う
に
努
め
る
。

(%
)

25
.0

20
.0

15
.0

10
.0

5
.0

0
.0

20
.0

2.
1

12
.5

1
3
.4

15
.2

1
5
.0

1
4
.9

R
03

R
0
2

R
01

H
3
0

H
29

17
.1

1
7
.7

18
.9

1
7
.8

1
8
.3

補
助
費
等

類
似
団
体
内
順
位

5
7
/
68

全
国
平
均

1
0
.2

山
梨
県
平
均

1
5
.3

補
助
費
等
の
分
析
欄

一
部
事
務
組
合
に
対
す
る
負
担
金
が
類
似
団
体
と
比
較
し
て
上
回
っ
て

い
る
こ
と
等
か
ら
、
類
似
団
体
平
均
、
全
国
市
町
村
平
均
、
県
内
平
均
を

い
ず
れ
も
上
回
る
結
果
と
な
っ
て
い
る
。

峡
南
医
療
セ
ン
タ
ー
企
業
団
へ
の
負
担
金
を
は
じ
め
と
し
た
、
一
組
へ

の
負
担
金
つ
い
て
も
繰
出
基
準
の
検
証
に
努
め
る
と
と
も
に
、
各
種
補
助

金
に
つ
い
て
は
補
助
金
等
審
査
委
員
会
に
よ
る
審
査
の
上
、
適
正
な
執

行
を
図
る
。

(%
)

30
.0

25
.0

20
.0

15
.0

10
.0

5
.0

0
.0

23
.2

4.
7

14
.4

1
5
.6

14
.4

1
3
.8

1
3
.8

R
03

R
0
2

R
01
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均
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7
山
梨
県
平
均

1
5.

7

公
債
費
の
分
析
欄

近
年
大
型
の
整
備
事
業
の
集
中
に
よ
り
地
方
債
現
在
高
が
増
加
し
た
影
響
で
、

地
方
債
の
元
利
償
還
金
が
膨
ら
ん
で
お
り
、
公
債
費
に
係
る
経
常
収
支
比
率
は

類
似
団
体
平
均
を
3
.9
ポ
イ
ン
ト
上
回
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
下
水
道
事
業
な
ど
の
公

営
企
業
債
の
元
利
償
還
金
に
係
る
も
の
な
ど
公
債
費
に
類
似
の
経
費
を
合
わ

せ
る
と
、
人
口
１
人
当
た
り
の
決
算
額
は
約
1.
6倍

と
な
っ
て
お
り
、
公
債
費
の
負

担
は
非
常
に
重
い
。
公
債
費
の
ピ
ー
ク
は
令
和
5年

度
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る

が
、
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
大
型
事
業
の
償
還
年
数
は
25
年
と
長
期
に
わ

た
る
た
め
、
地
方
債
の
新
規
発
行
抑
制
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
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以
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の
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常
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費
充
当
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般
財
源
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人
件
費
が
減
少
し
た
一
方
、
物
件
費
、

扶
助
費
、
補
助
費
、
繰
出
金
に
お
い
て
増
加
し
た
。

峡
南
医
療
セ
ン
タ
ー
企
業
団
へ
の
負
担
額
が
多
い
こ
と
や
学
校
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
整
備
に
よ
り
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
関
連
の
負
担
金
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
り
、
前
年
度
を
0
.5
ポ
イ
ン
ト
上
回
る
7
9
.4
％
と
な
っ
た
。
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3
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市

町
村

財
政

比
較

分
析

表
(普

通
会

計
決

算
)

山
梨
県

市
川
三

郷
町

令
和

3
年
度

人
口

う
ち

日
本

人

面
積

歳
入

総
額

歳
出

総
額

実
質

収
支

標
準

財
政

規
模

地
方

債
現

在
高

15
,1

96

14
,9

47

7
5.

18

9,
84
3
,8

85

9,
54
1
,2

02

20
9,
5
80

6,
07
1
,9

94

13
,9
37

,2
56

人
(
R4

.1
.1

現
在

)

人
(
R4

.1
.1

現
在

)

ｋ
㎡

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

実
質

赤
字

比
率

連
結

実
質

赤
字

比
率

実
質

公
債

費
比

率

将
来

負
担

比
率

- -

11
.1

12
4.
2

％ ％ ％ ％

市
町

村
類

型

(
年

度
毎

)

H2
9 
 
Ⅳ
－

２
H3
0
  

Ⅳ
－

２
R0
1
  

Ⅳ
－

２

R0
2 
 
Ⅲ
－

２
R0
3
  

Ⅲ
－

２

当
該

団
体

値

類
似

団
体

内
平

均
値

類
似

団
体

内
の

最
大

値
及

び
最

小
値

※
市

町
村

類
型

と
は

、
人

口
お

よ
び

産
業

構
造

等
に

よ
り

全
国

の
市

町
村

を
3
5の

グ
ル

ー
プ

に
分

類
し

た
も

の
で

あ
る

。
当

該
団

体
と

同
じ

グ
ル

ー
プ

に
属

す
る

団
体

を
類

似
団

体
と

言
う

。

※
令

和
4年

度
中

に
市

町
村

合
併

し
た

団
体

で
、

合
併

前
の

団
体

ご
と

の
決

算
に

基
づ

く
実

質
公

債
費

比
率

及
び

将
来

負
担

比
率

を
算

出
し

て
い

な
い

団
体

に
つ

い
て

は
、

グ
ラ

フ
を

表
記

し
な

い
。

※
充

当
可

能
財

源
等

が
将

来
負

担
額

を
上

回
っ

て
い

る
団

体
に

つ
い

て
は

、
将

来
負

担
比

率
の

グ
ラ

フ
を

表
記

し
な

い
。

※
「人

件
費

・物
件

費
等

の
状

況
」の

決
算

額
は

、
人

件
費

、
物

件
費

及
び

維
持

補
修

費
の

合
計

で
あ

る
。

た
だ

し
、

人
件

費
に

は
事

業
費

支
弁

人
件

費
を

含
み

、
退

職
金

は
含

ま
な

い
。

※
人

口
に

つ
い

て
は

、
各

調
査

対
象

年
度

の
1
月

1
日

現
在

の
住

民
基

本
台

帳
に

登
載

さ
れ

て
い

る
人

口
に

基
づ

い
て

い
る

。

※
類

似
団

体
内

順
位

、
全

国
平

均
、

各
都

道
府

県
平

均
は

、
令

和
3年

度
決

算
の

状
況

で
あ

る
。

ま
た

類
似

団
体

が
存

在
し

な
い

場
合

、
類

似
団

体
内

順
位

を
表

示
し

な
い

。

※
「定

員
管

理
の

状
況

」の
「人

口
1
,0

00
人

当
た

り
職

員
数

」
の

算
出

に
用

い
る

職
員

数
及

び
「給

与
水

準
（国

と
の

比
較

）
」の

「ラ
ス

パ
イ

レ
ス

指
数

」
に

つ
い

て
は

、
各

調
査

対
象

年
度

の
翌

年
の

地
方

公
務

員
給

与
実

態
調

査
に

基
づ

い
て

い
る

が
、

令
和

3
年

度
は

令
和

3
年

調
査

の
数

値
を

引
用

し
て

い
る

。

財
政

力

財
政

力
指

数
[0

.3
2
]

類
似

団
体

内
順

位
4
7/

6
8

全
国

平
均

0.
5
0

山
梨

県
平

均
0.

5
2

財
政

力
指

数
の

分
析

欄

人
口

減
少

や
全

国
平

均
を

上
回

る
高

齢
化

率
（
R

3
年

度
38

.0
%
）
に

加
え

、
町

内
に

中

心
と

な
る

産
業

が
な

い
こ

と
等

に
よ

り
財

政
基

盤
が

弱
い

た
め

、
地

方
交

付
税

等
の

財

源
に

依
存

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
。

財
政

力
指

数
は

、
経

年
比

較
す

る
と

横
ば

い
の

状
態

で
は

あ
る

が
、

類
似

団
体

、
全

国
平

均
及

び
県

平
均

を
下

回
っ

て
い

る
た

め
、

短
期

的
に

は
税

収
の

徴
収

率
の

向
上

等
、

中
長

期
的

に
は

税
源

の
涵

養
等

を
図

り
、

財
政

基
盤

を
強

化
す

る
必

要
が

あ
る

。
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比
率
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%]
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団

体
内

順
位
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均
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平

均
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.0

経
常

収
支

比
率

の
分

析
欄

人
件

費
及

び
物

件
費

の
経

常
経

費
充

当
一

般
財

源
の

増
加

に
よ

り
98

.1
％

と
類

似

団
体

平
均

を
上

回
っ

て
い

る
。

経
常

経
費

充
当

一
般

財
源

は
、

人
件

費
が

減
少

し
た

一
方

、
物

件
費

、
扶

助
費

、
補

助
費

、
繰

出
金

、
公

債
費

に
お

い
て

増
加

し
、

前
年

度

比
で

32
9
,2

6
3
千

円
（
5％

）
増

加
し

た
。

経
常

一
般

財
源

は
、

地
方

交
付

税
の

増
な

ど
に

よ
り

増
加

し
、

経
常

収
支

比
率

は

0
.8

ポ
イ

ン
ト

増
加

し
た

。
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当
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費
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等
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算
額

[1
9
0
,1

9
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]
類

似
団

体
内

順
位
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6
8

全
国

平
均
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5,

0
88

山
梨

県
平

均
16

7,
8
80

人
口

1人
当

た
り

人
件

費
・物

件
費

等
決

算
額

の
分

析
欄

類
似

団
体

平
均

に
比

べ
低

く
な

っ
て

い
る

が
、

全
国

平
均

・
県

平
均

を
上

回
っ

て
い

る

状
況

で
あ

る
。

人
件

費
に

つ
い

て
は

、
職

員
数

が
平

成
2
9年

度
か

ら
の

5年
間

で
1
名

減
少

し
て

い
る

た
め

減
少

し
た

。
今

後
も

会
計

年
度

任
用

職
員

を
含

め
た

職
員

数
の

適
正

管
理

が
必

要
で

あ
る

。

ま
た

、
本

町
は

中
山

間
地

域
に

位
置

し
、

集
落

が
分

散
し

て
い

る
た

め
、

効
率

性
の

面
で

悪
い

部
分

が
あ

る
。

今
後

は
適

切
な

施
設

数
の

検
討

や
、

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

な
ど

、
公

共
施

設
の

管
理

に
つ

い
て

検
討

を
進

め
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
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て
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、
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後

も
適
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準

に
な

る
よ

う
に

努
め

る
。
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当

た
り

職
員

数
の

分
析

欄

人
口

千
人

当
た

り
の

職
員

数
は

前
年

度
と

比
較

し
て

0
.2

1
人

増
加

し
た

が
、

高
校

新

設
に

伴
う

新
施

設
整

備
事

業
な

ど
新

規
事

業
の

実
施

の
た

め
、

近
年

、
採

用
数

を
増

加
さ

せ
て

お
り

、
類

似
団

体
、

全
国

平
均

及
び

県
平

均
を

上
回

る
状

況
と

な
っ

て
い

る
。

経
常

収
支

比
率

も
悪

化
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

た
め

、
今

後
は

新
規

職
員

の
採

用
抑

制
を

行
う

な
ど

、
よ

り
一

層
の

定
数

管
理

の
適

正
化

を
図

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
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欄
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年

の
普

通
建

設
事

業
費

の
増

加
に

伴
い

償
還

額
が

増
加

し
て

い
る

た
め

、
平

成

30
年

度
以

降
は

類
似

団
体

平
均

を
上

回
る

数
値

ま
で

悪
化

し
て

い
る

。

今
後

、
施

設
整

備
事

業
の

地
方

債
償

還
の

開
始

を
控

え
て

お
り

、
さ

ら
な

る
数

値
の

悪
化

が
見

込
ま

れ
る

。
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債
費

負
担

適
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化
計

画
に

則
り

、
適

正
化

に
努

め
る

。
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財政分析練習シート
作業

2021（令和3）年度決算 （時間に余裕があれば記入してみてください）
市川三郷町 類似団体平均 類似団体を上回っている要因（各分析欄参照）

財政構造の弾力性（経
常収支比率）

人口一人当たり人件
費・物件費等の状況

公債費負担の状況（実
質公債費比率）

定員管理の状況（人口
1000人当たりの職員
数）

人件費

扶助費

公債費

物件費

補助費等

その他

類
似
団
体
比
較
資
料

（
財
政
比
較
分
析
表
）

類
似
団
体
比
較
資
料
（
経
常
経
費
分
析
表
）

・2021年度決算の類似団体比較資料で、各指標や項目の市川三郷町（折れ線）と類似団体（点）の2021年度の数字を表
に記入
市川三郷町と類似団体のうち数値が大きい指標・項目については数字を○で囲む。時間があれば資料の分析欄をみて要
因を簡単に記入してみましょう
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当 面 の 闘 争 方 針（抜粋) 
 
 
  5. 地方自治・財政の確立と質の高い公共サービス改革の推進 
 
【第213回通常国会の取り組み】 
1. 第213回通常国会で審議が見込まれる
地方自治と自治体財政に関する重要関連
法案について、自治労協力国会議員等と
連携し、国会対策に取り組みます。とり
わけ、地方財政計画および地方交付税に
かかる関係法令改正と税制改正に関する
動向に注視し、地方行財政の充実にむけ
た対策に取り組みます。 

2. 岸田政権が掲げる定額減税政策は「税
収が増えたから返す」との発想に端を発
しており、徴収した税に対し具体的な政
策をもって還元するという政治の基本か
ら逸脱しています。こうした減税政策は
過去にも繰り返されてきましたが、その
経済的な効果には懐疑的にならざるを得
ません。しかも対象となる住民税は地方
自治体の基幹税であり、所得税は地方固
有の財源である地方交付税の原資でもあ
ります。これら地方の財源を利用した減
税政策は、「歳入の自治」に逆行するこ
とから反対の姿勢で臨みます。 

3. なおも減税政策が与党により強硬的に
実施される場合は、少なくとも自治体に
おける事務的・財源的負担が最小限にと
どまるよう、早期の情報提供も含め政党、
省庁対策を行います。 

4. 2023年度をもって個人住民税に1,000
円上乗せされていた東日本大震災による

復興特別税が廃止されるとともに、2024
年度から同額の森林環境税の徴収が始ま
ります。この機会を捉え、森林環境譲与
税の配分基準について、私有林人工林面
積や林業就業者数により重きを置くよう、
政府や各政党に求めます。 

 
【2024年度地方財政の確立と公共サービス
改革に対する取り組み】 

5. 政府は12月22日、2024年度政府予算案
を閣議決定し、地方一般財源総額につい
ては約62.7兆円（前年比、約0.6兆円増）
と前年を上回る水準が確保されています。
その収支見通しにおける地方公務員数に
ついても232.2万人と前年度より1.4万人
の増員が見込まれていることから、こう
した政府予算も背景としながら、公共
サービスの充実や人員確保にむけた取り
組みを進めます。 

6. とりわけ、地方財政の確立にむけて、
以下の通り取り組みます。 

 ① 本 部 
  ア 2024年度地方財政計画を検証し、

その課題について国会質疑などを通
じて追及します。また、2024年度の
地方一般財源総額については、政府
の「骨太方針2021」において、2021
年度の水準を確保することがすでに
明記されていますが、近年の地方に

＜資料１＞ 自治労第165回中央委員会議案 
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＜資料１＞ 自治労第165回中央委員会議案 
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おける財政需要の高まりを受け、今
後はより積極的な財源の確保に取り
組む必要があります。2024年骨太方
針への記載のあり方など含め、省
庁・国会対策を進めます。 

  イ 地方自治法第99条に基づく地方議
会での意見書採択と、地方交付税法
第17条の４に基づく交付税算定に関
する意見の申出にむけ、３月を目途
に「地方財政の充実・強化に関する
意見書モデル」を示します。 

  ウ 地方財政を基礎から学ぶ場として
の「地方財政セミナー」を２月２日
に、各県本部・単組、自治研セン
ターおよび自治体議員を対象とし、
東京において開催します。 

 ② 県本部・単組 
  ア 県本部・単組は2024年度の一般財

源総額が一定確保されていることを
踏まえ、財政難を理由とした人件費
の抑制や民間委託や指定管理者制度
導入などの提案がある場合は、その
根拠や妥当性の提示を自治体当局に
求めます。 

  イ 県本部は、地方自治法第99条に基
づく意見書採択および地方交付税法
第17条の４に基づく交付税算定に関
する意見申出を推進するため、地方
連合会や公務員連絡会構成組織との
連携を追求しながら、県、市長会、
町村会、各議長会などへの要請に取
り組みます。また単組は、意見書モ
デルをもとに６月議会での意見書採
択の取り組みを追求するとともに、
財政分析や交付税算定に関する当局
との意見交換等を実施します。 

  ウ 県本部は、本部や自治総研とも連
携しながら財政分析講座を開催し、
財政分析を労使交渉・協議に活かす
取り組みを進めます。 

 
【自治体ＤＸに対する取り組み】 
7. 2025年度末までに自治体における20の
基幹系業務システムを標準準拠システム
に移行することが求められているものの、
個々のシステム上の問題また人員不足等
の理由から、すでに移行が難しいと想定
される自治体が顕在化しています。移行
期を厳しくするあまり、ベンダー不足が
生じるといった悪循環も見られることか
ら、政府には移行期間についてより柔軟
に対応するよう求めます。 

8. また、ガバメントクラウド利用に伴う
移行後の運用コストが当初の想定を大幅
に上回るといった実態も浮き彫りになっ
ていることから、移行経費のみでなく、
運営費におけるかかり増し費用について
も財源を確保するなど、一層の自治体支
援策を講じるよう求めます。 

9. 政府は2024年12月２日までにマイナン
バーカードと健康保険証を一体化すると
していますが、医療職場における関連機
器の普及は低調です。現行の保険証を廃
止することで、どのような不具合や住民
への影響が想定されるか、引き続き関連
職場の状況を把握しながら、政府には拙
速な対応とならないよう求めます。 

 
【地方分権に関する取り組み】 
10. 第33次地方制度調査会はＤＸへの対応、
自治体間および公共私の連携、大規模な
災害や感染症のまん延等の事態における

－ 3 － 

「国の補充的な指示」などについての答
申を行いました。とくに「国の補充的な
指示」が恣意的に運用された場合、地方
自治を大きく後退させる可能性も危惧さ
れることから、これに関連する法制化の
動向を注視しつつ、あくまで限定的な運
用とすることや事後検証のルール化など
が担保されるよう、国会・省庁対策等を
行います。また、米軍普天間基地の辺野
古への移設計画をめぐって国が「代執行」
に踏み切ったことも踏まえ、地方分権に
逆行する動きに関しては警戒心をもって
対応していきます。 

 
【公契約条例制定・入札改革の取り組み】 
11. 公共サービスの質と公正労働基準の確
立にむけて、県本部・単組は地方連合会
などと連携して、賃金の下限や使用者の
支払い義務などを定めた公契約条例の制
定を自治体に要求します。本部は直近の
取り組み事例について情報収集し、その
共有化に努めます。 

12. 委託・指定管理職場で働く労働者の適
切な賃金・労働条件を確保するため、県
本部・自治体単組は、委託・指定企業の
民間単組と連携して、適切な人件費積算
や公正労働条件条項を含めた入札改革等
を自治体に求めます。 

 
【東日本大震災等からの復興にむけた取り
組み】 

13. 東日本大震災の被災地が復興に集中で
きる環境の整備にむけ、被災時からいま
だ残されている課題、また被災から10年
以上を経過し、新たに生じている課題な
どについて、関係県本部・単組と共有し、
省庁・国会対策等を進めます。 

 

【第40年次自治研活動の推進】 
14. 10月４～５日に島根県で開催する第40
回地方自治研究全国集会にむけて、下記
の通り取り組みます。 

 ① 自治研中央推進委員会は、全体集会
および分科会の企画について議論を進
め、具体的なプログラムを策定します。 

 ② 本部は、自治研の活用方法を学び合
える「しまね自治研・カウントダウン
セミナー」をオンラインにて開催し、
集会にむけた機運を高めていきます。 

 ③ 本部は、「月刊自治研」、自治研
ホームページ、ＳＮＳ等の充実をはか
り情報発信に努めます。単組・県本部
は、機関紙やＳＮＳなどさまざまな媒
体を活用し、自治研活動およびしまね
自治研のＰＲを行います。 

 ④ 県本部は単組オルグを行い、しまね
自治研へのレポート・論文の提出、お
よび集会参加を呼びかけます。あわせ
て、新たな自治研活動家や担い手の発
掘に取り組み、その活動を支援します。 

15. 本部は、地連単位での自治研活動を強
化・推進していくため、集会開催にかか
る費用の一部補助を行うとともに、講師
派遣を行うなど活性化にむけた支援を行
います。 

16. 本部は一般誌への広告掲載などを行い、
「月刊自治研」の販売促進に取り組みま
す。また、新たな読者層の獲得にむけて、
電子書籍の導入について検討を進めます。
単組・県本部は、未購読の自治体単組に
対して定期購読を呼びかけるとともに、
自治体組織内議員などを対象に購読拡大
をはかります。 

17. 第39年次自治研作業委員会がまとめる
地域交通に関する政策提言集について、
その活用と共有化をはかります。 
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踏まえ、財政難を理由とした人件費
の抑制や民間委託や指定管理者制度
導入などの提案がある場合は、その
根拠や妥当性の提示を自治体当局に
求めます。 

  イ 県本部は、地方自治法第99条に基
づく意見書採択および地方交付税法
第17条の４に基づく交付税算定に関
する意見申出を推進するため、地方
連合会や公務員連絡会構成組織との
連携を追求しながら、県、市長会、
町村会、各議長会などへの要請に取
り組みます。また単組は、意見書モ
デルをもとに６月議会での意見書採
択の取り組みを追求するとともに、
財政分析や交付税算定に関する当局
との意見交換等を実施します。 

  ウ 県本部は、本部や自治総研とも連
携しながら財政分析講座を開催し、
財政分析を労使交渉・協議に活かす
取り組みを進めます。 

 
【自治体ＤＸに対する取り組み】 
7. 2025年度末までに自治体における20の
基幹系業務システムを標準準拠システム
に移行することが求められているものの、
個々のシステム上の問題また人員不足等
の理由から、すでに移行が難しいと想定
される自治体が顕在化しています。移行
期を厳しくするあまり、ベンダー不足が
生じるといった悪循環も見られることか
ら、政府には移行期間についてより柔軟
に対応するよう求めます。 

8. また、ガバメントクラウド利用に伴う
移行後の運用コストが当初の想定を大幅
に上回るといった実態も浮き彫りになっ
ていることから、移行経費のみでなく、
運営費におけるかかり増し費用について
も財源を確保するなど、一層の自治体支
援策を講じるよう求めます。 

9. 政府は2024年12月２日までにマイナン
バーカードと健康保険証を一体化すると
していますが、医療職場における関連機
器の普及は低調です。現行の保険証を廃
止することで、どのような不具合や住民
への影響が想定されるか、引き続き関連
職場の状況を把握しながら、政府には拙
速な対応とならないよう求めます。 

 
【地方分権に関する取り組み】 
10. 第33次地方制度調査会はＤＸへの対応、

自治体間および公共私の連携、大規模な
災害や感染症のまん延等の事態における
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「国の補充的な指示」などについての答
申を行いました。とくに「国の補充的な
指示」が恣意的に運用された場合、地方
自治を大きく後退させる可能性も危惧さ
れることから、これに関連する法制化の
動向を注視しつつ、あくまで限定的な運
用とすることや事後検証のルール化など
が担保されるよう、国会・省庁対策等を
行います。また、米軍普天間基地の辺野
古への移設計画をめぐって国が「代執行」
に踏み切ったことも踏まえ、地方分権に
逆行する動きに関しては警戒心をもって
対応していきます。 

 
【公契約条例制定・入札改革の取り組み】 
11. 公共サービスの質と公正労働基準の確
立にむけて、県本部・単組は地方連合会
などと連携して、賃金の下限や使用者の
支払い義務などを定めた公契約条例の制
定を自治体に要求します。本部は直近の
取り組み事例について情報収集し、その
共有化に努めます。 

12. 委託・指定管理職場で働く労働者の適
切な賃金・労働条件を確保するため、県
本部・自治体単組は、委託・指定企業の
民間単組と連携して、適切な人件費積算
や公正労働条件条項を含めた入札改革等
を自治体に求めます。 

 
【東日本大震災等からの復興にむけた取り

組み】 
13. 東日本大震災の被災地が復興に集中で

きる環境の整備にむけ、被災時からいま
だ残されている課題、また被災から10年
以上を経過し、新たに生じている課題な
どについて、関係県本部・単組と共有し、
省庁・国会対策等を進めます。 

 

【第40年次自治研活動の推進】 
14. 10月４～５日に島根県で開催する第40
回地方自治研究全国集会にむけて、下記
の通り取り組みます。 

 ① 自治研中央推進委員会は、全体集会
および分科会の企画について議論を進
め、具体的なプログラムを策定します。 

 ② 本部は、自治研の活用方法を学び合
える「しまね自治研・カウントダウン
セミナー」をオンラインにて開催し、
集会にむけた機運を高めていきます。 

 ③ 本部は、「月刊自治研」、自治研
ホームページ、ＳＮＳ等の充実をはか
り情報発信に努めます。単組・県本部
は、機関紙やＳＮＳなどさまざまな媒
体を活用し、自治研活動およびしまね
自治研のＰＲを行います。 

 ④ 県本部は単組オルグを行い、しまね
自治研へのレポート・論文の提出、お
よび集会参加を呼びかけます。あわせ
て、新たな自治研活動家や担い手の発
掘に取り組み、その活動を支援します。 

15. 本部は、地連単位での自治研活動を強
化・推進していくため、集会開催にかか
る費用の一部補助を行うとともに、講師
派遣を行うなど活性化にむけた支援を行
います。 

16. 本部は一般誌への広告掲載などを行い、
「月刊自治研」の販売促進に取り組みま
す。また、新たな読者層の獲得にむけて、
電子書籍の導入について検討を進めます。
単組・県本部は、未購読の自治体単組に
対して定期購読を呼びかけるとともに、
自治体組織内議員などを対象に購読拡大
をはかります。 

17. 第39年次自治研作業委員会がまとめる
地域交通に関する政策提言集について、
その活用と共有化をはかります。 
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2023 年度補正予算の成立に関する談話 
 
１．11 月 29 日、参議院本会議において採決が行われ、与党および一部野党の賛
成により、2023 年度補正予算が成立した。その内容は物価高対策（2.5 兆円）、
所得の向上と地方の成長実現（1.3 兆円）、国内投資の拡大（3.4 兆円）、ＤＸ等
による社会変革対応（1.3 兆円）、防災・減災・国土強靭化等（4.3 兆円）など
からなり、約 13.1 兆円の追加歳出となる。これにより、政府与党が打ち出して
いる「総合経済対策」の財政的な裏付けもされたこととなり、定額減税による
「還元策」を含めると補正予算の規模はおよそ 17 兆円程度となる。 
 
２．年末の補正予算編成はここ数十年を見ても慣例化しているが、今年度の補正
については、コロナ禍に 30 兆円を超えるまでに膨らんできた補正規模を「平
時」に戻すといった観点からも注目されていた。コロナ禍前となる 2019 年度ま
での 5年間では概ね 1.7～3.6 兆円規模で推移しており、リーマン・ショックや
東日本大震災への対応においても 10 兆円程度だったことを踏まえれば、13 兆
円超となった今回の補正も、日本の財政状況からすれば極めて大きな歳出と言
える。 
 
３．また前年の 2022 年度 2次補正と比べると、物価高騰・賃上げ、円安を活か
した経済の強靭化、人や成長分野への投資、防災・減災・国土強靭化など、内
容は大きく変わらない。本来、補正予算には緊急性や想定外の事態への対応と
いう性格が求められるべきだが、前例踏襲的な傾向が強いとともに、そもそも
当初予算の編成時において予見すべき内容も含まれている。当初予算をより厳
格に見積もるとともに、常態化した補正予算のあり方を見直さない限り、規律
的な財政運営など期待することもできない。 
 
４．歳出内容については、物価高対策など緊急性を要するもの、また介護職員等
処遇改善や病床確保等にむけた新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
など一層充実すべきもの、自治体情報システム標準化の進捗を促すものなど、
納得性の高い項目もある。地方交付税交付金においては 7,820億円が計上され、
この経費は会計年度任用職員の賃金改善となる給与月額遡及原資にも充当され
ることが認められており、一定の評価に値する。 
 
５．しかし、毎年のように補正されている自衛隊関連の歳出について、8,080億
円と過去最大の予算が計上されており、半導体関連施策として基金の活用も含
め 2 兆円が計上されているが、補正予算により基金を積み増すことは果たして
緊急性のある歳出と言えるのか。これらの課題についても、本来国会において
徹底的な議論を尽くすべきだったのではないか。今回の補正予算が「足らず」
を埋めるものなのか、次年度予算を導くための布石なのか、その性格も明確で
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なく、こうした背景から立憲民主党がより多くの審議時間を求めたのに対し、
野党側の足並みは揃わず、十分な審議も尽くされずに成立に至ったことは、極
めて遺憾である。 
 
６．今補正予算の成立により、次年度の税制改革に基づく定額減税も実施が確定
的となった。この減税政策についても疑問符を付けざるを得ない。岸田首相の
発言も二転三転しているが、「税収が増えたから返す」という発想は、政府の無
策ぶりを露呈するものに他ならない。政府には税制を通じて集めた財源を用い、
公正・公平な再分配を行う役割が求められている。これは政策を通じてなされ
るものであり、物価高に対応するならば、速やかなインフレ対策を講じるべき
である。貯蓄志向が強いといわれる日本において、減税政策があまり有効に機
能しなかった例は、過去の政権の施策からも明らかである。しかも、今回の補
正予算 13.1 兆円のうち、8.9 兆円は公債により調達される。未来に負担を先送
りにし、現在の市民にのみ「還元」することは、世代間の著しい不均衡にもつ
ながる。 
 
７．また、減税の手法にも問題がある。所得税について 4万円、住民税について
1 万円とされているが、住民税は地方自治体の基幹税であり、所得税は地方固
有の財源である地方交付税の原資である。これら地方の財源を利用した減税政
策は、自治体がその役割と責任を果たすために必要な「歳入の自治」に逆行す
る。今後さらに増大する地方の財政需要に対応し、住民が安心して生活できる
地域のセーフティネットを確立するには、確固たる財源の確保が必要である。 
 
８．なお、補正予算成立後、国民民主党の求めに応じ、政府与党間においてガソ
リン税を引き下げる「トリガー条項」の発動が検討されることとなっている。
しかし、ガソリン税のうち、地方揮発油税と軽油引取税は地方財源であり、仮
にトリガー条項が発動されれば、地方税収は年 5,000 億円以上が減じると見込
まれる。これは一般財源に充てられているため、その影響は自治体運営全般に
対して生じる。国の責任において十分な補填がされるかといった地方における
懸念について、あえてここに示しておきたい。 
 
９．いずれにせよ、今補正予算および減税政策は、政権支持率が低迷する中でイ
メージ修復をねらった窮余の一策に過ぎない。自治労としては、少子・高齢化
や地域活性化、財政健全化など日本の将来を展望した責任ある財政政策の実行
を求めていく。 

 
2023 年 11 月 30 日 

全日本自治団体労働組合 
書記長 伊藤 功 
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2023 年度補正予算の成立に関する談話 
 
１．11 月 29 日、参議院本会議において採決が行われ、与党および一部野党の賛
成により、2023 年度補正予算が成立した。その内容は物価高対策（2.5 兆円）、
所得の向上と地方の成長実現（1.3 兆円）、国内投資の拡大（3.4 兆円）、ＤＸ等
による社会変革対応（1.3 兆円）、防災・減災・国土強靭化等（4.3 兆円）など
からなり、約 13.1 兆円の追加歳出となる。これにより、政府与党が打ち出して
いる「総合経済対策」の財政的な裏付けもされたこととなり、定額減税による
「還元策」を含めると補正予算の規模はおよそ 17 兆円程度となる。 
 
２．年末の補正予算編成はここ数十年を見ても慣例化しているが、今年度の補正
については、コロナ禍に 30 兆円を超えるまでに膨らんできた補正規模を「平
時」に戻すといった観点からも注目されていた。コロナ禍前となる 2019 年度ま
での 5年間では概ね 1.7～3.6 兆円規模で推移しており、リーマン・ショックや
東日本大震災への対応においても 10 兆円程度だったことを踏まえれば、13 兆
円超となった今回の補正も、日本の財政状況からすれば極めて大きな歳出と言
える。 
 
３．また前年の 2022 年度 2次補正と比べると、物価高騰・賃上げ、円安を活か
した経済の強靭化、人や成長分野への投資、防災・減災・国土強靭化など、内
容は大きく変わらない。本来、補正予算には緊急性や想定外の事態への対応と
いう性格が求められるべきだが、前例踏襲的な傾向が強いとともに、そもそも
当初予算の編成時において予見すべき内容も含まれている。当初予算をより厳
格に見積もるとともに、常態化した補正予算のあり方を見直さない限り、規律
的な財政運営など期待することもできない。 
 
４．歳出内容については、物価高対策など緊急性を要するもの、また介護職員等
処遇改善や病床確保等にむけた新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
など一層充実すべきもの、自治体情報システム標準化の進捗を促すものなど、
納得性の高い項目もある。地方交付税交付金においては 7,820億円が計上され、
この経費は会計年度任用職員の賃金改善となる給与月額遡及原資にも充当され
ることが認められており、一定の評価に値する。 
 
５．しかし、毎年のように補正されている自衛隊関連の歳出について、8,080億
円と過去最大の予算が計上されており、半導体関連施策として基金の活用も含
め 2 兆円が計上されているが、補正予算により基金を積み増すことは果たして
緊急性のある歳出と言えるのか。これらの課題についても、本来国会において
徹底的な議論を尽くすべきだったのではないか。今回の補正予算が「足らず」
を埋めるものなのか、次年度予算を導くための布石なのか、その性格も明確で

なく、こうした背景から立憲民主党がより多くの審議時間を求めたのに対し、
野党側の足並みは揃わず、十分な審議も尽くされずに成立に至ったことは、極
めて遺憾である。 
 
６．今補正予算の成立により、次年度の税制改革に基づく定額減税も実施が確定
的となった。この減税政策についても疑問符を付けざるを得ない。岸田首相の
発言も二転三転しているが、「税収が増えたから返す」という発想は、政府の無
策ぶりを露呈するものに他ならない。政府には税制を通じて集めた財源を用い、
公正・公平な再分配を行う役割が求められている。これは政策を通じてなされ
るものであり、物価高に対応するならば、速やかなインフレ対策を講じるべき
である。貯蓄志向が強いといわれる日本において、減税政策があまり有効に機
能しなかった例は、過去の政権の施策からも明らかである。しかも、今回の補
正予算 13.1 兆円のうち、8.9 兆円は公債により調達される。未来に負担を先送
りにし、現在の市民にのみ「還元」することは、世代間の著しい不均衡にもつ
ながる。 
 
７．また、減税の手法にも問題がある。所得税について 4 万円、住民税について
1 万円とされているが、住民税は地方自治体の基幹税であり、所得税は地方固
有の財源である地方交付税の原資である。これら地方の財源を利用した減税政
策は、自治体がその役割と責任を果たすために必要な「歳入の自治」に逆行す
る。今後さらに増大する地方の財政需要に対応し、住民が安心して生活できる
地域のセーフティネットを確立するには、確固たる財源の確保が必要である。 
 
８．なお、補正予算成立後、国民民主党の求めに応じ、政府与党間においてガソ
リン税を引き下げる「トリガー条項」の発動が検討されることとなっている。
しかし、ガソリン税のうち、地方揮発油税と軽油引取税は地方財源であり、仮
にトリガー条項が発動されれば、地方税収は年 5,000 億円以上が減じると見込
まれる。これは一般財源に充てられているため、その影響は自治体運営全般に
対して生じる。国の責任において十分な補填がされるかといった地方における
懸念について、あえてここに示しておきたい。 
 
９．いずれにせよ、今補正予算および減税政策は、政権支持率が低迷する中でイ
メージ修復をねらった窮余の一策に過ぎない。自治労としては、少子・高齢化
や地域活性化、財政健全化など日本の将来を展望した責任ある財政政策の実行
を求めていく。 

 
2023 年 11 月 30 日 

全日本自治団体労働組合 
書記長 伊藤 功 
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2024 年度政府予算案・地方財政対策に関する談話 
 
１．政府は 2023 年 12 月 22 日、2024 年度政府予算案を閣議決定し、一般会計の

歳出総額は 112 兆 717 億円と２年連続で 110 兆円を超える大規模な予算編成
となった。前年の歳出総額約 114 兆円より 2 兆 3,000 億円程度減少している
が、これは 5 兆円あった予備費を 1 兆円に減額したことによるところが大き
く、予備費を除けば、本来の予算自体は膨らんでいることになる。政府はこ
の間、「歳出構造を平時に戻す」との立場をとってきたが、コロナ禍以前の当
初予算が 100 兆円を下回る水準にあったことと比べれば、財政健全化に本腰
を入れているとは言い難い。 

 
２．歳入における公債依存度は 30％を超えており、2025 年度とされるプライマ

リーバランスの黒字化目標には遠く及ばない。また「金利のある世界」に戻
り、利払い費の想定金利が1.1％から1.9％に引き上げられたことなどにより、
歳出における国債費は 27 兆 90 億円と過去最高になっている。これは歳出全
体のほぼ 4 分の 1 が借金の返済にあてられていることを示しており、今後、
日本の財政がより硬直化していくことも危惧される。こども・子育て支援な
ど新たな政策、また新たな有事的対応を余儀なくされた場合など、補正予算
の編成も含め、時々の財政需要に柔軟に応えられるのか、そのための強固な
財務体質を整える責任が政府には問われる。 

 
３．こども・子育て支援に関しては、2028 年度までの 3.6 兆円分の施策充実と

財源確保の枠組みを盛り込んでいる。これに伴い、その財源について社会保
険制度を通じて拠出する「支援金制度」を創設するとしているが、給付の可
能性なく負担のみ生じる層が想定されること自体、保険制度として馴染むの
か大いに疑問が残る。見た目の増税感、負担感の軽減を意図するものと映る
が、現役世代の負担であることには変わらず、公正な配分となり得ていない。
しかも 2024 年度における財源不足分 0.2 兆円については「こども・子育て支
援特例公債」を発行するとしている。今後、政府予算の硬直化も想定される
中、同制度を発足したことで、結果的にこども・子育てに関する財源不足額
は国債に頼ればいいという、負担の先送りを招くこととならないか懸念が残
る。一方で防衛費は、2023 年度が対前年当初 1.1 兆円増、2022 年度が対前年
当初 1.4 兆円増と、この 2 年間、極めて堅調に増額されている。安心・安全
の市民生活にむけて、一体何を優先すべきなのか、税と社会保険料の役割分
担も含め、徹底的な予算の組み替えが求められる。 

 
４．一方で、「物価に負けない賃上げ」の実現に向けた措置として、医療・介護・

障害福祉サービス、保育士、教職員など公的部門を含め、幅広く予算対応し
ている点については評価できる。本来、賃上げは使用者側と労働者側、双方

＜資料２－②＞
の交渉に基づき改善がはかられるべきであるが、近年は結果として長期に渡
り労働者の賃金が低く抑えられてきた。こうした現実を転換させる一つのき
っかけにはなり得る。これらの措置が正規・非正規を問わず、公共サービス
分野における実際の処遇改善に結び付くのか、自治労としても、その効果検
証、実態把握に取り組まなくてはならない。 

 
５．2024 年度地方財政対策については、社会保障関係費や防衛費の急激な伸び

等による影響も危惧されたが、一般財源総額が約 62.7 兆円（前年比 0.6 兆円
増）と前年度を上回る水準が確保されている。地方税の歳入減も見込まれる
なかで、地方交付税総額は 18.7 兆円と対前年比 0.3 兆円増、臨時財政対策債
の発行も 0.5 兆円と対前年比のほぼ半分に抑制するなど、地方財政の健全化
にも配慮されている。依然として財源不足が生じていることについては、引
き続き、地方交付税の法定率引き上げなどによる抜本的な対応を求めるが、
全体として地方の要望に応えるものとして評価する。 

 
６．なお、定額減税による地方での減収について、個人住民税分は全額国費によ

り補填されたものの、所得税減税による地方交付税の減収について、直接的
な補填はされなかった。地方交付税の総額自体がプラスとなっていることか
ら、その影響は限定的であったともいえるが、実際にしわ寄せはなかったの
か。そもそも地方交付税は地方固有の財源であることから、国の減税施策に
よって損なわれることがあってはならない。定額減税が実施される際は、地
方における影響や混乱が生じないよう、特段の配慮を求める。 

 
７．今回、社会的な賃上げ基調に対応し、地方公務員の給与改定分として 0.3 兆

円、会計年度任用職員の勤勉手当支給分として 0.2 兆円が確保されている。 
  また、2024 年度の地方財政収支見通しによると、地方公務員の給与関係経

費は 2兆円を超え、1.6％増加している。とくに、給与関係経費上の地方公務
員数は 233.2 万人と前年より 1.4 万人の増員が見込まれており、これらをも
って十分とまでは言い難いが、各自治体における会計年度任用職員の処遇改
善また人員確保闘争の活性化に結び付く内容となっている。引き続き、自治
労における主体的な取り組みの強化が問われることとなる。 

  なお、定年延長の制度完成にむけ、並行して行われる新規採用にも配慮した
財源や社会的にも重視されている継続的な賃上げ基調を踏まえた財源確保が
今後も必要となることを、あわせて指摘しておきたい。 

 
８．とくに、こども・子育て政策にかかり、地方単独事業に対して 1,000 億円増

額したことは高く評価する。この間、一般行政経費においては国の事業に対
応する補助分を手厚くし、地方単独分における伸びは抑制的に措置されてき
た。しかし、こども・子育て政策における、地域の実情に対応した事業のあり
方を認め、普通交付税の費目に「こども・子育て費（仮称）」を創設したこと、
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2024 年度政府予算案・地方財政対策に関する談話 
 
１．政府は 2023 年 12 月 22 日、2024 年度政府予算案を閣議決定し、一般会計の

歳出総額は 112 兆 717 億円と２年連続で 110 兆円を超える大規模な予算編成
となった。前年の歳出総額約 114 兆円より 2 兆 3,000 億円程度減少している
が、これは 5 兆円あった予備費を 1 兆円に減額したことによるところが大き
く、予備費を除けば、本来の予算自体は膨らんでいることになる。政府はこ
の間、「歳出構造を平時に戻す」との立場をとってきたが、コロナ禍以前の当
初予算が 100 兆円を下回る水準にあったことと比べれば、財政健全化に本腰
を入れているとは言い難い。 

 
２．歳入における公債依存度は 30％を超えており、2025 年度とされるプライマ

リーバランスの黒字化目標には遠く及ばない。また「金利のある世界」に戻
り、利払い費の想定金利が1.1％から1.9％に引き上げられたことなどにより、
歳出における国債費は 27 兆 90 億円と過去最高になっている。これは歳出全
体のほぼ 4 分の 1 が借金の返済にあてられていることを示しており、今後、
日本の財政がより硬直化していくことも危惧される。こども・子育て支援な
ど新たな政策、また新たな有事的対応を余儀なくされた場合など、補正予算
の編成も含め、時々の財政需要に柔軟に応えられるのか、そのための強固な
財務体質を整える責任が政府には問われる。 

 
３．こども・子育て支援に関しては、2028 年度までの 3.6 兆円分の施策充実と

財源確保の枠組みを盛り込んでいる。これに伴い、その財源について社会保
険制度を通じて拠出する「支援金制度」を創設するとしているが、給付の可
能性なく負担のみ生じる層が想定されること自体、保険制度として馴染むの
か大いに疑問が残る。見た目の増税感、負担感の軽減を意図するものと映る
が、現役世代の負担であることには変わらず、公正な配分となり得ていない。
しかも 2024 年度における財源不足分 0.2 兆円については「こども・子育て支
援特例公債」を発行するとしている。今後、政府予算の硬直化も想定される
中、同制度を発足したことで、結果的にこども・子育てに関する財源不足額
は国債に頼ればいいという、負担の先送りを招くこととならないか懸念が残
る。一方で防衛費は、2023 年度が対前年当初 1.1 兆円増、2022 年度が対前年
当初 1.4 兆円増と、この 2 年間、極めて堅調に増額されている。安心・安全
の市民生活にむけて、一体何を優先すべきなのか、税と社会保険料の役割分
担も含め、徹底的な予算の組み替えが求められる。 

 
４．一方で、「物価に負けない賃上げ」の実現に向けた措置として、医療・介護・

障害福祉サービス、保育士、教職員など公的部門を含め、幅広く予算対応し
ている点については評価できる。本来、賃上げは使用者側と労働者側、双方

の交渉に基づき改善がはかられるべきであるが、近年は結果として長期に渡
り労働者の賃金が低く抑えられてきた。こうした現実を転換させる一つのき
っかけにはなり得る。これらの措置が正規・非正規を問わず、公共サービス
分野における実際の処遇改善に結び付くのか、自治労としても、その効果検
証、実態把握に取り組まなくてはならない。 

 
５．2024 年度地方財政対策については、社会保障関係費や防衛費の急激な伸び

等による影響も危惧されたが、一般財源総額が約 62.7 兆円（前年比 0.6 兆円
増）と前年度を上回る水準が確保されている。地方税の歳入減も見込まれる
なかで、地方交付税総額は 18.7 兆円と対前年比 0.3 兆円増、臨時財政対策債
の発行も 0.5 兆円と対前年比のほぼ半分に抑制するなど、地方財政の健全化
にも配慮されている。依然として財源不足が生じていることについては、引
き続き、地方交付税の法定率引き上げなどによる抜本的な対応を求めるが、
全体として地方の要望に応えるものとして評価する。 

 
６．なお、定額減税による地方での減収について、個人住民税分は全額国費によ

り補填されたものの、所得税減税による地方交付税の減収について、直接的
な補填はされなかった。地方交付税の総額自体がプラスとなっていることか
ら、その影響は限定的であったともいえるが、実際にしわ寄せはなかったの
か。そもそも地方交付税は地方固有の財源であることから、国の減税施策に
よって損なわれることがあってはならない。定額減税が実施される際は、地
方における影響や混乱が生じないよう、特段の配慮を求める。 

 
７．今回、社会的な賃上げ基調に対応し、地方公務員の給与改定分として 0.3 兆

円、会計年度任用職員の勤勉手当支給分として 0.2 兆円が確保されている。 
  また、2024 年度の地方財政収支見通しによると、地方公務員の給与関係経

費は 2兆円を超え、1.6％増加している。とくに、給与関係経費上の地方公務
員数は 233.2 万人と前年より 1.4 万人の増員が見込まれており、これらをも
って十分とまでは言い難いが、各自治体における会計年度任用職員の処遇改
善また人員確保闘争の活性化に結び付く内容となっている。引き続き、自治
労における主体的な取り組みの強化が問われることとなる。 

  なお、定年延長の制度完成にむけ、並行して行われる新規採用にも配慮した
財源や社会的にも重視されている継続的な賃上げ基調を踏まえた財源確保が
今後も必要となることを、あわせて指摘しておきたい。 

 
８．とくに、こども・子育て政策にかかり、地方単独事業に対して 1,000 億円増

額したことは高く評価する。この間、一般行政経費においては国の事業に対
応する補助分を手厚くし、地方単独分における伸びは抑制的に措置されてき
た。しかし、こども・子育て政策における、地域の実情に対応した事業のあり
方を認め、普通交付税の費目に「こども・子育て費（仮称）」を創設したこと、

－ 125 －



また新たに導入される「こども・子育て支援事業債（仮称）」についても地方
における事業実施にむけた大きな弾みとなることを期待する。なお、実際の
普通交付税算定方法などについては、引き続き注視する必要がある。 

 
９．地域の活性化にむけて、その存在意義が改めて重視されている地域公共交通

をめぐり、コロナ禍を踏まえての交通事業債（経営改善推進事業）を創設し
たことは、自治労の求めてきた継続的な経営支援策として評価できる。引き
続き、こども・子育て政策と同様、普通交付税の個別算定項目に地域交通政
策に関する項目を位置付けることを求めていく。 

 
10．地方創生推進費についても 1兆円が確保されている。これにより旧まち・ひ

と・しごと創生事業費分は当面維持されることとなるが、地方創生推進費を
含めた地方一般財源総額はすでに自治体にとって標準的な規模となっている
ことから、今後も恒常的な確保を求める。なお、その一部において採用され
ている行革努力分による算定指標も継続されることとなるが、これは標準的
な行政水準を保障するという地方交付税制度の趣旨から逸脱するものである。
また、マイナンバーカードの交付率を地方交付税の算定方法に組み入れる措
置も継続されているが、こうした政策誘導は慎むよう求める。 

 
11．2024 年度地方一般財源総額は、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（骨

太方針 2022）における、2021 年度地方一般財源総額との同水準ルールに基づ
き確保されているが、2024 年度はその最終年度にあたる。今後はインフレの
動向にも注視しつつ、安定的かつ地方の財政需要を踏まえた、より積極的な
地方財政の確立にむけて、協力国会議員団、立憲民主党をはじめとする協力
政党、地方６団体など広範な連携をめざしながら、引き続き、取り組みを進
める。 

 
 

2024 年 1 月 5 日 
全日本自治団体労働組合 

書記長 伊藤 功 

2023 年 12 月 22 日 

 

「2024 年度政府予算案」の閣議決定に対する談話 
 

日本労働組合総連合会 

事務局⻑ 清水 秀行 

 

１．わが国の深刻な構造課題に正面から向き合う政策が十分とはいえず遺憾 

 12 月 22 日、政府は一般会計総額を 112.1 兆円とする 2024 年度予算案を閣議決定した。

今次予算案は、「足下の物価高に対応しつつ、持続的で構造的な賃上げや、デフレからの完

全脱却と⺠需主導の持続的な成⻑」を実現するとし、国内投資に重点が置かれているが、わ

が国の深刻な構造課題である「少子高齢化・人口減少」「格差の拡大・貧困の固定化」に対

して、正面から向き合う政策は十分とはいえず、遺憾である。 

 

２．現役世代の負担を増やし将来世代に負担を先送りする対応は本末転倒 

 特に、少子化対策については、同日に閣議決定された「こども未来戦略」の「こども・子

育て支援加速化プラン」にもとづき、3.6 兆円規模の対策が講じられるが、その財源は、医

療保険料とあわせて徴収する「支援金」と「こども・子育て支援特例公債」に頼っている。

現役世代の負担を増やし、将来世代に負担を先送りする対応は、本末転倒と言わざるを得な

い。 

 将来不安を払しょくし、誰もが安心して子どもを生み育てられる社会とするには、若者や

⼦育て当事者が真に求める政策とそれを裏付ける⻑期に安定した財源が必要であり、税体

系全般の見直しなどを含め、あらゆる選択肢を排除せずに検討すべきである。 

 

３．財政規律の強化と歳出構造の不断の見直しを行うべき 

 今次予算総額は前年度当初予算から僅かに減少したものの、予備費を除いて比較すると

実質増額となっており、「歳出構造を平時に戻していく」とする政府の基本方針に、徹底し

て取り組む姿勢が感じられない。 

 基礎的財政収⽀の⿊字化達成期限である 2025 年度が目前に迫ってくる中、政府は財政健

全化に向けた取り組みを加速すべきであり、財政運営の監視・評価を行う独立財政機関を設

置し、財政規律の強化と歳出構造の不断の見直しを行うべきである。 

 

４．税制改正法案とあわせて徹底した国会審議を通じて精査・修正を強く求めていく 

 現在、政治資⾦問題によって国⺠の政治不信が極限にまで達している。次期通常国会では

問題の真相を明らかにするとともに、政治の停滞を招くことなく、国の「あり方」や「進路」

を示す予算・税制について十分な審議を尽くすべきである。 

 連合は、働く者・生活者の立場から、政党や連合出身議員政治懇談会、連合フォーラム議

員と連携・協力し、徹底した国会審議を通じて、予算案・税制改正法案の精査・修正を強く

求めていく。 

 

以 上 
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また新たに導入される「こども・子育て支援事業債（仮称）」についても地方
における事業実施にむけた大きな弾みとなることを期待する。なお、実際の
普通交付税算定方法などについては、引き続き注視する必要がある。 

 
９．地域の活性化にむけて、その存在意義が改めて重視されている地域公共交通

をめぐり、コロナ禍を踏まえての交通事業債（経営改善推進事業）を創設し
たことは、自治労の求めてきた継続的な経営支援策として評価できる。引き
続き、こども・子育て政策と同様、普通交付税の個別算定項目に地域交通政
策に関する項目を位置付けることを求めていく。 

 
10．地方創生推進費についても 1兆円が確保されている。これにより旧まち・ひ

と・しごと創生事業費分は当面維持されることとなるが、地方創生推進費を
含めた地方一般財源総額はすでに自治体にとって標準的な規模となっている
ことから、今後も恒常的な確保を求める。なお、その一部において採用され
ている行革努力分による算定指標も継続されることとなるが、これは標準的
な行政水準を保障するという地方交付税制度の趣旨から逸脱するものである。
また、マイナンバーカードの交付率を地方交付税の算定方法に組み入れる措
置も継続されているが、こうした政策誘導は慎むよう求める。 

 
11．2024 年度地方一般財源総額は、「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（骨

太方針 2022）における、2021 年度地方一般財源総額との同水準ルールに基づ
き確保されているが、2024 年度はその最終年度にあたる。今後はインフレの
動向にも注視しつつ、安定的かつ地方の財政需要を踏まえた、より積極的な
地方財政の確立にむけて、協力国会議員団、立憲民主党をはじめとする協力
政党、地方６団体など広範な連携をめざしながら、引き続き、取り組みを進
める。 

 
 

2024 年 1 月 5 日 
全日本自治団体労働組合 

書記長 伊藤 功 

2023 年 12 月 22 日 

 

「2024 年度政府予算案」の閣議決定に対する談話 
 

日本労働組合総連合会 

事務局⻑ 清水 秀行 

 

１．わが国の深刻な構造課題に正面から向き合う政策が十分とはいえず遺憾 

 12 月 22 日、政府は一般会計総額を 112.1 兆円とする 2024 年度予算案を閣議決定した。

今次予算案は、「足下の物価高に対応しつつ、持続的で構造的な賃上げや、デフレからの完

全脱却と⺠需主導の持続的な成⻑」を実現するとし、国内投資に重点が置かれているが、わ

が国の深刻な構造課題である「少子高齢化・人口減少」「格差の拡大・貧困の固定化」に対

して、正面から向き合う政策は十分とはいえず、遺憾である。 

 

２．現役世代の負担を増やし将来世代に負担を先送りする対応は本末転倒 

 特に、少子化対策については、同日に閣議決定された「こども未来戦略」の「こども・子

育て支援加速化プラン」にもとづき、3.6 兆円規模の対策が講じられるが、その財源は、医

療保険料とあわせて徴収する「支援金」と「こども・子育て支援特例公債」に頼っている。

現役世代の負担を増やし、将来世代に負担を先送りする対応は、本末転倒と言わざるを得な

い。 

 将来不安を払しょくし、誰もが安心して子どもを生み育てられる社会とするには、若者や

⼦育て当事者が真に求める政策とそれを裏付ける⻑期に安定した財源が必要であり、税体

系全般の見直しなどを含め、あらゆる選択肢を排除せずに検討すべきである。 

 

３．財政規律の強化と歳出構造の不断の見直しを行うべき 

 今次予算総額は前年度当初予算から僅かに減少したものの、予備費を除いて比較すると

実質増額となっており、「歳出構造を平時に戻していく」とする政府の基本方針に、徹底し

て取り組む姿勢が感じられない。 

 基礎的財政収⽀の⿊字化達成期限である 2025 年度が目前に迫ってくる中、政府は財政健

全化に向けた取り組みを加速すべきであり、財政運営の監視・評価を行う独立財政機関を設

置し、財政規律の強化と歳出構造の不断の見直しを行うべきである。 

 

４．税制改正法案とあわせて徹底した国会審議を通じて精査・修正を強く求めていく 

 現在、政治資⾦問題によって国⺠の政治不信が極限にまで達している。次期通常国会では

問題の真相を明らかにするとともに、政治の停滞を招くことなく、国の「あり方」や「進路」

を示す予算・税制について十分な審議を尽くすべきである。 

 連合は、働く者・生活者の立場から、政党や連合出身議員政治懇談会、連合フォーラム議

員と連携・協力し、徹底した国会審議を通じて、予算案・税制改正法案の精査・修正を強く

求めていく。 

 

以 上 
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